
 

 

本原浜岡発第 1 0 1 号 

令 和 4 年 4 月 6 日 

原 子 力 規 制 委 員 会 殿 

 

住 所 名古屋 市東 区東 新町 1 番地 

申 請 者 名 中 部 電 力 株 式 会 社 

 代表取締役社長 

 社 長 執 行 役 員 

 

浜岡原子力発電所 1 号原子炉 

廃止措置計画変更認可申請書 

 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 43 条の 3 の

34 第 3 項において準用する同法第 12 条の 6 第 3 項の規定に基づき，下記の

とおり浜岡原子力発電所 1 号原子炉の廃止措置計画変更認可の申請をいたし

ます。 

記 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

氏名又は名称  中部電力株式会社 

住    所  名古屋市東区東新町 1 番地 

            代表取締役社長 

        社長執行役員   

二 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地 

   名    称  浜岡原子力発電所 

   所  在  地  静岡県御前崎市佐倉 

三 廃止措置の対象となる発電用原子炉の名称 

   名    称  浜岡原子力発電所 1 号原子炉 

林 欣吾 代表者の氏名 

代表者の氏名 林 欣吾 

添付書類 



 

 

四 変更の内容 

平成 21 年 11 月 18 日付け，平成 21・06・01 原第 1 号をもって認可を

受け，別紙 1 のとおり変更認可を受け，別紙 2 のとおり変更を届け出た浜

岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計画認可申請書の記載

事項のうち，「三 廃止措置の対象となる発電用原子炉の名称」を浜岡原子

力発電所 1号原子炉と変更し，次の事項の記述を別紙 3のとおり変更する。 

 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

九 核燃料物質による汚染の除去 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

十一 廃止措置の工程 

 

五 変更の理由 

（１）性能維持施設の変更 

廃液濃縮器の維持台数を変更する。 

（２）1 号炉及び 2 号炉の号炉分割に伴う変更 

浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計画を 1 号炉

及び号炉に分割することに伴い，関連する記述の変更を行う。 

（３）その他，記載の適正化を行う。 

以 上 



 

 

 別紙 1 

廃止措置計画変更認可の経緯 

認可年月日 認可番号 備 考 

平成 23 年 2 月 16 日 平成 22・12・27 原第 1 号  

平成 26 年 2 月 21 日 原管廃発第 1402191 号  

平成 28 年 2 月 3 日 原規規発第 16020318 号  

平成 31 年 1 月 28 日 原規規発第 1901287 号  

令和 3 年 3 月 31 日 原規規発第 2103311 号  

 

-　1　-



 

 

別紙 2 

廃止措置計画の変更届出の経緯 

届出年月日 届出番号 備 考 

平成 24 年 8 月 24 日 本原原発第 27 号  

平成 26 年 11 月 28 日 本原原発第 43 号  

平成 27 年 7 月 17 日 本浜岡発第 104 号  

令和 2 年 4 月 20 日 本浜岡発第 101 号  
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別紙 3 

 

変更の内容 

  

-　3　-



 

 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

四 廃止措置対象施設及びその敷地  

1  廃止措置対象施設の範囲及びその敷地  

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更許

可を受けた（原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を表 4－

1 に示す。）1 号及び 2 号炉の原子炉及びその附属施設等である。た

だし，減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性

物質による汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は除く。

廃止措置対象施設を表 4－ 2 に示す。  

浜岡原子力発電所の敷地面積は，約 1 6 0 万 m 2 であり，原子炉設置

許可又は原子炉設置変更許可を受けた 1 号から 5 号炉までの 5 基の

原子炉及びその附属施設等が設置されており，3 号，4 号及び 5 号炉

は，電気事業の用に供する発電用の電気工作物として，現在も使用中

である。  

浜岡原子力発電所の敷地及び廃止措置対象施設の配置を図 4－ 1 に

示す。  

 

四 廃止措置対象施設及びその敷地  

1  廃止措置対象施設の範囲及びその敷地  

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更許

可を受けた（原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を表 4－

1 に示す。） 1 号炉の原子炉及びその附属施設等である。ただし，減

容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は除く。廃止措置

対象施設を表 4－ 2 に示す。  

浜岡原子力発電所の敷地面積は，約 1 6 0 万 m 2 であり，原子炉設置

許可又は原子炉設置変更許可を受けた 1 号から 5 号炉までの 5 基の

原子炉及びその附属施設等が設置されており，3 号，4 号及び 5 号炉

は，電気事業の用に供する発電用の電気工作物として，現在も使用中

である。  

浜岡原子力発電所の敷地及び廃止措置対象施設の配置を図 4－ 1 に

示す。  

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

2  廃止措置対象施設の状況  

（ 1）廃止措置対象施設の概要  

Ａ． 1 号炉  

1 号原子炉施設は，濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却型（沸騰

水型）原子炉であり，熱出力は約 1 , 5 9 3 M W である。  

 

 

2  廃止措置対象施設の状況  

（ 1）廃止措置対象施設の概要  

1 号原子炉施設は，濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却型（沸騰水

型）原子炉であり，熱出力は約 1 , 5 9 3 M W である。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

Ｂ． 2 号炉  

2 号原子炉施設は，濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却型（沸騰

水型）原子炉であり，熱出力は約 2 , 4 3 6 M W である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 2）廃止措置対象施設の運転履歴  

Ａ． 1 号炉  

1 号原子炉施設は，昭和 4 5 年 1 2 月 1 0 日に原子炉設置許可を

受け，昭和 4 9 年 6 月 2 0 日に初臨界に到達した。平成 1 3 年 1 1

月 7 日に余熱除去系の配管破断に伴い原子炉を停止するまで，約

2 7 年間の運転実績を有している。平成 1 4 年 4 月 2 6 日より第

1 9 回定期検査を開始し，原子炉起動に先立ち定期検査毎に実施

する冷温臨界試験 ＊ １を平成 1 5 年 3 月 6 日に行った以外は，原

子炉は停止した状態にある。平成 2 0 年 1 2 月 2 2 日に電気事業

法第 9 条第 1 項の規定に基づき電気工作物変更届出を行い，平

成 2 1 年 1 月 3 0 日に発電設備の廃止を行った。平成 2 0 年 1 2 月

2 2 日に浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定（以下，「保安規

定」という。）の変更認可申請を行い（平成 2 1 年 1 月 1 9 日変

更認可），平成 2 1 年 1 月 3 0 日以降原子炉の運転を行わないこ

ととした。  

原子炉内に装荷されていた燃料は，平成 1 7 年 1 1 月 1 1 日に

原子炉からの取り出しを完了した。  

 

（ 2）廃止措置対象施設の運転履歴  

 

1 号原子炉施設は，昭和 4 5 年 1 2 月 1 0 日に原子炉設置許可

を受け，昭和 4 9 年 6 月 2 0 日に初臨界に到達した。平成 1 3 年

1 1 月 7 日に余熱除去系の配管破断に伴い原子炉を停止するまで

，約 2 7 年間の運転実績を有している。平成 1 4 年 4 月 2 6 日よ

り第 1 9 回定期検査を開始し，原子炉起動に先立ち定期検査毎に

実施する冷温臨界試験 ＊ １を平成 1 5 年 3 月 6 日に行った以外は

，原子炉は停止した状態にある。平成 2 0 年 1 2 月 2 2 日に電気

事業法第 9 条第 1 項の規定に基づき電気工作物変更届出を行い

，平成 2 1 年 1 月 3 0 日に発電設備の廃止を行った。平成 2 0 年

1 2 月 2 2 日に浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定（以下，「

保安規定」という。）の変更認可申請を行い（平成 2 1 年 1 月 1 9

日変更認可），平成 2 1 年 1 月 3 0 日以降原子炉の運転を行わな

いこととした。  

原子炉内に装荷されていた燃料は，平成 1 7 年 1 1 月 1 1 日に

原子炉からの取り出しを完了した。  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

Ｂ． 2 号炉  

2 号原子炉施設は，昭和 4 8 年 6 月 9 日に原子炉設置変更許可

を受け，昭和 5 3 年 3 月 2 8 日に初臨界に到達した。第 2 0 回定

期検査を実施するため，平成 1 6 年 2 月 2 2 日に原子炉を停止し

た以降，現在に至っている。２号炉は，初臨界以降，第 2 0 回定

期検査を実施するため，原子炉を停止するまで，約 2 6 年間の運

転実績を有している。平成 2 0 年 1 2 月 2 2 日に電気事業法第 9

条第 1 項の規定に基づき電気工作物変更届出を行い，平成 2 1 年

1 月 3 0 日に発電設備の廃止を行った。平成 2 0 年 1 2 月 2 2 日に

「保安規定」の変更認可申請を行い（平成 2 1 年 1 月 1 9 日変更

認可），平成 2 1 年 1 月 3 0 日以降原子炉の運転を行わないこと

とした。  

原子炉内に装荷されていた燃料は，平成 1 6 年 3 月 1 日に原子

炉からの取り出しを完了した。  

 

  

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 3）廃止措置対象施設の状況  

1）核燃料物質の状況  

Ａ． 1 号炉  

1 号原子炉施設の使用済燃料は， 1 号炉原子炉建家内の使用

済燃料貯蔵施設（燃料プール）， 4 号炉原子炉建屋原子炉室内

の使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）（ 1 号， 2 号， 3 号及び

4 号炉共用）及び 5 号炉原子炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯

蔵設備（燃料プール）（ 1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉共

用）に貯蔵中である。また，新燃料は， 1 号炉新燃料貯蔵庫に

貯蔵中である。核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量を表 4

－ 3 に示す。  

 

 

（ 3）廃止措置対象施設の状況  

1）核燃料物質の状況  

 

1 号原子炉施設の使用済燃料は， 1 号炉原子炉建家内の使用済

燃料貯蔵施設（燃料プール），4 号炉原子炉建屋原子炉室内の使

用済燃料貯蔵設備（燃料プール）（ 1 号， 2 号， 3 号及び 4 号炉

共用）及び 5 号炉原子炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備

（燃料プール）（ 1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉共用）に貯

蔵中である。また，新燃料は，1 号炉新燃料貯蔵庫に貯蔵中であ

る。核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量を表 4－ 3 に示す。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

Ｂ． 2 号炉  

2 号原子炉施設の使用済燃料は， 2 号炉原子炉建家内の使用

済燃料貯蔵設備（燃料プール）及び５号炉原子炉建屋原子炉室

内の使用済燃料貯蔵設備（ 1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉

共用）に貯蔵中である。また，新燃料は， 2 号炉原子炉建家内

の使用済燃料貯蔵設備及び 2 号炉新燃料貯蔵庫に貯蔵中であ

る。核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量を表 4－ 3 に示す。 

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

3）廃止措置対象施設の汚染状況  

1 号原子炉施設は平成 1 3 年に原子炉を停止するまでの約 2 7

年間の運転により， 2 号原子炉施設は平成 1 6 年に原子炉を停止

するまでの約 2 6 年間の運転により，設備及び建屋の一部が放射

化し，又は放射性物質で汚染されている。  

原子炉からの中性子による放射化により，原子炉容器及び原子

炉容器を取り囲む放射線遮へい体を含む領域（以下，「原子炉領

域」という。）には，放射能レベルが比較的高い汚染がある。  

廃止措置対象施設の汚染は原子炉建家，廃棄物処理建家，ター

ビン建家等の内部に限られ，これらの汚染施設はすべて管理区域

としている。  

原子炉施設の管理区域全体図を図 4－ 2，推定汚染分布を図 4

－ 3 に示す。  

3）廃止措置対象施設の汚染状況  

1 号原子炉施設は平成 1 3 年に原子炉を停止するまでの約 2 7

年間の運転により，設備及び建屋の一部が放射化し，又は放射性

物質で汚染されている。  

原子炉からの中性子による放射化により，原子炉容器及び原子

炉容器を取り囲む放射線遮へい体を含む領域（以下，「原子炉領

域」という。）には，放射能レベルが比較的高い汚染がある。  

廃止措置対象施設の汚染は原子炉建家，廃棄物処理建家，ター

ビン建家等の内部に限られ，これらの汚染施設はすべて管理区域

としている。  

原子炉施設の管理区域全体図を図 4－ 2，推定汚染分布を図 4

－ 3 に示す。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

4）廃止措置対象施設の管理状況  

廃止措置対象施設のうち原子炉設置許可又は原子炉設置変更

許可を受けた施設及びその他主要施設（表 4－ 2）の管理状況は，

以下のとおりである。  

Ａ． 1 号炉  

①  原子炉施設の一般構造  

原子炉施設の一般構造は，原子炉建家，廃棄物処理建家，タ

ービン建家，希ガスホールドアップ装置建家，復水ろ過脱塩

装置建家で構成されている。これらは，放射性物質の施設外

への漏えい防止機能，放射線の遮へい機能を維持管理中であ

る。  

4）廃止措置対象施設の管理状況  

廃止措置対象施設のうち原子炉設置許可又は原子炉設置変更

許可を受けた施設及びその他主要施設（表 4－ 2）の管理状況は，

以下のとおりである。  

 

①  原子炉施設の一般構造  

原子炉施設の一般構造は，原子炉建家，廃棄物処理建家，タ

ービン建家，希ガスホールドアップ装置建家，復水ろ過脱塩

装置建家で構成されている。これらは，放射性物質の施設外

への漏えい防止機能，放射線の遮へい機能を維持管理中であ

る。  

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

Ｂ． 2 号炉  

①  原子炉施設の一般構造  

原子炉施設の一般構造は，原子炉建家，廃棄物処理建家，タ

ービン建家で構成されている。これらは，放射性物質の施設

外への漏えい防止機能，放射線の遮へい機能を維持管理中で

ある。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

②  原子炉本体  

原子炉本体は，炉心（燃料体，制御材，炉心支持構造物），

減速材及び反射材（軽水），原子炉容器，放射線遮へい体（原

子炉容器外側の壁，ドライウェル外周の壁，原子炉建家外壁，

廃棄物処理建家外壁）から構成されている。  

炉心を構成する燃料体は，原子炉から全量の取り出しを完

了し，2 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備，５号炉原子

炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備（ 1 号， 2 号， 3 号，

4 号及び 5 号炉共用）に貯蔵中である。制御材は，炉心から

引き抜かれた状態で原子炉内にあり，供用を終了した状態に

ある。炉心支持構造物は供用を終了した状態にある。  

減速材及び反射材である軽水は，「原子炉設置許可申請書」

に記載の方法に従って処理を行った後，復水タンクに回収し

発電所補給水として再使用するか，または環境への影響を評

価した後，放出している。  

原子炉容器は，軽水が入った状態にある。  

放射線遮へい体は，放射線の遮へい機能を維持管理中であ

る。放射線遮へい体のうち，原子炉建家外壁，廃棄物処理建家

外壁は，放射性物質の施設外への漏えい防止機能を維持管理

中である。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

③  核燃料物質の取扱及び貯蔵施設  

核燃料物質の取扱及び貯蔵施設は，核燃料物質取扱設備（燃

料取替機（ 2 号炉原子炉建家内），原子炉建家クレーン（ 2 号

炉原子炉建家内））及び核燃料物質貯蔵設備（新燃料貯蔵庫，

使用済燃料貯蔵設備（ 2 号炉原子炉建家内））から構成されて

いる。  

燃料取替機（ 2 号炉原子炉建家内）は，燃料の使用済燃料貯

蔵設備（ 2 号炉原子炉建家内）からの搬出，原子炉内にある制

御材の使用済燃料貯蔵設備（ 2 号炉原子炉建家内）への移送等

のために，燃料取扱機能等を維持管理中である。  

また，原子炉建家クレーン（ 2 号炉原子炉建家内）は，新燃

料若しくはキャスクの運搬又は廃止措置の実施にあたり使用

するために，燃料取扱機能等を維持管理中である。  

核燃料物質貯蔵設備の新燃料貯蔵庫には新燃料を貯蔵中で

あることから，未臨界維持及び貯蔵の燃料貯蔵機能を維持管

理中である。使用済燃料貯蔵設備（ 2 号炉原子炉建家内）に

は，燃料を貯蔵中であることから，未臨界維持，貯蔵，遮へ

い，冷却浄化等の燃料貯蔵機能を維持管理中である。  

 

  

-　
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

④  原子炉冷却系統施設  

原子炉冷却系統施設は，一次冷却材設備（再循環系，原子炉

冷却材浄化系，主蒸気系，タービン，主復水器，タービン・バ

イパス系，給水系），非常用冷却設備（炉心スプレイ系，高圧

注入系，低圧注入系，原子炉隔離冷却系）及び余熱除去系から

構成されている。  

本施設のうち，主復水器，余熱除去系以外の設備は，供用を

終了した状態にある。主復水器は，放射性液体廃棄物を適切

に放出するために，放出経路確保機能を維持管理中である。

余熱除去系は，使用済燃料を貯蔵中であることから，燃料プ

ール冷却浄化系の後備設備として，燃料プール水の補給及び

冷却機能を維持管理中である。  

系統除染を実施する再循環系，原子炉冷却材浄化系及び余

熱除去系以外の原子炉冷却系統施設は，系統内の冷却材をす

べて処分済みである。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

⑤  計測制御系統施設  

計測制御系統施設は計装，安全保護回路，制御設備，非常用

制御設備等から構成されている。安全保護回路のうち，原子

炉建家放射能高の信号による原子炉建家常用換気系の閉鎖と

非常用ガス処理系の起動に係る回路は，使用済燃料を貯蔵中

であることから，安全保護機能を維持管理中である。その他

は供用を終了した状態にある。  

 

  

-　
1
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

⑥  放射性廃棄物の廃棄施設  

放射性廃棄物の廃棄施設は，気体廃棄物の廃棄施設（再結合

器，減衰管，活性炭式希ガスホールドアップ装置，排気筒（１

号及び 2 号炉共用）），液体廃棄物の廃棄設備（機器ドレン

処理系，床ドレン処理系，化学廃液処理系，シャワードレン

系，復水器冷却水放水路）及び固体廃棄物の廃棄設備（濃縮廃

液貯蔵タンク，原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵槽，燃料プ

ール系粉末樹脂貯蔵槽，使用済樹脂貯蔵槽，復水系粉末樹脂

貯蔵槽，フィルタスラッジ貯蔵槽，固化装置（セメント固化

式），減容機（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉共用））か

ら構成されている。  

気体廃棄物の廃棄施設である再結合器，減衰管，活性炭式希

ガスホールドアップ装置は，原子炉の運転に伴い発生する放

射性廃棄物を処理処分する設備である。これらは，供用を終

了した状態にある。排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）は，放出

経路確保機能を維持管理中である。  

液体廃棄物の廃棄設備である機器ドレン処理系，床ドレン

処理系，化学廃液処理系，シャワードレン系，復水器冷却水放

水路は，放射性廃棄物の処理処分のために，放射性廃棄物処

理機能等を維持管理中である。  

放射性固体廃棄物の廃棄設備のうち，濃縮廃液貯蔵タンク，

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵槽，燃料プール系粉末樹脂

貯蔵槽，使用済樹脂貯蔵槽，復水系粉末樹脂貯蔵槽，フィルタ

スラッジ貯蔵槽は，放射性廃棄物の処理処分のために，放射

性廃棄物処理機能を維持管理中である。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

⑦  放射線管理施設  

放射線管理施設は，屋内管理用の主要な設備（エリア・モニ

タ，プロセス・モニタ，試料放射能測定装置（ 1 号及び 2 号

炉共用），放射線管理室（ 1 号及び 2 号炉共用），汚染除去

室（ 1 号及び 2 号炉共用））及び屋外管理用の主要な設備（排

気筒モニタ（ 1 号及び 2 号炉共用），排水モニタ等）から構

成されている。  

屋内管理用の主要な設備のうち，供用を終了した設備に係

るプロセス・モニタは供用を終了し，維持管理中の設備に係

るプロセス・モニタ，全建屋内のエリア・モニタ，試料放射能

測定装置（ 1 号及び 2 号炉共用），放射線管理室（ 1 号及び 2

号炉共用），汚染除去室（ 1 号及び 2 号炉共用）は，放射線

監視機能等を維持管理中である。  

屋外管理用の主要な設備は，放射線監視機能等を維持管理

中である。  

 

  

-　
1
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

⑧  原子炉格納施設  

原子炉格納施設は，格納容器（ドライウェル，サプレッショ

ン・チェンバ），格納容器内ガス濃度制御系（可燃性ガス濃度

制御系，不活性ガス系），ドライウェル内ガス冷却装置，格納

容器冷却系，原子炉建家常用換気系，非常用ガス処理系から

構成されている。  

格納容器は，機器搬入口を開放した状態で維持管理中であ

る。  

格納容器内ガス濃度制御系（可燃性ガス濃度制御系，不活性

ガス系），格納容器冷却系は，供用を終了した状態にある。  

原子炉建家常用換気系は，換気機能を維持管理中である。ま

た，非常用ガス処理系は，使用済燃料を貯蔵中であることか

ら，換気機能を維持管理中である。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

⑨  その他原子炉の附属施設  

その他原子炉の附属施設には，非常用電源設備がある。  

非常用電源設備のうち，ジーゼル発電機は，貯蔵している使

用済燃料の冷却等のために，電源供給機能を維持管理中であ

る。また，蓄電池は，設備維持及び廃止措置のために電源供給

機能を維持管理中である。  

 

  

⑩  その他主要施設  

その他主要施設として，換気系（タービン建家換気系，中央

制御室換気系，廃棄物処理建家換気系），消火装置，圧縮空気

系，原子炉機器冷却系，クレーン設備があり，各々の機能を維

持管理中である。  

 

  

-　
1
2
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 1（ 1）  

原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（ 1 号炉）（ 1／ 3）  

許可年月日  許可番号  備  考  

昭和 4 5 年 1 2 月 1 0 日  4 5 原第 7 6 6 0 号  昭和 4 5 年 5 月 2 2 日申請  

昭和 4 6 年 1 0 月 2 2 日  4 6 原第 7 2 5 8 号  1 号原子炉施設の変更  

（ポイズンカーテンの廃止及びガ

ドリニア入り燃料棒の採用に伴う

変更）  

昭和 4 7 年  8 月 3 1 日  4 7 原第 7 4 8 0 号  1 号原子炉施設の変更  

（活性炭式希ガスホールドアップ

装置の追加設置に伴う廃棄設備の

変更）  

昭和 4 8 年 1 2 月  1 日  4 8 原第 9 9 6 6 号  1 号原子炉施設の変更  

（逃がし弁形式の変更）  

昭和 5 1 年  3 月 1 7 日  5 1 安第 1 0 2 2 号  1 号及び 2 号原子炉施設の変更  

（ 8 行 8 列型燃料集合体の採用等

の変更）  

昭和 5 2 年  7 月  5 日  5 2 安（原規）第 1 1 4 号  1 号原子炉施設の変更  

（ 炉 心 の 熱 特 性 評 価 方 法 等 の 変

更）  

昭和 5 3 年  8 月 1 2 日  5 3 安（原規）第 2 1 7 号  1 号及び 2 号原子炉施設の変更並

びに使用済燃料の処分の方法の変

更  

（廃棄物処理装置等の変更）  

昭和 5 7 年  5 月 2 8 日  5 6 資庁第 1 7 2 5 3 号  1 号及び 2 号原子炉施設の変更  

（新型 8× 8 燃料の採用による変

更）  

昭和 5 7 年 1 1 月 2 6 日  5 7 資庁第 1 3 3 7 8 号  1 号， 2 号及び 3 号原子炉施設の

変更  

（プラスチック固化装置の設置）  

昭和 6 1 年  8 月 1 2 日  6 1 資庁第 2 5 1 号  1 号， 2 号及び 3 号原子炉施設の

変更  

（新型 8× 8 ジルコニウムライナ

燃料の採用等による変更）  

昭和 6 3 年  8 月 1 0 日  6 1 資庁第 1 5 6 8 8 号  4 号原子炉の増設及び 1 号， 2 号，

3 号原子炉施設の変更（可燃性固体

廃棄物焼却炉の追加等の変更）  
 

 

表 4－ 1  原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（ 1／ 3）  

許可年月日  許可番号  備  考  

昭和 4 5 年 1 2 月 1 0 日  4 5 原第 7 6 6 0 号  昭和 4 5 年 5 月 2 2 日申請  

昭和 4 6 年 1 0 月 2 2 日  4 6 原第 7 2 5 8 号  1 号原子炉施設の変更  

（ポイズンカーテンの廃止及びガ

ドリニア入り燃料棒の採用に伴う

変更）  

昭和 4 7 年  8 月 3 1 日  4 7 原第 7 4 8 0 号  1 号原子炉施設の変更  

（活性炭式希ガスホールドアップ

装置の追加設置に伴う廃棄設備の

変更）  

昭和 4 8 年 1 2 月  1 日  4 8 原第 9 9 6 6 号  1 号原子炉施設の変更  

（逃がし弁形式の変更）  

昭和 5 1 年  3 月 1 7 日  5 1 安第 1 0 2 2 号  1 号及び 2 号原子炉施設の変更  

（ 8 行 8 列型燃料集合体の採用等

の変更）  

昭和 5 2 年  7 月  5 日  5 2 安（原規）第 1 1 4 号  1 号原子炉施設の変更  

（ 炉 心 の 熱 特 性 評 価 方 法 等 の 変

更）  

昭和 5 3 年  8 月 1 2 日  5 3 安（原規）第 2 1 7 号  1 号及び 2 号原子炉施設の変更並

びに使用済燃料の処分の方法の変

更  

（廃棄物処理装置等の変更）  

昭和 5 7 年  5 月 2 8 日  5 6 資庁第 1 7 2 5 3 号  1 号及び 2 号原子炉施設の変更  

（新型 8× 8 燃料の採用による変

更）  

昭和 5 7 年 1 1 月 2 6 日  5 7 資庁第 1 3 3 7 8 号  1 号， 2 号及び 3 号原子炉施設の

変更  

（プラスチック固化装置の設置）  

昭和 6 1 年  8 月 1 2 日  6 1 資庁第 2 5 1 号  1 号， 2 号及び 3 号原子炉施設の

変更  

（新型 8× 8 ジルコニウムライナ

燃料の採用等による変更）  

昭和 6 3 年  8 月 1 0 日  6 1 資庁第 1 5 6 8 8 号  4 号原子炉の増設及び 1 号， 2 号，

3 号原子炉施設の変更（可燃性固体

廃棄物焼却炉の追加等の変更）  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 1（ 1）  

原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（ 1 号炉）（ 2／ 3）  

許可年月日  許可番号  備  考  

平成  2 年  2 月  8 日  元資庁第 7 8 9 9 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（起動領域モニタ

の採用等による変更）  

平成  3 年  7 月 2 5 日  2 資庁第 1 0 4 9 4 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（高燃焼度 8× 8

燃料の採用等による変更）  

平成  3 年  1 2 月 3 日  3 資庁第 9 4 1 3 号  １号原子炉施設の変更（平均濃

縮度を下げた新型 8× 8 ジルコ

ニウムライナ燃料の採用によ

る変更）  

平成  4 年  9 月 1 8 日  4 資庁第 5 1 9 9 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（洗濯廃液系及び

シャワードレン系の共用化に

よる変更）  

平成  7 年  5 月  9 日  6 資庁第 1 3 2 0 0 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（不燃性雑固体廃

棄物の固型化処理の採用によ

る変更）  

平成 1 0 年 1 2 月 1 6 日  平成 1 0・0 2・1 9 資第 8 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（４号炉使用済燃

料貯蔵設備の共用化等による

変更）  

平成 1 2 年   2 月 2 3 日  平成 1 1・0 5・1 9 資第 6 号  1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5

号原子炉施設の変更（雑固体廃

棄物溶融処理装置の設置等に

よる変更）  

平成 1 2 年 1 2 月  5 日  平成 1 2・0 2・2 9 資第 2 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（ 9× 9 燃料の採

用による変更）  

平成 1 4 年  8 月  9 日  平成 1 4・0 5・1 4 原第 2 号  １号原子炉施設の変更（余熱除

去系の蒸気凝縮系の機能に伴

う変更）  

平成 1 7 年 1 2 月 1 5 日  平成 1 7・ 0 6・ 0 3 原第 2 9

号  

1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5

号原子炉施設の変更（ 5 号炉使

用済燃料貯蔵設備の共用化等

による変更）  
 

 

表 4－ 1  原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（ 2／ 3）  

許可年月日  許可番号  備  考  

平成  2 年  2 月  8 日  元資庁第 7 8 9 9 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（起動領域モニタ

の採用等による変更）  

平成  3 年  7 月 2 5 日  2 資庁第 1 0 4 9 4 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（高燃焼度 8× 8

燃料の採用等による変更）  

平成  3 年  1 2 月 3 日  3 資庁第 9 4 1 3 号  １号原子炉施設の変更（平均濃

縮度を下げた新型 8× 8 ジルコ

ニウムライナ燃料の採用によ

る変更）  

平成  4 年  9 月 1 8 日  4 資庁第 5 1 9 9 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（洗濯廃液系及び

シャワードレン系の共用化に

よる変更）  

平成  7 年  5 月  9 日  6 資庁第 1 3 2 0 0 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（不燃性雑固体廃

棄物の固型化処理の採用によ

る変更）  

平成 1 0 年 1 2 月 1 6 日  平成 1 0・0 2・1 9 資第 8 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（４号炉使用済燃

料貯蔵設備の共用化等による

変更）  

平成 1 2 年   2 月 2 3 日  平成 1 1・0 5・1 9 資第 6 号  1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5

号原子炉施設の変更（雑固体廃

棄物溶融処理装置の設置等に

よる変更）  

平成 1 2 年 1 2 月  5 日  平成 1 2・0 2・2 9 資第 2 号  1 号，2 号，3 号及び 4 号原子

炉施設の変更（ 9× 9 燃料の採

用による変更）  

平成 1 4 年  8 月  9 日  平成 1 4・0 5・1 4 原第 2 号  １号原子炉施設の変更（余熱除

去系の蒸気凝縮系の機能に伴

う変更）  

平成 1 7 年 1 2 月 1 5 日  平成 1 7・ 0 6・ 0 3 原第 2 9

号  

1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5

号原子炉施設の変更（ 5 号炉使

用済燃料貯蔵設備の共用化等

による変更）  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 1（ 1）  

原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（ 1 号炉）（ 3／ 3）  

許可年月日  許可番号  備  考  

平成  1 9 年  7 月  4 日  平成 1 8・0 3・0 3 原第 4 号  1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号

原子炉施設の変更（４号炉の取

替燃料の一部にＭＯＸ燃料を採

用すること等による変更）  
 

 

表 4－ 1  原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（ 3／ 3）  

許可年月日  許可番号  備  考  

平成  1 9 年  7 月  4 日  平成 1 8・0 3・0 3 原第 4 号  1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号

原子炉施設の変更（４号炉の取

替燃料の一部にＭＯＸ燃料を採

用すること等による変更）  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 2（ 1）  廃止措置対象施設（ 1 号炉）（ 1／ 4）  

（ 1）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

原 子 炉 施

設 の 一 般

構造  

その他の  

主要な構造  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

希ガスホールドアップ装置建家  

復水ろ過脱塩装置建家  

原 子 炉 本

体  

炉心  燃料体，制御材，炉心支持構造物  

減速材及び  

反射材  
軽水  

原子炉容器  原子炉容器  

放射線遮へい  

体  

原子炉容器外側の壁  

ドライウェル外周の壁  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

核 燃 料 物

質 の 取 扱

及 び 貯 蔵

施設  

核燃料物質  

取扱設備  

燃料取替機（ 1 号炉原子炉建家内）  

原子炉建家クレーン（ 1 号炉原子炉建家内） 

核燃料物質  

貯蔵設備  

新燃料貯蔵庫  

使用済燃料貯蔵施設（ 1 号炉原子炉建家内） 

原 子 炉 冷

却 系 統 施

設  

1 次冷却設備  

再循環系  

原子炉冷却材浄化系  

主蒸気系  

タービン  

主復水器  

タービン・バイパス系  

給水系  

非常用冷却  

設備  

炉心スプレイ系  

高圧注入系  

低圧注入系  

原子炉隔離冷却系  

その他の主要  

な事項  
余熱除去系  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

 

表 4－ 2  廃止措置対象施設（ 1／ 4）  

（ 1）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

原 子 炉 施

設 の 一 般

構造  

その他の  

主要な構造  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

希ガスホールドアップ装置建家  

復水ろ過脱塩装置建家  

原 子 炉 本

体  

炉心  燃料体，制御材，炉心支持構造物  

減速材及び  

反射材  
軽水  

原子炉容器  原子炉容器  

放射線遮へい  

体  

原子炉容器外側の壁  

ドライウェル外周の壁  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

核 燃 料 物

質 の 取 扱

及 び 貯 蔵

施設  

核燃料物質  

取扱設備  

燃料取替機（ 1 号炉原子炉建家内）  

原子炉建家クレーン（ 1 号炉原子炉建家内） 

核燃料物質  

貯蔵設備  

新燃料貯蔵庫  

使用済燃料貯蔵施設（ 1 号炉原子炉建家内） 

原 子 炉 冷

却 系 統 施

設  

1 次冷却設備  

再循環系  

原子炉冷却材浄化系  

主蒸気系  

タービン  

主復水器  

タービン・バイパス系  

給水系  

非常用冷却  

設備  

炉心スプレイ系  

高圧注入系  

低圧注入系  

原子炉隔離冷却系  

その他の主要  

な事項  
余熱除去系  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 2（ 1）  廃止措置対象施設（ 1 号炉）（ 2／ 4）  

（ 1）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

計 測 制 御

系統施設  

計装  

核計装  

その他の主要な計装  

（原子炉水位，原子炉圧力，再循環流量，給

水流量，蒸気流量，制御棒位置，制御棒駆動

用冷却材圧力など）  

安全保護回路  

原子炉停止回路  

その他の主要な安全保護回路  

（補助保護機能，警報，連動回路）  

制御設備  
制御材（制御棒）  

制御材駆動設備  

非常用制御  

設備  
ほう酸注入系  

その他の  

主要な事項  

制御棒価値ミニマイザ  

再循環流量制御  

初圧調整装置  

放射性廃棄

物の廃棄施

設  

気体廃棄物の  

廃棄施設  

再結合器  

空気抽出器排ガス減衰管  

希ガスホールドアップ装置  

排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）  

液体廃棄物の  

廃棄設備  

機器ドレン処理系  

床ドレン処理系  

再生廃液処理系  

シャワードレン系  

復水器冷却水放水路  

固体廃棄物の  

廃棄設備  

濃縮廃液貯蔵タンク  

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  

燃料プール冷却浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  

使用済樹脂貯蔵タンク  

復水系粉末樹脂貯蔵槽  

フィルタスラッジ貯蔵タンク  

固化装置（セメント固化式）  

減容機（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉

共用）  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

 

表 4－ 2  廃止措置対象施設（ 2／ 4）  

（ 1）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

計 測 制 御

系統施設  

計装  

核計装  

その他の主要な計装  

（原子炉水位，原子炉圧力，再循環流量，給

水流量，蒸気流量，制御棒位置，制御棒駆動

用冷却材圧力など）  

安全保護回路  

原子炉停止回路  

その他の主要な安全保護回路  

（補助保護機能，警報，連動回路）  

制御設備  
制御材（制御棒）  

制御材駆動設備  

非常用制御  

設備  
ほう酸注入系  

その他の  

主要な事項  

制御棒価値ミニマイザ  

再循環流量制御  

初圧調整装置  

放射性廃棄

物の廃棄施

設  

気体廃棄物の  

廃棄施設  

再結合器  

空気抽出器排ガス減衰管  

希ガスホールドアップ装置  

排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）  

液体廃棄物の  

廃棄設備  

機器ドレン処理系  

床ドレン処理系  

再生廃液処理系  

シャワードレン系  

復水器冷却水放水路  

固体廃棄物の  

廃棄設備  

濃縮廃液貯蔵タンク  

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  

燃料プール冷却浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  

使用済樹脂貯蔵タンク  

復水系粉末樹脂貯蔵槽  

フィルタスラッジ貯蔵タンク  

固化装置（セメント固化式）  

減容機（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉

共用）  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 2（ 1）  廃止措置対象施設（ 1 号炉）（ 3／ 4）  

（ 1）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

放 射 線 管

理施設  

屋内管理用の  

主要な設備  

エリア・モニタ及びプロセス・モニタ  

試料放射能測定装置（ 1 号及び 2 号炉共用） 

放射線管理室（ 1 号及び 2 号炉共用）  

汚染除去室（ 1 号及び 2 号炉共用）  

屋外管理用の  

主要な設備  

排気筒モニタ（ 1 号及び 2 号炉共用）  

排水モニタ  

排水のサンプリング装置  

原 子 炉 格

納施設  

構造  
格納容器（ドライウェル，サプレッション・

チェンバ）  

その他の  

主要な事項  

格納容器内ガス濃度制御系（可燃性ガス濃

度制御系，不活性ガス系）  

ドライウェル内ガス冷却装置  

格納容器冷却系  

原子炉建家常用換気系  

非常用ガス処理系  

その他原子

炉の附属施

設  

非常用電源  

設備  

ジーゼル発電機  

蓄電池  

その他の  

主要な事項  
タービン衛帯蒸気発生器  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

表 4－ 2  廃止措置対象施設（ 3／ 4）  

（ 1）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

放 射 線 管

理施設  

屋内管理用の  

主要な設備  

エリア・モニタ及びプロセス・モニタ  

試料放射能測定装置（ 1 号及び 2 号炉共用） 

放射線管理室（ 1 号及び 2 号炉共用）  

汚染除去室（ 1 号及び 2 号炉共用）  

屋外管理用の  

主要な設備  

排気筒モニタ（ 1 号及び 2 号炉共用）  

排水モニタ  

排水のサンプリング装置  

原 子 炉 格

納施設  

構造  
格納容器（ドライウェル，サプレッション・

チェンバ）  

その他の  

主要な事項  

格納容器内ガス濃度制御系（可燃性ガス濃

度制御系，不活性ガス系）  

ドライウェル内ガス冷却装置  

格納容器冷却系  

原子炉建家常用換気系  

非常用ガス処理系  

その他原子

炉の附属施

設  

非常用電源  

設備  

ジーゼル発電機  

蓄電池  

その他の  

主要な事項  
タービン衛帯蒸気発生器  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 2（ 1）  廃止措置対象施設（ 1 号炉）（ 4／ 4）  

（ 2）その他主要施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

そ の 他 主

要施設  

発電所補助系  

換気系  

（タービン建家換気系，中央制御室換気系，

廃棄物処理建家換気系，希ガスホールドア

ップ装置建家換気系，復水ろ過脱塩装置建

家換気系）  

消火装置  

圧縮空気系  

原子炉補助系  原子炉機器冷却系  

－  クレーン設備  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

表 4－ 2  廃止措置対象施設（ 4／ 4）  

（ 2）その他主要施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  

そ の 他 主

要施設  

発電所補助系  

換気系  

（タービン建家換気系，中央制御室換気系，

廃棄物処理建家換気系，希ガスホールドア

ップ装置建家換気系，復水ろ過脱塩装置建

家換気系）  

消火装置  

圧縮空気系  

原子炉補助系  原子炉機器冷却系  

－  クレーン設備  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質によ

る汚染のない地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象

施設から除く。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

表 4－ 3  核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量  

平成 2 1 年 4 月 1 日現在  

種 別  貯蔵場所  
体数  

1 号炉  2 号炉  

使用済燃料  

使用済燃料貯蔵施設  

（１号炉原子炉建家内）  
1 3 8 体  －  

使用済燃料貯蔵施設  

（１号炉原子炉建家内）  

（冷温臨界試験 ＊ 1 のみを経験した

燃料）  

6 8 体  －  

使用済燃料貯蔵設備  

（４号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  0 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（５号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  3 3 0 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（２号炉原子炉建家内）  
－  1 , 1 6 4 体  

新燃料  

１号炉新燃料貯蔵庫  9 6 体  －  

２号炉新燃料貯蔵庫  －  5 2 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（２号炉原子炉建家内）  
－  1 4 8 体  

＊ 1  炉心設計コードによる停止余裕（最大価値制御棒 1 本が引き抜かれた

状態で，炉心が臨界状態からどれだけ余裕があるかを示す量）の予測

が適切であることを確認するため，炉心を短時間局所に臨界状態にす

る試験。   

 
 

 

表 4－ 3  核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量  

平成 2 1 年 4 月 1 日現在  

種 別  貯蔵場所  体数  

使用済燃料  

使用済燃料貯蔵施設  

（１号炉原子炉建家内）  
1 3 8 体  

使用済燃料貯蔵施設  

（１号炉原子炉建家内）  

（冷温臨界試験 ＊ 1 のみを経験した燃料） 

6 8 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（４号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（５号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  

新燃料  １号炉新燃料貯蔵庫  9 6 体  

＊ 1  炉心設計コードによる停止余裕（最大価値制御棒 1 本が引き抜かれた

状態で，炉心が臨界状態からどれだけ余裕があるかを示す量）の予測

が適切であることを確認するため，炉心を短時間局所に臨界状態にす

る試験。   

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 4（ 1）  放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況（ 1 号炉）  

平成 2 1 年 4 月 1 日現在  

廃棄物の貯蔵・保管場所  貯蔵・保管量  

固体廃棄物貯蔵庫 ＊ 2    約 1 4 , 1 0 0 本 ＊ 1  

雑固体廃棄物保管室 ＊ 2    約 3 2 8ｍ 3  

濃縮廃液貯蔵タンク    約 5 2ｍ 3  

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵タン

ク  

  約 2 0ｍ 3  

燃料プール冷却浄化系粉末樹脂貯蔵タ

ンク  

  約 2 5ｍ 3  

使用済樹脂貯蔵タンク    約 1 6ｍ 3  

復水系粉末樹脂貯蔵槽    約 3 7 5ｍ 3  

フィルタスラッジ貯蔵タンク    約 1ｍ 3  

サイトバンカ ＊ 2  

制御棒  8 4 本  

チャンネルボックス 1 , 6 2 0 本  

中性子検出器  2 0 9 本  

その他  約 1 2ｍ 3  

使用済燃料貯蔵施設  

（１号炉原子炉建家内）  

制御棒  2 8 本  

チャンネルボックス  5 8 本  

中性子検出器  2 本  

その他  約 1ｍ 3  

＊ 1  2 0 0 リットルドラム缶換算値を示す。  

＊ 2  1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉共用  

 
 

 

表 4－ 4  放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況  

平成 2 1 年 4 月 1 日現在  

廃棄物の貯蔵・保管場所  貯蔵・保管量  

固体廃棄物貯蔵庫 ＊ 2    約 1 4 , 1 0 0 本 ＊ 1  

雑固体廃棄物保管室 ＊ 2    約 3 2 8ｍ 3  

濃縮廃液貯蔵タンク    約 5 2ｍ 3  

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵タン

ク  

  約 2 0ｍ 3  

燃料プール冷却浄化系粉末樹脂貯蔵タ

ンク  

  約 2 5ｍ 3  

使用済樹脂貯蔵タンク    約 1 6ｍ 3  

復水系粉末樹脂貯蔵槽    約 3 7 5ｍ 3  

フィルタスラッジ貯蔵タンク    約 1ｍ 3  

サイトバンカ ＊ 2  

制御棒  8 4 本  

チャンネルボックス 1 , 6 2 0 本  

中性子検出器  2 0 9 本  

その他  約 1 2ｍ 3  

使用済燃料貯蔵施設  

（１号炉原子炉建家内）  

制御棒  2 8 本  

チャンネルボックス  5 8 本  

中性子検出器  2 本  

その他  約 1ｍ 3  

＊ 1  2 0 0 リットルドラム缶換算値を示す。  

＊ 2  1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉共用  

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
7
　
-
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注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
2
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

  

 

本頁は、核物質防護に関わる情報のため、公開しないこととしております。  
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2
9
　
-
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注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
3
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

-　
3
1
　
-



 

 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法  

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

 

  

-　32　-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）  

 

 

3  廃止措置の全体概要  

我が国における原子力発電所の廃止措置に係る標準工程（総合エネル

ギー調査会原子力部会報告：昭和 6 0 年 7 月，平成 9 年 1 月）では，運

転終了後，使用済燃料の搬出，系統除染を実施した後，放射能を減衰さ

せるため 5 年から 1 0 年程度安全貯蔵を行った後，解体撤去を行う手順

となっている。  

1 号原子炉施設は，平成 1 3 年 1 1 月 7 日に原子炉を停止した以降，

原子炉起動に先立ち定期検査毎に実施する冷温臨界試験を平成 1 5 年 3

月 6 日に行った以外は，原子炉は停止状態である。 2 号原子炉施設は，

平成 1 6 年 2 月 2 2 日に原子炉を停止した以降，原子炉は停止状態であ

る。  

第 1 段階においては，燃料を 1 号及び 2 号原子炉施設から搬出する

とともに，系統除染，汚染状況の調査に着手する。第 2 段階中に実施す

る解体撤去の工法及び手順に係る検討を進め，解体撤去工事計画を策定

する。安全確保のための機能に影響を与えない範囲内で，供用を終了し

た設備のうち，管理区域外の設備の解体撤去に着手する。  

管理区域内においては，廃止措置対象施設の設備を他の原子炉施設又

は当該廃止措置対象施設で使用することを目的とした解体撤去に限り

実施する。この場合，事前に廃止措置対象施設の保安のために必要な維

持すべき機能等に影響を与えないこと，当該廃止措置対象施設の安全確

保対策を講じていることを確認する。  

 

 

3  廃止措置の全体概要  

我が国における原子力発電所の廃止措置に係る標準工程（総合エネル

ギー調査会原子力部会報告：昭和 6 0 年 7 月，平成 9 年 1 月）では，運

転終了後，使用済燃料の搬出，系統除染を実施した後，放射能を減衰さ

せるため 5 年から 1 0 年程度安全貯蔵を行った後，解体撤去を行う手順

となっている。  

1 号原子炉施設は，平成 1 3 年 1 1 月 7 日に原子炉を停止した以降，

原子炉起動に先立ち定期検査毎に実施する冷温臨界試験を平成 1 5 年 3

月 6 日に行った以外は，原子炉は停止状態である。  

 

 

第 1 段階においては，燃料を 1 号原子炉施設から搬出するとともに，

系統除染，汚染状況の調査に着手する。第 2 段階中に実施する解体撤去

の工法及び手順に係る検討を進め，解体撤去工事計画を策定する。安全

確保のための機能に影響を与えない範囲内で，供用を終了した設備のう

ち，管理区域外の設備の解体撤去に着手する。  

管理区域内においては，廃止措置対象施設の設備を他の原子炉施設又

は当該廃止措置対象施設で使用することを目的とした解体撤去に限り

実施する。この場合，事前に廃止措置対象施設の保安のために必要な維

持すべき機能等に影響を与えないこと，当該廃止措置対象施設の安全確

保対策を講じていることを確認する。  

これらの第 1 段階から解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する

設備を「第 1 段階対象設備」という。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 用 語 定 義 の

記載追加） 

（中略）  （中略）  

 

-　
3
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

6． 2  第 2 段階  

第 2 段階では，原子炉領域を除く供用を終了した設備の解体撤去

に着手するとともに，  原子炉領域解体準備工事，  解体撤去物等搬出

準備工事，解体撤去物処理設備設置工事を行う。放射性気体廃棄物の

放出経路変更工事を行い，既設排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）は解体

撤去する。これに伴い不要となる 1 号炉希ガスホールドアップ装置

建家は管理区域の解除後，解体撤去に着手する。また，第 1 段階中に

着手した供用を終了した管理区域外の設備の解体撤去を継続して実

施する。  

第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備を

表 5－ 1 に示す。  

第 2 段階においては，解体撤去後のエリアを解体物の処理，測定，

保管エリアとして利用することを目的として，エリア単位で解体撤去

を行うとともに，原子炉領域解体撤去で発生する解体撤去物の搬出ル

ートの確保，資機材置場の確保を考慮して，解体撤去工事を進める。 

解体撤去に伴い発生する放射性固体廃棄物は，廃棄先決定後，廃棄

施設に廃棄することから，放射性廃棄物として扱う必要のないもの及

び分別，除染により放射性物質として扱う必要がなくなるものが主体

となる設備から解体撤去する。  

解体撤去工事および汚染の除去工事等の実施にあたっては，発生す

る放射性固体廃棄物，除染等を行うまでの処理過程にあるもの及び放

射性物質として扱う必要のないものと推定されるものの保管箇所を

管理区域内に定め，保管容量を管理した状態で工事を進める。  
 

 

6． 2  第 2 段階  

第 2 段階では，原子炉領域を除く供用を終了した設備の解体撤去

に着手するとともに，  原子炉領域解体準備工事，  解体撤去物等搬出

準備工事，解体撤去物処理設備設置工事を行う。放射性気体廃棄物の

放出経路変更工事を行い，既設排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）は解体

撤去する。これに伴い不要となる 1 号炉希ガスホールドアップ装置

建家は管理区域の解除後，解体撤去に着手する。また，第 1 段階中に

着手した供用を終了した管理区域外の設備の解体撤去を継続して実

施する。  

第 2 段階から解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備

（以下，「第 2 段階対象設備」という。）を表 5－ 1 に示す。  

第 2 段階においては，解体撤去後のエリアを解体物の処理，測定，

保管エリアとして利用することを目的として，エリア単位で解体撤去

を行うとともに，原子炉領域解体撤去で発生する解体撤去物の搬出ル

ートの確保，資機材置場の確保を考慮して，解体撤去工事を進める。 

解体撤去に伴い発生する放射性固体廃棄物は，廃棄先決定後，廃棄

施設に廃棄することから，放射性廃棄物として扱う必要のないもの及

び分別，除染により放射性物質として扱う必要がなくなるものが主体

となる設備から解体撤去する。  

解体撤去工事および汚染の除去工事等の実施にあたっては，発生す

る放射性固体廃棄物，除染等を行うまでの処理過程にあるもの及び放

射性物質として扱う必要のないものと推定されるものの保管箇所を

管理区域内に定め，保管容量を管理した状態で工事を進める。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 用 語 定 義 の

記 載 位 置 変

更）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

第 2 段階中に実施する解体撤去の工事方法を表 5－ 2 に示す。  

第 2 段階では，原子炉運転中に行ってきた定期点検時における分

解・開放点検，設備取替え等での経験・実績を活かし，「廃止措置の

基本方針」に基づき解体撤去を行う。工事にあたっては，作業量の平

坦化を考慮しつつ，  安全に解体撤去工事を進め，  廃止措置工事に関

するデータ取得，経験・実績の蓄積を図っていく。廃止措置対象施設

の解体撤去は，工具等を用いて分解・取外しを行うとともに，機械的

切断装置若しくは熱的切断装置で切断又はブレーカ等で破砕等を行

う。切断にあたっては，機械的切断を基本とし，放射性粉じん等の影

響を考慮した上で適用可能な場合，熱的切断も採用する。  

これらの解体撤去工事は，放射能レベルが比較的低い又はそれ以下

の設備を対象とした工事であるが，工事に伴う環境への放射性物質の

放出を抑制するために，必要に応じて汚染拡大防止囲い，局所フィル

タ及び局所排風機等を導入する。  

原子炉冷却系統施設のうち「九 核燃料物質による汚染の除去」の

「表 9－ 2 ( 1 )  「工事件名  ( 1 )系統除染工事」」及び「表 9－ 2 ( 2 )  「工

事件名  ( 1 )系統除染工事」」の除染工事対象機器並びに 1 号炉希ガス

ホールドアップ装置建家の解体撤去は，「九 核燃料物質による汚染

の除去」の方法に従って行う汚染の除去工事の完了後に着手する。  

 

第 2 段階対象設備の解体撤去の工事方法を表 5－ 2 に示す。  

第 2 段階では，原子炉運転中に行ってきた定期点検時における分

解・開放点検，設備取替え等での経験・実績を活かし，「廃止措置の

基本方針」に基づき解体撤去を行う。工事にあたっては，作業量の平

坦化を考慮しつつ，  安全に解体撤去工事を進め，  廃止措置工事に関

するデータ取得，経験・実績の蓄積を図っていく。廃止措置対象施設

の解体撤去は，工具等を用いて分解・取外しを行うとともに，機械的

切断装置若しくは熱的切断装置で切断又はブレーカ等で破砕等を行

う。切断にあたっては，機械的切断を基本とし，放射性粉じん等の影

響を考慮した上で適用可能な場合，熱的切断も採用する。  

これらの解体撤去工事は，放射能レベルが比較的低い又はそれ以下

の設備を対象とした工事であるが，工事に伴う環境への放射性物質の

放出を抑制するために，必要に応じて汚染拡大防止囲い，局所フィル

タ及び局所排風機等を導入する。  

原子炉冷却系統施設のうち「九 核燃料物質による汚染の除去」の

「表 9－ 2「工事件名  ( 1 )系統除染工事」」の除染工事対象機器並びに

1 号炉希ガスホールドアップ装置建家の解体撤去は，「九 核燃料物

質による汚染の除去」の方法に従って行う汚染の除去工事の完了後に

着手する。  

 

・記載の適正化 

（用語の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

 

 

 

表 5 － 1 （ 1 ）第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備  

（ 1 号炉）（ 1 ／ 4 ）  

（ 1 ）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

注）減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のな

い地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く。  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

原子炉施設の

一般構造  

その他の  

主要な構造  

原子炉建家  ×  

廃棄物処理建家  ×  

タービン建家  ×  

希ガスホールドアップ装置建家  ○  

復水ろ過脱塩装置建家  ×  

原子炉本体  

炉心  燃料体，制御材，炉心支持構造物  ×  

減速材及び  

反射材  
軽水  －  

原子炉容器  原子炉容器  ×  

放射線遮へい体  

原子炉容器外側の壁  ×  

ドライウェル外周の壁  

（原子炉ウェル上の遮へいプラグのみ解体

撤去）  

△  

原子炉建家外壁  ×  

廃棄物処理建家外壁  ×  

核燃料物質の

取扱及び貯蔵

施設  

核燃料物質取扱

設備  

燃料取替機（ 1 号炉原子炉建家内）  ×  

原子炉建家クレーン（ 1 号炉原子炉建家内） ×  

核燃料物質貯蔵

設備  

新燃料貯蔵庫  ○  

使用済燃料貯蔵施設（ 1 号炉原子炉建家内） 

（使用済燃料貯蔵ラックのみ解体撤去）  
△  

原子炉冷却系

統施設  

1 次冷却設備  

再循環系  ○  

原子炉冷却材浄化系  ○  

主蒸気系  ○  

タービン  ○  

主復水器  ○  

タービン・バイパス系  ○  

給水系  ○  

非常用冷却設備  

炉心スプレイ系  ○  

高圧注入系  ○  

低圧注入系  ○  

原子炉隔離冷却系  ○  

その他の  

主要な事項  
余熱除去系  ○  

 

 

 

 

表 5 － 1  第 2 段階対象設備（ 1 ／ 4 ）  

 

（ 1 ）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

注）減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のな

い地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く。  

※一部のみ  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

原子炉施設の

一般構造  

その他の  

主要な構造  

原子炉建家  ×  

廃棄物処理建家  ×  

タービン建家  ×  

希ガスホールドアップ装置建家  ○  

復水ろ過脱塩装置建家  ×  

原子炉本体  

炉心  燃料体，制御材，炉心支持構造物  ×  

減速材及び  

反射材  
軽水  －  

原子炉容器  原子炉容器  ×  

放射線遮へい体  

原子炉容器外側の壁  ×  

ドライウェル外周の壁  

（原子炉ウェル上の遮へいプラグのみ解体

撤去）  

○ ※  

原子炉建家外壁  ×  

廃棄物処理建家外壁  ×  

核燃料物質の

取扱及び貯蔵

施設  

核燃料物質取扱

設備  

燃料取替機（ 1 号炉原子炉建家内）  ×  

原子炉建家クレーン（ 1 号炉原子炉建家内） ×  

核燃料物質貯蔵

設備  

新燃料貯蔵庫  ○  

使用済燃料貯蔵施設（ 1 号炉原子炉建家内） 

（使用済燃料貯蔵ラックのみ解体撤去）  
○ ※  

原子炉冷却系

統施設  

1 次冷却設備  

再循環系  ○  

原子炉冷却材浄化系  ○  

主蒸気系  ○  

タービン  ○  

主復水器  ○  

タービン・バイパス系  ○  

給水系  ○  

非常用冷却設備  

炉心スプレイ系  ○  

高圧注入系  ○  

低圧注入系  ○  

原子炉隔離冷却系  ○  

その他の  

主要な事項  
余熱除去系  ○  

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

・記載の適正化 

（用語の統一，

凡例の見直し

に伴う変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

しに伴う変更） 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

しに伴う変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

しに伴う変更） 

○：第 2 段 階 中 に 解 体 撤 去 を 実 施 す る 又 は 解 体 撤 去 に 着 手 す る 設 備（ 原 子 炉 領 域 周 辺 設 備 の う ち ，
供 用 を 終 了 し た 設 備 ）  

△ ： 第 2 段 階 中 に 一 部 の み 解 体 撤 去 を 実 施 す る 又 は 解 体 撤 去 に 着 手 す る 設 備  
× ： 第 2 段 階 中 に 解 体 撤 去 に 着 手 し な い 設 備  
－ ： 対 象 外  

○：第 2 段階対象設備（原子炉領域周辺設備のうち，供用を終了した設備）  

×：第 2 段階中に解体撤去に着手しない設備  

－：対象外  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

表 5 － 1 （ 1 ）第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備  

（ 1 号炉）（ 2 ／ 4 ）  

（ 1 ）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

計測制御系統

施設  

計装  

核計装  ○  

その他の主要な計装  

（原子炉水位，原子炉圧力，再循環流量，

給水流量，蒸気流量，制御棒位置，制御棒

駆動用冷却材圧力など）  

○  

安全保護回路  

原子炉停止回路  ○  

その他の主要な安全保護回路  

（補助保護機能，警報，連動回路）  
○  

制御設備  
制御材（制御棒）  ×  

制御材駆動設備  ○  

非常用制御設備  ほう酸注入系  ○  

その他の  

主要な事項  

制御棒価値ミニマイザ  ○  

再循環流量制御  ○  

初圧調整装置  ○  

放 射性廃棄物

の廃棄施設 

気体廃棄物の  

廃棄施設  

再結合器  ○  

空気抽出器排ガス減衰管  ○  

希ガスホールドアップ装置  ○  

排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）  ○  

液体廃棄物の  

廃棄設備  

機器ドレン処理系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

△  

床ドレン処理系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

△  

再生廃液処理系  ×  

シャワードレン系  ×  

復水器冷却水放水路  ×  

固体廃棄物の  

廃棄設備  

濃縮廃液貯蔵タンク  ×  

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  ×  

燃料プール冷却浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  ×  

使用済樹脂貯蔵タンク  ×  

復水系粉末樹脂貯蔵槽  ×  

フィルタスラッジ貯蔵タンク  ×  

固化装置（セメント固化式）  ○  

減容機（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉

共用）  
○  

注）減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のな

い地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く ｡  

 

 

 

表 5 － 1  第 2 段階対象設備（ 2 ／ 4 ）  

 

（ 1 ）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

計測制御系統

施設  

計装  

核計装  ○  

その他の主要な計装  

（原子炉水位，原子炉圧力，再循環流量，

給水流量，蒸気流量，制御棒位置，制御棒

駆動用冷却材圧力など）  

○  

安全保護回路  

原子炉停止回路  ○  

その他の主要な安全保護回路  

（補助保護機能，警報，連動回路）  
○  

制御設備  
制御材（制御棒）  ×  

制御材駆動設備  ○  

非常用制御設備  ほう酸注入系  ○  

その他の  

主要な事項  

制御棒価値ミニマイザ  ○  

再循環流量制御  ○  

初圧調整装置  ○  

放 射性廃棄物

の廃棄施設 

気体廃棄物の  

廃棄施設  

再結合器  ○  

空気抽出器排ガス減衰管  ○  

希ガスホールドアップ装置  ○  

排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）  ○  

液体廃棄物の  

廃棄設備  

機器ドレン処理系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

○ ※  

床ドレン処理系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

○ ※  

再生廃液処理系  ×  

シャワードレン系  ×  

復水器冷却水放水路  ×  

固体廃棄物の  

廃棄設備  

濃縮廃液貯蔵タンク  ×  

原子炉冷却材浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  ×  

燃料プール冷却浄化系粉末樹脂貯蔵タンク  ×  

使用済樹脂貯蔵タンク  ×  

復水系粉末樹脂貯蔵槽  ×  

フィルタスラッジ貯蔵タンク  ×  

固化装置（セメント固化式）  ○  

減容機（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉

共用）  
○  

注）減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のな

い地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く ｡  

※一部のみ  

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

・記載の適正化 

（用語の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（凡例の見直し

に伴う変更） 

・記載の適正化 

（凡例の見直し

に伴う変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（凡例の見直し

に伴う変更） 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5 － 1 （ 1 ）第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備  

（ 1 号炉）（ 3 ／ 4 ）  

（ 1 ）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のない

地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く。  

 

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

放射線管理施

設  

屋内管理用の  

主要な設備  

エリア・モニタ及びプロセス・モニタ  

（エリア・モニタのうち，希ガスホールド

アップ装置建家内のみ解体撤去）  

（プロセス・モニタのうち，プロセス系液

体モニタを除き解体撤去）  

△  

試料放射能測定装置（ 1 号及び 2 号炉共用） ×  

放射線管理室（ 1 号及び 2 号炉共用）  ×  

汚染除去室（ 1 号及び 2 号炉共用）  ×  

屋外管理用の  

主要な設備  

排気筒モニタ（ 1 号及び 2 号炉共用）  

（排気口モニタへ切替え後，解体撤去）  
○  

排水モニタ  ×  

排水のサンプリング装置  ×  

原 子炉格納施

設  

構造  

格納容器（ドライウェル，サプレッション・

チェンバ）  

（ドライウェル・ヘッドのみ解体撤去）  

△  

その他の  

主要な事項  

格納容器内ガス濃度制御系（可燃性ガス濃

度制御系，不活性ガス系）  
○  

ドライウェル内ガス冷却装置  ○  

格納容器冷却系  ○  

原子炉建家常用換気系  ×  

非常用ガス処理系  ○  

そ の 他 原 子 炉

の附属施設 

非常用電源設備  

ジーゼル発電機  ○  

蓄電池  

（所内用を除き解体撤去）  
△  

その他の  

主要な事項  
タービン衛帯蒸気発生器  ○  

表 5 － 1 第 2 段階対象設備（ 3 ／ 4 ）  

 

（ 1 ）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設  

注）減容機以外の 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のない

地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く。  

※一部のみ  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

放射線管理施

設  

屋内管理用の  

主要な設備  

エリア・モニタ及びプロセス・モニタ  

（エリア・モニタのうち，希ガスホールド

アップ装置建家内のみ解体撤去）  

（プロセス・モニタのうち，プロセス系液

体モニタを除き解体撤去）  

○ ※  

試料放射能測定装置（ 1 号及び 2 号炉共用） ×  

放射線管理室（ 1 号及び 2 号炉共用）  ×  

汚染除去室（ 1 号及び 2 号炉共用）  ×  

屋外管理用の  

主要な設備  

排気筒モニタ（ 1 号及び 2 号炉共用）  

（排気口モニタへ切替え後，解体撤去）  
○  

排水モニタ  ×  

排水のサンプリング装置  ×  

原 子炉格納施

設  

構造  

格納容器（ドライウェル，サプレッション・

チェンバ）  

（ドライウェル・ヘッドのみ解体撤去）  

○ ※  

その他の  

主要な事項  

格納容器内ガス濃度制御系（可燃性ガス濃

度制御系，不活性ガス系）  
○  

ドライウェル内ガス冷却装置  ○  

格納容器冷却系  ○  

原子炉建家常用換気系  ×  

非常用ガス処理系  ○  

そ の 他 原 子 炉

の附属施設 

非常用電源設備  

ジーゼル発電機  ○  

蓄電池  

（所内用を除き解体撤去）  
○ ※  

その他の  

主要な事項  
タービン衛帯蒸気発生器  ○  

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

・記載の適正化 

（用語の統一） 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

し に 伴 う 変

更） 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

し に 伴 う 変

更） 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

し に 伴 う 変

更） 

 

・記載の適正化 

（ 凡 例 の 見 直

し に 伴 う 変

更） 

-　
3
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5 － 1 （ 1 ）第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備  

（ 1 号炉）（ 4 ／ 4 ）  

（ 2 ）その他主要施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

その他主要施

設  

発電所補助系  

換気系  

（タービン建家換気系，中央制御室換気系，

廃棄物処理建家換気系，希ガスホールドア

ップ装置建家換気系，復水ろ過脱塩装置建

家換気系）  

（希ガスホールドアップ装置建家換気系の

み解体撤去）  

△  

消火装置  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

△  

圧縮空気系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

△  

原子炉補助系  

原子炉機器冷却系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

△  

－  

クレーン設備  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

△  

注）減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のな

い地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く ｡  

 

表 5 － 1 第 2 段階対象設備（ 4 ／ 4 ）  

 

（ 2 ）その他主要施設  

施設区分  設備等の区分  設備（建屋）名称  
解体  

区分  

その他主要施

設  

発電所補助系  

換気系  

（タービン建家換気系，中央制御室換気系，

廃棄物処理建家換気系，希ガスホールドア

ップ装置建家換気系，復水ろ過脱塩装置建

家換気系）  

（希ガスホールドアップ装置建家換気系の

み解体撤去）  

○ ※  

消火装置  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

○ ※  

圧縮空気系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

○ ※  

原子炉補助系  

原子炉機器冷却系  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

○ ※  

－  

クレーン設備  

（エリア解体に合わせ，供用を終了した箇

所のみ解体撤去）  

○ ※  

注）減容機以外の 3 号， 4 号又は 5 号炉との共用施設及び放射性物質による汚染のな

い地下建屋，地下構造物並びに建屋基礎は，廃止措置対象施設から除く ｡  

※一部のみ  

・ 1 号炉及び 2 号

炉 の 号 炉 分 割

に伴う変更  

・記載の適正化  

（ 用 語の 統 一 ，

凡 例 の 見 直 し

に伴う変更）  

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（凡例の見直し 

に伴う変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

-　
3
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

-　
4
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
4
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
4
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
4
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

-　
4
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

 

 

 

-　
4
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

 

 

 

-　
4
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

 

 

 

-　
4
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

 

 

-　
4
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

 

 

-　
4
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化

（用語の統一） 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

-　
5
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

-　
5
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

-　
5
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

-　
5
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

-　
5
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

-　
5
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

 

 

-　
5
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（ 実 施 期 間 の

整合） -　
5
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

・記載の適正化 

（ 廃 止 措 置 対

象 施 設 の 削

除） 

 

本頁は、核物質防護に関わる情報のため、公開しないこととしております。  

-　
5
8
　
-



 

 

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

  

-　59　-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設  

1  概要  

1 号及び 2 号原子炉施設の廃止措置期間中に性能を維持すべき施設

（以下，「性能維持施設」という。）は，廃止措置の基本方針に基づき，

周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばくの低減を図るとともに，使用

済燃料の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，解体撤去工事及び核燃料

物質によって汚染された物の廃棄作業等の各種作業の実施に対する安

全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要な機能を維持管理

する。  

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する

必要がある場合には，要求されている機能に支障を及ぼさないことと

する。  

この設備の機能は，定期的に点検等で確認することとし，また，その

結果は適切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による性能低

下又はそのおそれのある場合には，必要に応じて所定の手続きを経て

必要な機能を満足するよう補修又は取替えを行う。  

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「保安規定」に管理の方

法を定めて，これに基づき実施する。  

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設  

1  概要  

1 号原子炉施設の廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以下，

「性能維持施設」という。）は，廃止措置の基本方針に基づき，周辺公

衆及び放射線業務従事者の被ばくの低減を図るとともに，使用済燃料

の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，解体撤去工事及び核燃料物質に

よって汚染された物の廃棄作業等の各種作業の実施に対する安全の確

保のために，必要な期間，所要の性能及び必要な機能を維持管理する。 

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する

必要がある場合には，要求されている機能に支障を及ぼさないことと

する。  

この設備の機能は，定期的に点検等で確認することとし，また，その

結果は適切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による性能低

下又はそのおそれのある場合には，必要に応じて所定の手続きを経て

必要な機能を満足するよう補修又は取替えを行う。  

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「保安規定」に管理の方

法を定めて，これに基づき実施する。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

2  第 2 段階の性能維持施設に関する内容  

廃止措置を安全に進めるうえで，放射性物質を内包する系統及び機

器を収納する建屋・構築物，放射性廃棄物の廃棄施設，放射線管理施設，

その他の安全確保上必要な設備等の施設を廃止措置の進捗に応じて維

持管理していく。  

性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方は，以下のとお

りである。  

また，具体的な性能維持施設を表 6－ 1， 2 に示す。  

2  第 2 段階の性能維持施設に関する内容  

廃止措置を安全に進めるうえで，放射性物質を内包する系統及び機

器を収納する建屋・構築物，放射性廃棄物の廃棄施設，放射線管理施設，

換気設備，その他の安全確保上必要な設備の施設を廃止措置の進捗に

応じて維持管理していく。  

性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方は，以下のとお

りである。  

また，具体的な性能維持施設を表 6 に示す。  

 

 

 

・記載の適正化

（ 記 載 の 明 確

化） 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

（中略）  （中略）  
 

廃止措置対象施設内で 3 号，4 号，5 号炉又は廃止措置対象外の共用

設備に係る工事を実施する場合は，事前に上記維持管理の考え方に示

す廃止措置対象施設の保安のために必要な維持すべき機能等に影響を

与えないことを確認した上で，運転中の設備に係る工事として実施す

る。例えば，5 号炉低圧タービンロータの除却作業を，2 号炉タービン

建家において実施する場合，上記維持管理の考え方に示す事項に影響

を与えないことを確認した上で工事を実施する。  

 

廃止措置の進捗に応じて，表 6－ 1， 2 に示す性能維持施設を変更す

る場合は ,廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。  

 

廃止措置対象施設内で 3 号，4 号，5 号炉又は廃止措置対象外の共用

設備に係る工事を実施する場合は，事前に上記維持管理の考え方に示

す廃止措置対象施設の保安のために必要な維持すべき機能等に影響を

与えないことを確認した上で，運転中の設備に係る工事として実施す

る。例えば，5 号炉低圧タービンロータの除却作業を，2 号炉タービン

建家において実施する場合，上記維持管理の考え方に示す事項に影響

を与えないことを確認した上で工事を実施する。  

 

廃止措置の進捗に応じて，表 6 に示す性能維持施設を変更する場合

は ,廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。  

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 

 

・性能維持施設

の変更（維持

台数の変更） 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・記載の適正化 

（維持期間の 

見直し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更 
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4
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七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維

持すべき期間 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文七】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間  

 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間は，表 6－ 1， 2 に示すとおりである。  

表 6－ 1，2 に示す性能維持施設は，原子炉設置許可等を受けて設計・

製作されたものであり，これを引き続き使用するため，その性能維持施

設の仕様等として，設置時の仕様及び廃止措置時に必要な台数を「位

置，構造及び設備」欄に示すとともに，廃止措置段階において必要とな

る機能を「機能」欄に示す。  

この性能維持施設を維持管理し，使用することを前提としているこ

とから，性能維持施設の性能は，「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則」等を参考に，廃止措置段階で求められる機能

を維持管理するために必要となる状態を示す。  

廃止措置の進捗に応じて，表 6－ 1， 2 に示す性能維持施設の位置，

構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間につい

て変更する場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。  

 

七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間  

 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間は，表 6 に示すとおりである。  

表 6 に示す性能維持施設は，原子炉設置許可等を受けて設計・製作

されたものであり，これを引き続き使用するため，その性能維持施設の

仕様等として，設置時の仕様及び廃止措置時に必要な台数を「位置，構

造及び設備」欄に示すとともに，廃止措置段階において必要となる機能

を「機能」欄に示す。  

この性能維持施設を維持管理し，使用することを前提としているこ

とから，性能維持施設の性能は，「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則」等を参考に，廃止措置段階で求められる機能

を維持管理するために必要となる状態を示す。  

廃止措置の進捗に応じて，表 6 に示す性能維持施設の位置，構造及

び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間について変更

する場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。  

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 
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八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

八 核燃料物質の管理及び譲渡し  

1  核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量  

1 号及び 2 号原子炉施設の核燃料物質の存在場所毎の種類及び数

量は，次表のとおりである。廃止措置段階移行後，廃止措置対象施設

内には，新たに核燃料物質（当該原子炉施設から搬出した使用済燃料

及び新燃料を含む）を持ち込まない。  

 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し  

1  核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量  

1 号原子炉施設の核燃料物質の存在場所毎の種類及び数量は，次表

のとおりである。廃止措置段階移行後，廃止措置対象施設内には，新

たに核燃料物質（当該原子炉施設から搬出した使用済燃料及び新燃料

を含む）を持ち込まない。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

平成 2 1 年 4 月 1 日現在  

種  別  貯蔵場所  
体数  

1 号炉  2 号炉  

使用済燃料  

使用済燃料貯蔵施設  

（ 1 号炉原子炉建家内）  
1 3 8 体  －  

使用済燃料貯蔵施設  

（ 1 号炉原子炉建家内）  

（冷温臨界試験 ＊ 1 のみを経験した燃料）  

6 8 体  －  

使用済燃料貯蔵設備  

（ 4 号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  0 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（ 5 号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  3 3 0 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（ 2 号炉原子炉建家内）  
－  1 , 1 6 4 体  

新燃料  

1 号炉新燃料貯蔵庫  9 6 体  －  

2 号炉新燃料貯蔵庫  －  5 2 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（ 2 号炉原子炉建家内）  
－  1 4 8 体  

＊ 1  炉心設計コードによる停止余裕（最大価値制御棒 1 本が引き抜かれた状態

で，炉心が臨界状態からどれだけ余裕があるかを示す量）の予測が適切であ

ることを確認するため，炉心を短時間局所に臨界状態にする試験。  

 

平成 2 1 年 4 月 1 日現在  

種  別  貯蔵場所  体数  

使用済燃料  

使用済燃料貯蔵施設  

（ 1 号炉原子炉建家内）  
1 3 8 体  

使用済燃料貯蔵施設  

（ 1 号炉原子炉建家内）  

（冷温臨界試験 ＊ 1 のみを経験した燃料）  

6 8 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（ 4 号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  

使用済燃料貯蔵設備  

（ 5 号炉原子炉建屋原子炉室内）  
2 2 0 体  

新燃料  1 号炉新燃料貯蔵庫  9 6 体  

＊ 1  炉心設計コードによる停止余裕（最大価値制御棒 1 本が引き抜かれた状態

で，炉心が臨界状態からどれだけ余裕があるかを示す量）の予測が適切であ

ることを確認するため，炉心を短時間局所に臨界状態にする試験。  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

1 号炉は平成 2 5 年 1 月 2 2 日に， 2 号炉は平成 2 7 年 2 月 1 9 日

に，全ての核燃料物質を当該原子炉施設から搬出済みである。  

 

1 号炉は平成 2 5 年 1 月 2 2 日に全ての核燃料物質を当該原子炉施

設から搬出済みである。  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

2  核燃料物質の管理  

1 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設及び 2 号炉原子炉建家

内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中の「使用済燃料（冷温臨界試験のみ

を経験した燃料を除く）」は，譲渡しまでの期間，当該原子炉建家内

の使用済燃料貯蔵施設又は使用済燃料貯蔵設備に貯蔵するか，あるい

は，必要に応じて所定の認可を取得した後，専用のキャスクに収納し

当該原子炉施設から 4 号又は 5 号炉に搬出し， 4 号炉原子炉建屋原

子炉室内の使用済燃料貯蔵設備（ 1 号， 2 号， 3 号及び 4 号炉共用）

又は 5 号炉原子炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備（ 1 号，2 号，

3 号，4 号及び 5 号炉共用）に貯蔵する。これらの燃料の取り扱い及

び貯蔵は，既設の核燃料物質取扱設備，及び使用済燃料貯蔵施設又は

使用済燃料貯蔵設備で取扱うとともに，安全確保のために必要な臨界

防止，崩壊熱除去及び閉じ込めの機能を有する既設の設備を維持管理

する。  

2  核燃料物質の管理  

1 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設に貯蔵中の「使用済燃料

（冷温臨界試験のみを経験した燃料を除く）」は，譲渡しまでの期間，

当該原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設又は使用済燃料貯蔵設備に

貯蔵するか，あるいは，必要に応じて所定の認可を取得した後，専用

のキャスクに収納し当該原子炉施設から 4 号又は 5 号炉に搬出し，

4 号炉原子炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備（ 1 号， 2 号， 3

号及び 4 号炉共用）又は 5 号炉原子炉建屋原子炉室内の使用済燃料

貯蔵設備（ 1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉共用）に貯蔵する。こ

れらの燃料の取り扱い及び貯蔵は，既設の核燃料物質取扱設備，及び

使用済燃料貯蔵施設又は使用済燃料貯蔵設備で取扱うとともに，安全

確保のために必要な臨界防止，崩壊熱除去及び閉じ込めの機能を有す

る既設の設備を維持管理する。  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

「新燃料」のうち 1 号及び 2 号炉の原子炉建家内の新燃料貯蔵庫

に貯蔵している燃料は，譲渡しまでの期間，当該原子炉建家内の新燃

料貯蔵庫に貯蔵する。これらの燃料の取り扱い及び貯蔵においては，

安全確保のために必要な臨界防止の機能を有する既設の設備を維持

管理する。なお，これらの燃料は低濃縮ウラン燃料であり放射能は低

いため，崩壊熱除去及び遮へいは特別な考慮を要しない。  

 

「新燃料」のうち 1 号炉の原子炉建家内の新燃料貯蔵庫に貯蔵し

ている燃料は，譲渡しまでの期間，当該原子炉建家内の新燃料貯蔵庫

に貯蔵する。これらの燃料の取り扱い及び貯蔵においては，安全確保

のために必要な臨界防止の機能を有する既設の設備を維持管理する。

なお，これらの燃料は低濃縮ウラン燃料であり放射能は低いため，崩

壊熱除去及び遮へいは特別な考慮を要しない。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
7
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

「新燃料」のうち 2 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯

蔵している燃料は，燃料プールにおいて長期間保管されていることか

らこの燃料の表面にはクラッドが付着しており，譲渡しまでの間，当

該原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。その後，譲渡し前

に，保安規定に定める特別な措置を要する区域を設定し，運転中の定

期点検での放射線管理と同様，エリアの区画や防護服，マスクの着用，

また，養生することなどにより，燃料表面に付着している放射性物質

の飛散などの汚染の拡大防止措置を実施した上で，気中で燃料集合体

1 体毎に燃料棒を引抜き，燃料棒表面を除染し，清浄な部材を用いて

再度燃料集合体の形状に戻した上で，新燃料輸送容器に収納する，も

しくは新燃料貯蔵庫に一時的に貯蔵する。この燃料の取り扱い及び貯

蔵においては，安全確保のために必要な臨界防止の機能を有する既設

の設備を維持管理する｡また，燃料棒を安全に取り扱うために専用の

作業台を使用し，燃料棒の変形及び損傷を防止するとともに，取扱数

量を燃料集合体 1 体のみかつその 1 体分の燃料棒のみに限定し，臨

界を防止する。なお，この燃料は低濃縮ウラン燃料であり放射能は低

いため，崩壊熱除去及び遮へいは特別な考慮を要しない。また，除染

後の新燃料の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の 1 0 分の 1

を超える場合，新燃料を貯蔵する新燃料貯蔵庫上部ハッチ外側表面の

線量当量率を測定し，線量当量率が 0 . 1 m S v／ h 以下となるように

管理する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
8
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

3  核燃料物質の譲渡し  

1 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設又は 2 号炉原子炉建家

内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している「使用済燃料（冷温臨界試験

のみを経験した燃料を除く）」は，当該原子炉施設から再処理事業者

に搬出するか，あるいは専用のキャスクに収納し 4 号炉原子炉建屋

原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備又は 5 号炉原子炉建屋原子炉室内

の使用済燃料貯蔵設備に搬出及び貯蔵し， 4 号又は 5 号炉において

管理する。なお，4 号又は 5 号炉に搬出された「使用済燃料（冷温臨

界試験のみを経験した燃料を除く）」は，廃止措置段階に移行した後，

約 2 0 年かけて再処理事業者に搬出し，再処理する。  

1 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設に貯蔵している「使用済

燃料（冷温臨界試験のみを経験した燃料）」は，所定の認可を取得し

た専用の輸送容器に収納し当該原子炉施設から 5 号炉原子炉建屋原

子炉室内の使用済燃料貯蔵設備に搬出及び貯蔵し，5 号炉において管

理する。また，使用済燃料として処分するにあたっては，「原子炉等

規制法（昭和 3 2 年 6 月 1 0 日法律第 1 6 6 号。ただし，平成 2 4 年 6

月 2 7 日法律第 4 7 号改正前のもの。）」第 2 6 条に基づき原子炉設置

変更許可を受けている処分の方法に従い処分する  

「新燃料」のうち 1 号及び 2 号炉の原子炉建家内の新燃料貯蔵庫

に貯蔵している燃料及び 2 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備

に貯蔵している燃料は，第 1 段階中に加工事業者に譲渡す。  

核燃料物質の運搬は，関係法令を遵守して実施するとともに，保安

のために必要な措置を「保安規定」に定めて実施する。  

 

3  核燃料物質の譲渡し  

1 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設に貯蔵している「使用済

燃料（冷温臨界試験のみを経験した燃料を除く）」は，当該原子炉施

設から再処理事業者に搬出するか，あるいは専用のキャスクに収納し

4 号炉原子炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備又は 5 号炉原子

炉建屋原子炉室内の使用済燃料貯蔵設備に搬出及び貯蔵し，4 号又は

5 号炉において管理する。なお，4 号又は 5 号炉に搬出された「使用

済燃料（冷温臨界試験のみを経験した燃料を除く）」は，廃止措置段

階に移行した後，約 2 0 年かけて再処理事業者に搬出し，再処理する。 

 

1 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵施設に貯蔵している「使用済

燃料（冷温臨界試験のみを経験した燃料）」は，所定の認可を取得し

た専用の輸送容器に収納し当該原子炉施設から 5 号炉原子炉建屋原

子炉室内の使用済燃料貯蔵設備に搬出及び貯蔵し，5 号炉において管

理する。また，使用済燃料として処分するにあたっては，「原子炉等

規制法（昭和 3 2 年 6 月 1 0 日法律第 1 6 6 号。ただし，平成 2 4 年 6

月 2 7 日法律第 4 7 号改正前のもの。）」第 2 6 条に基づき原子炉設置

変更許可を受けている処分の方法に従い処分する  

「新燃料」のうち 1 号炉の原子炉建家内の新燃料貯蔵庫に貯蔵し

ている燃料は，第 1 段階中に加工事業者に譲渡す。  

核燃料物質の運搬は，関係法令を遵守して実施するとともに，保安

のために必要な措置を「保安規定」に定めて実施する。  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

-　
8
1
　
-



 

 

九 核燃料物質による汚染の除去 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

 

 

 

  

-　82　-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

九 核燃料物質による汚染の除去  

1  廃止措置対象施設の汚染の特徴  

1 号及び 2 号原子炉施設の廃止措置対象施設の一部においては，

核燃料物質によって汚染された物がある。これらの汚染は，原子炉運

転中の中性子照射により炉心部等の構造材が放射化して生成される

放射化汚染及び冷却材中の腐食生成物が炉心部で放射化され施設の

機器・配管等の内面に付着して残存する二次的な汚染に起因してい

る。このうち二次的な汚染が除染の対象となる。  

汚染の除去にあたっては，事前に対象設備の汚染状況等の確認を行

い，その結果に基づき，実施要否及び方法を確定するとともに，放射

線業務従事者及び周辺公衆の被ばく低減，放射性物質の施設内外への

漏えい防止及び廃棄物低減の観点から，合理的に達成可能な限り汚染

を除去する。  

 

九 核燃料物質による汚染の除去  

1  廃止措置対象施設の汚染の特徴  

1 号原子炉施設の廃止措置対象施設の一部においては，核燃料物質

によって汚染された物がある。これらの汚染は，原子炉運転中の中性

子照射により炉心部等の構造材が放射化して生成される放射化汚染

及び冷却材中の腐食生成物が炉心部で放射化され施設の機器・配管等

の内面に付着して残存する二次的な汚染に起因している。このうち二

次的な汚染が除染の対象となる。  

汚染の除去にあたっては，事前に対象設備の汚染状況等の確認を行

い，その結果に基づき，実施要否及び方法を確定するとともに，放射

線業務従事者及び周辺公衆の被ばく低減，放射性物質の施設内外への

漏えい防止及び廃棄物低減の観点から，合理的に達成可能な限り汚染

を除去する。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

2． 1  系統除染の計画  

主要な二次的な汚染を除去するため，再循環系，原子炉冷却材浄

化系及び余熱除去系を系統除染の対象とする。  対象とする施設・  

設備は，上記系統の格納容器内の配管，弁等であり，あらかじめ目

標値を定め，第 1 段階中に実施する。  

なお，  1 号及び 2 号炉の再循環系の一部は，  すでに実施済みで

ある。  

系統除染に係る安全確保対策として，放射性物質の施設内外への

漏えい及び拡散防止対策，被ばく低減対策，事故防止対策を講じる

ことを基本とし，これらは「五 4  安全確保対策」，「五 5  解体

撤去物等の取り扱い」に準じて行う。  

使用する装置は，放射性物質の漏えい防止機能及び遮へい機能を

考慮する。除染液等の化学薬品類を使用する場合は，関係法令及び

関係告示を遵守し，火災の発生及び人体への影響を防止する対策を

講じる。また，系統外への漏洩防止対策を講じる。  

 

 2． 1  系統除染の計画  

主要な二次的な汚染を除去するため，再循環系，原子炉冷却材浄

化系及び余熱除去系を系統除染の対象とする。  対象とする施設・  

設備は，上記系統の格納容器内の配管，弁等であり，あらかじめ目

標値を定め，第 1 段階中に実施する。  

なお，  1 号炉の再循環系の一部は，  すでに実施済みである。  

 

系統除染に係る安全確保対策として，放射性物質の施設内外への

漏えい及び拡散防止対策，被ばく低減対策，事故防止対策を講じる

ことを基本とし，これらは「五 4  安全確保対策」，「五 5  解体

撤去物等の取り扱い」に準じて行う。  

使用する装置は，放射性物質の漏えい防止機能及び遮へい機能を

考慮する。除染液等の化学薬品類を使用する場合は，関係法令及び

関係告示を遵守し，火災の発生及び人体への影響を防止する対策を

講じる。また，系統外への漏洩防止対策を講じる。  

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
8
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 2）機器除染  

原子炉本体のうち，スチームドライヤ，気水分離器等は，二次

的な汚染が蓄積している。核燃料物質の取扱及び貯蔵施設のう

ち，使用済燃料貯蔵ラックは燃料プール内に設置していることか

ら二次的な汚染が付着している。このため，これらの設備の解体

撤去に先立ち，放射線業務従事者及び周辺公衆の被ばく低減，放

射性物質の施設内外への漏えい防止並びに廃棄物低減の観点か

ら，主要な二次的な汚染を除去することを目的として，化学的除

染法による機器除染を行う。必要に応じて機械的除染法を適用す

る。  

機器除染に係る安全確保対策は，系統除染に準じて行う。  

 

（ 2）機器除染  

原子炉本体のうち，スチームドライヤ，気水分離器等は，二次

的な汚染が蓄積している。核燃料物質の取扱及び貯蔵施設のう

ち，使用済燃料貯蔵ラックは燃料プール内に設置していることか

ら二次的な汚染が付着している。このため，これらの設備の解体

撤去に先立ち，放射線業務従事者及び周辺公衆の被ばく低減，放

射性物質の施設内外への漏えい防止並びに廃棄物低減の観点か

ら，主要な二次的な汚染を除去することを目的として，化学的除

染法による機器除染を行う。必要に応じて機械的除染法を適用す

る。  

機器除染に係る安全確保対策は，系統除染に準じて行う。  

また，第 2 段階対象設備のうち，解体中または，解体後の除染

により放射性廃棄物として扱う必要のないものとすることがで

きるものは，放射性廃棄物低減の観点から，機械的除染法による

除染を行い，可能な限り放射性廃棄物として扱う必要のないもの

とする。必要に応じて化学的除染法を適用する。  

解体中除染は，「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる

施設及びその解体の方法」に，解体後除染は，「十 核燃料物質又

は核燃料物質によって汚染された物の廃棄」に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一，

解体物の除染

は，機器除染

の範囲である

ため，記載を

統合する）  

（ 3）解体後除染  

第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設

備のうち，解体後の除染により放射性廃棄物として扱う必要のな

いものとすることができるものは，放射性廃棄物低減の観点か

ら，機械的除染法による解体後除染を行い，可能な限り放射性廃

棄物として扱う必要のないものとする。必要に応じて化学的除染

法を適用する。解体後除染は，「十 核燃料物質又は核燃料物質に

よって汚染された物の廃棄」に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（ 解 体 物 の 除

染は，機器除

染の範囲であ

るため，記載

を統合する）  

-　
8
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 4）建屋及び構築物の汚染の除去  

放射性廃棄物の廃棄施設のうち排気筒  （ 1 号及び 2 号炉共用） 

は，放射性気体廃棄物の放出経路変更工事完了後，排気筒内の汚

染設備を解体撤去した後，  廃棄物低減の観点から汚染部位を特

定・分離する。 1 号炉希ガスホールドアップ装置建家は，建屋内

の汚染設備を解体撤去した後，廃棄物低減の観点から汚染部位を

特定・分離する。汚染部位の特定・分離後，残った汚染されてい

ない部位は，放射性廃棄物でないものとする。汚染部位の分離は，

はつり等の方法で行う。汚染部位の分離後，念のため放射線測定

を行い，測定結果が理論検出限界曲線の検出限界値未満であるこ

とを確認する。  

はつり等の方法による汚染部位の分離に係る安全確保対策と

して，必要に応じて放射性物質の施設内外への漏えい及び拡散防

止対策，被ばく低減対策，事故防止対策を講じることを基本とし，

これらは「五 4  安全確保対策」，「五 5  解体撤去物等の取り

扱い」に準じて行う。  

 

（ 3）建屋及び構築物の汚染の除去  

放射性廃棄物の廃棄施設のうち排気筒  （ 1 号及び 2 号炉共用） 

は，放射性気体廃棄物の放出経路変更工事完了後，排気筒内の汚

染設備を解体撤去した後，  廃棄物低減の観点から汚染部位を特

定・分離する。 1 号炉希ガスホールドアップ装置建家は，建屋内

の汚染設備を解体撤去した後，廃棄物低減の観点から汚染部位を

特定・分離する。汚染部位の特定・分離後，残った汚染されてい

ない部位は，放射性廃棄物でないものとする。汚染部位の分離は，

はつり等の方法で行う。汚染部位の分離後，念のため放射線測定

を行い，測定結果が理論検出限界曲線の検出限界値未満であるこ

とを確認する。  

はつり等の方法による汚染部位の分離に係る安全確保対策と

して，必要に応じて放射性物質の施設内外への漏えい及び拡散防

止対策，被ばく低減対策，事故防止対策を講じることを基本とし，

これらは「五 4  安全確保対策」，「五 5  解体撤去物等の取り

扱い」に準じて行う。  

 

・記載の適正化

（記載統合に

伴う付番繰り

上げ）  

 

（中略）  （中略）  

 

-　
8
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

-　
8
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

-　
8
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

-　
8
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

-　
8
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

 

・記載の適正化  

（表現の統一） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

 

 

-　
9
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分割

に伴う変更  

-　
9
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

-　
9
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文九】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

 

-　
9
3
　
-



 

 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

 

 

  

-　94　-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

十 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄  

核燃料物質は，「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載のとおり，

管理及び譲渡しを行う。  

核燃料物質によって汚染された物は，放射性気体廃棄物，放射性液体

廃棄物及び放射性固体廃棄物に分類される。これらの廃棄に係る計画

は以下のとおりである。  

 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄  

核燃料物質は，「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載のとおり，

管理及び譲渡しを行う。  

核燃料物質によって汚染された物は，放射性気体廃棄物，放射性液体

廃棄物及び放射性固体廃棄物に分類される。これらの廃棄に係る計画

は以下のとおりである。  

 

・記載の適正化 

（表現の統一） 

1  放射性気体廃棄物  

1． 1  放射性気体廃棄物の種類及び数量  

1． 1． 1  原子炉運転中の放射性気体廃棄物の種類及び数量  

原子炉運転中（原子炉の運転を行わないこととした平成 2 1 年

1 月 3 0 日まで）に発生した放射性気体廃棄物の種類は，主に以

下のとおりであり，「原子炉設置許可申請書」に記載の方法に従

って管理放出した。それ以降に発生した放射性気体廃棄物（換気

系からの排気）についても同様に「原子炉設置許可申請書」に記

載の方法に従って管理放出している。  

 

A． 1 号炉  

①  タービン復水器の空気抽出器からの排ガス  

②  タービン衛帯蒸気復水器からの排ガス  

③  復水器真空ポンプからの排ガス  

④  換気系からの排気  

⑤  定期検査時に放出されるよう素－ 1 3 1  

 

1  放射性気体廃棄物  

1． 1  放射性気体廃棄物の種類及び数量  

1． 1． 1  原子炉運転中の放射性気体廃棄物の種類及び数量  

原子炉運転中（原子炉の運転を行わないこととした平成 2 1 年

1 月 3 0 日まで）に発生した放射性気体廃棄物の種類は，主に以

下のとおりであり，「原子炉設置許可申請書」に記載の方法に従

って管理放出した。それ以降に発生した放射性気体廃棄物（換気

系からの排気）についても同様に「原子炉設置許可申請書」に記

載の方法に従って管理放出している。  

 

 

①  タービン復水器の空気抽出器からの排ガス  

②  タービン衛帯蒸気復水器からの排ガス  

③  復水器真空ポンプからの排ガス  

④  換気系からの排気  

⑤  定期検査時に放出されるよう素－ 1 3 1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

B． 2 号炉  

①  タービン復水器の空気抽出器からの排ガス  

②  復水器真空ポンプからの排ガス  

③  換気系からの排気  

④  定期検査時に放出されるよう素－ 1 3 1  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

A． 1 号炉  

原子炉領域を除く供用を終了した設備の解体撤去工事，原

子炉領域解体準備工事，解体撤去物等搬出準備工事等に伴う

放射性気体廃棄物の推定放出量は約 3 . 6 × 1 0 8 B q である。  

 

 

原子炉領域を除く供用を終了した設備の解体撤去工事，原子

炉領域解体準備工事，解体撤去物等搬出準備工事等に伴う放射

性気体廃棄物の推定放出量は約 3 . 6 × 1 0 8 B q である。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

B． 2 号炉  

原子炉領域を除く供用を終了した設備の解体撤去工事，原

子炉領域解体準備工事，解体撤去物等搬出準備工事等に伴う

放射性気体廃棄物の推定放出量は約 2 . 5 × 1 0 8 B q である。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

（中略）  （中略）  

 

（ 2）－ 2  放射性気体廃棄物の放出経路変更工事完了後  

第 2 段階中，放射性気体廃棄物の放出経路変更工事として，

排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）に通じる主排気ダクトを， 1 号

及び 2 号炉主排気ダクトの合流点の上流側で切断し，切断位置

に 1 号及び 2 号炉用の排気口をそれぞれ 1 基設置する工事を

行う。  

第 2 段階のうち，放射性気体廃棄物の放出経路変更工事完了

後に発生する放射性気体廃棄物は，「六 廃止措置期間中に性能

を維持すべき施設」及び「添付書類六 性能維持施設及びその

性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に示す

とおり，必要な設備の機能を維持し，廃棄物の種類・性状等に

応じて原子炉運転中に発生した放射性気体廃棄物と同様に「原

子炉設置許可申請書」に記載の方法に従って，以下のとおり処

理処分を行う。1 号及び 2 号炉の放射性気体廃棄物の処理処分

フローを図 1 0－ 3 に示す。  

 

（ 2）－ 2  放射性気体廃棄物の放出経路変更工事完了後  

第 2 段階中，放射性気体廃棄物の放出経路変更工事として，

排気筒（ 1 号及び 2 号炉共用）に通じる主排気ダクトを， 1 号

及び 2 号炉主排気ダクトの合流点の上流側で切断し，切断位置

に 1 号及び 2 号炉用の排気口をそれぞれ 1 基設置する工事を

行う。  

第 2 段階のうち，放射性気体廃棄物の放出経路変更工事完了

後に発生する放射性気体廃棄物は，「六 廃止措置期間中に性能

を維持すべき施設」及び「添付書類六 性能維持施設及びその

性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に示す

とおり，必要な設備の機能を維持し，廃棄物の種類・性状等に

応じて原子炉運転中に発生した放射性気体廃棄物と同様に「原

子炉設置許可申請書」に記載の方法に従って，以下のとおり処

理処分を行う。 1 号炉の放射性気体廃棄物の処理処分フローを

図 1 0－ 3 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

2  放射性液体廃棄物  

2． 1  放射性液体廃棄物の種類及び数量  

2． 1． 1  原子炉運転中の放射性液体廃棄物の種類及び数量  

原子炉運転中（原子炉の運転を行わないこととした平成 2 1 年

1 月 3 0 日まで）に発生した放射性液体廃棄物の種類は，主に以

下のとおりであり，「原子炉設置許可申請書」に記載の方法に従

って処理を行い，再使用又は管理放出した。それ以降に発生した

放射性液体廃棄物についても同様に「原子炉設置許可申請書」に

記載の方法に従って処理を行い，再使用又は管理放出している。 

 

A． 1 号炉  

①  機器ドレン  

②  床ドレン  

③  再生廃液  

④  洗濯廃液  

⑤  シャワードレン  

 

B． 2 号炉  

①  機器ドレン  

②  床ドレン  

③  化学廃液  

④  洗濯廃液  

⑤  シャワードレン  

 

2  放射性液体廃棄物  

2． 1  放射性液体廃棄物の種類及び数量  

2． 1． 1  原子炉運転中の放射性液体廃棄物の種類及び数量  

原子炉運転中（原子炉の運転を行わないこととした平成 2 1 年

1 月 3 0 日まで）に発生した放射性液体廃棄物の種類は，主に以

下のとおりであり，「原子炉設置許可申請書」に記載の方法に従

って処理を行い，再使用又は管理放出した。それ以降に発生した

放射性液体廃棄物についても同様に「原子炉設置許可申請書」に

記載の方法に従って処理を行い，再使用又は管理放出している。 

 

①  機器ドレン  

②  床ドレン  

③  再生廃液  

④  洗濯廃液  

⑤  シャワードレン  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

（中略）  （中略）  

 

2． 2  放射性液体廃棄物の処理及び管理の計画  

（ 1）第 1 段階中  

第 1 段階中に発生する放射性液体廃棄物は，「添付書類六 性

能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関

する説明書」に示すとおり必要な設備について機能を維持し，廃

棄物の種類・性状等に応じて原子炉運転中に発生した放射性液体

廃棄物と同様に「原子炉設置許可申請書」の記載の方法に従って，

以下のとおり処理処分を行う。1 号及び 2 号炉の放射性液体廃棄

物の処理処分フローを図 1 0－ 4 に示す。  

 

2． 2  放射性液体廃棄物の処理及び管理の計画  

（ 1）第 1 段階中  

第 1 段階中に発生する放射性液体廃棄物は，「添付書類六 性

能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関

する説明書」に示すとおり必要な設備について機能を維持し，廃

棄物の種類・性状等に応じて原子炉運転中に発生した放射性液体

廃棄物と同様に「原子炉設置許可申請書」の記載の方法に従って，

以下のとおり処理処分を行う。1 号炉の放射性液体廃棄物の処理

処分フローを図 1 0－ 4 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
9
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

A． 1 号炉  

①－ 1  機器ドレン（補給水連絡配管設置工事完了前）  

機器ドレンは，機器ドレン処理系に移送し，フィルタ及び

脱塩装置で処理したのち，原則として復水タンクに回収し補

給水として再使用する。  

 

①－ 2  機器ドレン（補給水連絡配管設置工事完了後）  

機器ドレンは，機器ドレン処理系に移送し，フィルタ及び

脱塩装置で処理したのち，原則として 2 号炉復水タンク（ 1

号及び 2 号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

②－ 1  床ドレン（補給水連絡配管設置工事完了前）  

床ドレンは，床ドレン処理系に移送し処理等をしたのち，

復水タンクに回収し補給水として再使用するが，一部環境に

放出する場合もある。  

 

②－ 2  床ドレン（補給水連絡配管設置工事完了後）  

床ドレンは，床ドレン処理系に移送し処理等をしたのち，

2 号炉復水タンク（ 1 号及び 2 号炉共用）に回収し補給水と

して再使用するが，一部環境に放出する場合もある。  

 

③  再生廃液  

再生廃液は，再生廃液処理系で蒸発濃縮処理して固化する。 

 

④  洗濯廃液  

洗濯廃液は，洗濯廃液系及びシャワードレン系でろ過処理

後，シャワードレン系サンプルタンクに収集し，放射性物質

の濃度が低いことを確認した上で，復水器冷却水と混合，希

釈して環境へ放出する。  

 

⑤  シャワードレン  

シャワードレンは，シャワードレン系でろ過処理後，シャ

ワードレン系サンプルタンクに収集し，放射性物質の濃度が

低いことを確認した上で，復水器冷却水と混合，希釈して環

境へ放出する。  

 

 

①－ 1  機器ドレン（補給水連絡配管設置工事完了前）  

機器ドレンは，機器ドレン処理系に移送し，フィルタ及び

脱塩装置で処理したのち，原則として復水タンクに回収し補

給水として再使用する。  

 

①－ 2  機器ドレン（補給水連絡配管設置工事完了後）  

機器ドレンは，機器ドレン処理系に移送し，フィルタ及び

脱塩装置で処理したのち，原則として 2 号炉復水タンク（ 1

号及び 2 号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

②－ 1  床ドレン（補給水連絡配管設置工事完了前）  

床ドレンは，床ドレン処理系に移送し処理等をしたのち，

復水タンクに回収し補給水として再使用するが，一部環境に

放出する場合もある。  

 

②－ 2  床ドレン（補給水連絡配管設置工事完了後）  

床ドレンは，床ドレン処理系に移送し処理等をしたのち，

2 号炉復水タンク（ 1 号及び 2 号炉共用）に回収し補給水と

して再使用するが，一部環境に放出する場合もある。  

 

③  再生廃液  

再生廃液は，再生廃液処理系で蒸発濃縮処理して固化する。 

 

④  洗濯廃液  

洗濯廃液は，洗濯廃液系及びシャワードレン系でろ過処理

後，シャワードレン系サンプルタンクに収集し，放射性物質

の濃度が低いことを確認した上で，復水器冷却水と混合，希

釈して環境へ放出する。  

 

⑤  シャワードレン  

シャワードレンは，シャワードレン系でろ過処理後，シャ

ワードレン系サンプルタンクに収集し，放射性物質の濃度が

低いことを確認した上で，復水器冷却水と混合，希釈して環

境へ放出する。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

-　
9
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

⑥－ 1  系統除染廃液（補給水連絡配管設置工事完了前）  

系統除染廃液は，機器ドレン処理系又は床ドレン処理系に

移送し処理等をしたのち原則として復水タンクに回収し補給

水として再使用する。  

 

⑥－ 2  系統除染廃液（補給水連絡配管設置工事完了後）  

系統除染廃液は，機器ドレン処理系又は床ドレン処理系に

移送し処理等をしたのち原則として 2 号炉復水タンク（ 1 号

及び 2 号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

⑥－ 1  系統除染廃液（補給水連絡配管設置工事完了前）  

系統除染廃液は，機器ドレン処理系又は床ドレン処理系に

移送し処理等をしたのち原則として復水タンクに回収し補給

水として再使用する。  

 

⑥－ 2  系統除染廃液（補給水連絡配管設置工事完了後）  

系統除染廃液は，機器ドレン処理系又は床ドレン処理系に

移送し処理等をしたのち原則として 2 号炉復水タンク（ 1 号

及び 2 号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

 

B． 2 号炉  

①－ 1  機器ドレン（補給水連絡配管設置工事完了前）  

機器ドレンは，機器ドレン処理系に移送し，フィルタ及び

脱塩装置で処理したのち，原則として復水タンクに回収し補

給水として再使用する。  

 

①－ 2  機器ドレン（補給水連絡配管設置工事完了後）  

機器ドレンは，機器ドレン処理系に移送し，フィルタ及び

脱塩装置で処理したのち，原則として 2 号炉復水タンク（ 1

号及び 2 号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

②－ 1  床ドレン（補給水連絡配管設置工事完了前）  

床ドレンは，床ドレン処理系に移送し処理等をしたのち，

復水タンクに回収し補給水として再使用するが，一部環境に

放出する場合もある。  

 

②－ 2  床ドレン（補給水連絡配管設置工事完了後）  

床ドレンは，床ドレン処理系に移送し処理等をしたのち，

2 号炉復水タンク（ 1 号及び 2 号炉共用）に回収し補給水と

して再使用するが，一部環境に放出する場合もある。  

 

③  化学廃液  

再生廃液は，再生廃液処理系で蒸発濃縮処理して固化する。 

 

④  洗濯廃液  

洗濯廃液は，洗濯廃液系及びシャワードレン系でろ過処理

後，シャワードレン系サンプルタンクに収集し，放射性物質

の濃度が低いことを確認した上で，復水器冷却水と混合，希

釈して環境へ放出する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

-　
9
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

⑤  シャワードレン  

シャワードレンは，シャワードレン系でろ過処理後，シャ

ワードレン系サンプルタンクに収集し，放射性物質の濃度が

低いことを確認した上で，復水器冷却水と混合，希釈して環

境へ放出する。  

 

⑥－ 1  系統除染廃液（補給水連絡配管設置工事完了前）  

系統除染廃液は，機器ドレン処理系又は床ドレン処理系に

移送し処理等をしたのち原則として復水タンクに回収し補給

水として再使用する。  

 

⑥－ 2  系統除染廃液（補給水連絡配管設置工事完了後）  

系統除染廃液は，機器ドレン処理系又は床ドレン処理系に

移送し処理等をしたのち原則として 2 号炉復水タンク（ 1 号

及び 2 号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

（ 2）第 2 段階中  

第 2 段階中に発生する放射性液体廃棄物は，「六 廃止措置期

間中に性能を維持すべき施設」及び「添付書類六 性能維持施設

及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」

に示す設備の機能を維持し，廃棄物の種類・性状等に応じて原子

炉運転中に発生した放射性液体廃棄物と同様に「原子炉設置許可

申請書」に記載の方法に従って，以下のとおり処理処分を行う。

1 号及び 2 号炉の放射性液体廃棄物の処理処分フローを図 1 0－

4 に示す。  

放射性液体廃棄物は，液体廃棄物処理系において処理を行い，

原則として再使用する。放射性液体廃棄物のうち洗濯廃液系等

は，環境に放出する。液体廃棄物処理系から廃液を環境に放出す

る際には，サンプルタンク等に貯留した後，廃液中の放射性物質

の濃度を測定し，復水器冷却水放水路出口における放射性物質の

濃度が「線量告示」に定める周辺監視区域外における水中の濃度

限度を超えないよう管理するとともに，放出管理目標値を設定し

これを超えないよう努める。  

放出管理目標値は，第 1 段階中に実施した放射性液体廃棄物の

希釈水の復水器冷却水から原子炉機器冷却系海水への切替えに

よる希釈水量の減少を考慮し，1 号及び 2 号炉の復水器冷却水放

水路出口における放射性物質の年間平均濃度が「原子炉設置許可

申請書」に記載の値と同等となるよう，1 号及び 2 号炉それぞれ

3 . 0 × 1 0 8  B q／ y， 3 号， 4 号及び 5 号炉それぞれ 3 . 7 × 1 0 1 0  B q

／ y とする（いずれもトリチウムを除く）。  

 

（ 2）第 2 段階中  

第 2 段階中に発生する放射性液体廃棄物は，「六 廃止措置期

間中に性能を維持すべき施設」及び「添付書類六 性能維持施設

及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」

に示す設備の機能を維持し，廃棄物の種類・性状等に応じて原子

炉運転中に発生した放射性液体廃棄物と同様に「原子炉設置許可

申請書」に記載の方法に従って，以下のとおり処理処分を行う。

1 号炉の放射性液体廃棄物の処理処分フローを図 1 0－ 4 に示す。 

 

放射性液体廃棄物は，液体廃棄物処理系において処理を行い，

原則として再使用する。放射性液体廃棄物のうち洗濯廃液系等

は，環境に放出する。液体廃棄物処理系から廃液を環境に放出す

る際には，サンプルタンク等に貯留した後，廃液中の放射性物質

の濃度を測定し，復水器冷却水放水路出口における放射性物質の

濃度が「線量告示」に定める周辺監視区域外における水中の濃度

限度を超えないよう管理するとともに，放出管理目標値を設定し

これを超えないよう努める。  

放出管理目標値は，第 1 段階中に実施した放射性液体廃棄物の

希釈水の復水器冷却水から原子炉機器冷却系海水への切替えに

よる希釈水量の減少を考慮し，1 号及び 2 号炉の復水器冷却水放

水路出口における放射性物質の年間平均濃度が「原子炉設置許可

申請書」に記載の値と同等となるよう，1 号及び 2 号炉それぞれ

3 . 0 × 1 0 8  B q／ y， 3 号， 4 号及び 5 号炉それぞれ 3 . 7 × 1 0 1 0  B q

／ y とする（いずれもトリチウムを除く）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

-　
1
0
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

A． 1 号炉  

①  機器ドレン  

第 1 段階中（補給水連絡配管設置工事完了後）と同様，処

理処分を行う。  

 

②  床ドレン  

1 段階中（補給水連絡配管設置工事完了後）同様，処理処

分を行う。  

 

③  再生廃液  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

④  洗濯廃液  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

⑤  シャワードレン  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

⑥  系統除染廃液等  

系統除染廃液，解体廃棄物の除染廃液等は，機器ドレン処

理系，床ドレン処理系又は再生廃液処理系に移送又は排水し

処理等をしたのち原則として 2 号炉復水タンク（ 1 号及び 2

号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

 

①  機器ドレン  

第 1 段階中（補給水連絡配管設置工事完了後）と同様，処

理処分を行う。  

 

②  床ドレン  

第 1 段階中（補給水連絡配管設置工事完了後）と同様，処

理処分を行う。  

 

③  再生廃液  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

④  洗濯廃液  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

⑤  シャワードレン  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

⑥  系統除染廃液等  

系統除染廃液，解体廃棄物の除染廃液等は，機器ドレン処

理系，床ドレン処理系又は再生廃液処理系に移送又は排水し

処理等をしたのち原則として 2 号炉復水タンク（ 1 号及び 2

号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

・記載の適正化 

（表現の統一） 

-　
1
0
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

B． 2 号炉  

①  機器ドレン  

第 1 段階中（補給水連絡配管設置工事完了後）と同様，処

理処分を行う。  

 

②  床ドレン  

第 1 段階中（補給水連絡配管設置工事完了後）と同様，処

理処分を行う。  

 

③  化学廃液  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

④  洗濯廃液  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

⑤  シャワードレン  

第 1 段階中と同様，処理処分を行う。  

 

⑥  系統除染廃液等  

系統除染廃液，解体廃棄物の除染廃液等は，機器ドレン処

理系，床ドレン処理系又は再生廃液処理系に移送又は排水し

処理等をしたのち原則として 2 号炉復水タンク（ 1 号及び 2

号炉共用）に回収し補給水として再使用する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

（中略）  （中略）  

 

-　
1
0
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

3  放射性固体廃棄物  

3． 1  放射性固体廃棄物の種類及び数量  

3． 1． 1  原子炉運転中の放射性固体廃棄物の種類及び数量  

1 号及び 2 号原子炉施設で発生した放射性固体廃棄物の種類は，

主に以下のとおりであり，「原子炉設置許可申請書」に記載の方法

に従って処理又は貯蔵保管を行ってきている。また，放射性固体廃

棄物の貯蔵・保管場所毎の種類及び数量を表 1 0－ 1 に示す。  

 

A． 1 号炉  

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

⑦  不燃性雑固体廃棄物  

⑧  使用済制御棒，使用済燃料チャンネルボックス等の放射化さ

れた機器  

 

 

3  放射性固体廃棄物  

3． 1  放射性固体廃棄物の種類及び数量  

3． 1． 1  原子炉運転中の放射性固体廃棄物の種類及び数量  

1 号原子炉施設で発生した放射性固体廃棄物の種類は，主に以下

のとおりであり，「原子炉設置許可申請書」に記載の方法に従って

処理又は貯蔵保管を行ってきている。また，放射性固体廃棄物の貯

蔵・保管場所毎の種類及び数量を表 1 0－ 1 に示す。  

 

 

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

⑦  不燃性雑固体廃棄物  

⑧  使用済制御棒，使用済燃料チャンネルボックス等の放射化さ

れた機器  

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

B． 2 号炉  

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

⑦  不燃性雑固体廃棄物  

⑧  使用済制御棒，使用済燃料チャンネルボックス等の放射化さ

れた機器  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

-　
1
0
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

3． 1． 2  廃止措置中の放射性固体廃棄物の種類及び数量  

（ 1）第 1 段階中  

第 1 段階中に廃止措置対象施設から発生する放射性固体廃棄

物の種類としては，系統除染に伴い発生する使用済樹脂等の原

子炉運転中と同様な廃棄物が想定される。  

その他， 2 号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵し

ている新燃料の譲渡しに伴い，燃料部品（支持格子，上下部支

持板等），チャンネルボックス等の発生が想定される。第 2 段

階中にこれらの放射能レベル区分及び処理方法を決定する。  

 

3． 1． 2  廃止措置中の放射性固体廃棄物の種類及び数量  

（ 1）第 1 段階中  

第 1 段階中に廃止措置対象施設から発生する放射性固体廃棄

物の種類としては，系統除染に伴い発生する使用済樹脂等の原

子炉運転中と同様な廃棄物が想定される。  

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

A． 1 号炉  

系統除染に伴い発生する使用済樹脂等放射能レベルの比較

的高い廃棄物約 1 トン，施設の維持管理で発生する不燃性雑

固体廃棄物等放射能レベルの比較的低い廃棄物約 3 0 トンの

発生が想定される。  

その他，管理区域外の設備・機器の解体撤去から放射性廃

棄物でないもの約 1 2 0 トンの発生が想定される。  

 

 

系統除染に伴い発生する使用済樹脂等放射能レベルの比較

的高い廃棄物約 1 トン，施設の維持管理で発生する不燃性雑固

体廃棄物等放射能レベルの比較的低い廃棄物約 3 0 トンの発生

が想定される。  

その他，管理区域外の設備・機器の解体撤去から放射性廃棄

物でないもの約 1 2 0 トンの発生が想定される。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

B． 2 号炉  

系統除染に伴い発生する使用済樹脂等放射能レベルの比較

的高い廃棄物約 1 トン，施設の維持管理で発生する不燃性雑

固体廃棄物等放射能レベルの比較的低い廃棄物約 3 0 トンの

発生が想定される。  

その他，管理区域外の設備・機器の解体撤去から放射性廃

棄物でないもの約 1 1 0 トンの発生が想定される。  

使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料の譲渡しに伴

い，燃料部品（支持格子，上下部支持板等），チャンネルボッ

クス等約 1 0 トンの発生が想定される。第 2 段階中にこれら

の放射能レベル区分及び処理方法を決定する。  

第 1 段階中に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量を表

1 0－ 2 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 段階中に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量を表

1 0－ 2 に示す。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
 

-　
1
0
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 2）第 2 段階中  

第 2 段階中に発生する放射性固体廃棄物の種類は，主に以下

のとおりである。  

 

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

②  クラッドセパレータから発生するクラッドセパレータ廃

液  

③  燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩装置から発生する使用

済樹脂  

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生

する使用済樹脂  

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラ

ッジ  

⑥  第 2 段階中に実施する解体撤去及び汚染の除去に係る工

事等の廃止措置により発生する可燃性雑固体廃棄物  

⑦  第 2 段階中に実施する解体撤去及び汚染の除去に係る工

事等の廃止措置により発生する不燃性雑固体廃棄物  

⑧  使用済制御棒等の放射化された機器  

⑨  系統除染に伴い発生する使用済樹脂等  

⑩  解体撤去物等のうち放射性物質として扱う必要のないも

の  

 

第 2 段階中に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量を表

1 0－ 2 に示す。  

 

（ 2）第 2 段階中  

第 2 段階中に発生する放射性固体廃棄物の種類は，主に以下

のとおりである。  

 

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

②  クラッドセパレータから発生するクラッドセパレータ廃

液  

③  燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩装置から発生する使用

済樹脂  

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生

する使用済樹脂  

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラ

ッジ  

⑥  第 2 段階対象設備の解体撤去及び汚染の除去に係る工事

等の廃止措置により発生する可燃性雑固体廃棄物  

⑦  第 2 段階対象設備の解体撤去及び汚染の除去に係る工事

等の廃止措置により発生する不燃性雑固体廃棄物  

⑧  使用済制御棒等の放射化された機器  

⑨  系統除染に伴い発生する使用済樹脂等  

⑩  解体撤去物等のうち放射性物質として扱う必要のないも

の  

 

第 2 段階に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量を表 1 0

－ 2 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

（用語の統一） 

 

 （中略）  （中略）  

 

-　
1
0
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

3． 2  放射性固体廃棄物の処理及び管理の計画  

（ 1）第 1 段階中  

第 1 段階中，放射性固体廃棄物は「添付書類六 性能維持施設

及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」

に示すとおり必要な設備について機能を維持し，廃棄物の種類・

性状等に応じて「原子炉設置許可申請書」の記載の方法に従って，

以下のとおり適切に処理及び管理を行う（ 3 号，4 号又は 5 号炉

との共用施設での処理及び管理を含む）。 1 号及び 2 号炉の放射

性固体廃棄物の処理フローを図 1 0－ 5 に示す。  

第 1 段階中，放射性固体廃棄物の量が，「原子炉設置許可申請

書」に記載されている固体廃棄物貯蔵庫，雑固体廃棄物保管室等

の貯蔵容量を超えないよう系統除染，処理，貯蔵，運搬，廃棄等

を行う。  

放射性固体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を「保安規

定」に定めて管理する。  

 

3． 2  放射性固体廃棄物の処理及び管理の計画  

（ 1）第 1 段階中  

第 1 段階中，放射性固体廃棄物は「添付書類六 性能維持施設

及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」

に示すとおり必要な設備について機能を維持し，廃棄物の種類・

性状等に応じて「原子炉設置許可申請書」の記載の方法に従って，

以下のとおり適切に処理及び管理を行う（ 3 号，4 号又は 5 号炉

との共用施設での処理及び管理を含む）。 1 号炉の放射性固体廃

棄物の処理フローを図 1 0－ 5 に示す。  

第 1 段階中，放射性固体廃棄物の量が，「原子炉設置許可申請

書」に記載されている固体廃棄物貯蔵庫，雑固体廃棄物保管室等

の貯蔵容量を超えないよう系統除染，処理，貯蔵，運搬，廃棄等

を行う。  

放射性固体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を「保安規

定」に定めて管理する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
0
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

A． 1 号炉  

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

濃縮廃液は，固化材（セメント）＊ 1 と混合し，ドラム缶内に

固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

 

＊ 1  平成 2 3 年 1 月 2 8 日付け，平成 2 1・ 1 0・ 1 6 原第 1 号

をもって原子炉設置変更許可を受けた固体廃棄物処理系

の固化装置（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉共用）の

固化材の変更（プラスチックからセメント）の反映。当

該装置は，3 号，4 号，5 号炉との共用設備として，電気

事業法に基づく使用前検査合格（平成 2 5 年 2 月 1 9 日）

後から使用する（以下，「 3． 2  放射性固体廃棄物の処理

及び管理の計画」において同じ）。  

 

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液は，貯蔵し放

射能を減衰させた後，可燃性固体廃棄物焼却炉で焼却するか，

又は必要に応じて固化材（セメント）＊ 1 と混合し，ドラム缶

内に固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。焼却灰はド

ラム缶に詰めて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は雑

固体廃棄物溶融処理装置で溶融した後，ドラム缶に入れて固

体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は固型化材（モルタル）

を充填してドラム缶内に固型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保

管する。  

 

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系の粉末樹脂

は貯蔵タンクに貯蔵するが，固化材（セメント）と混合し，

ドラム缶内に固化することも考慮する。  

 

 

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

濃縮廃液は，固化材（セメント）＊ 1 と混合し，ドラム缶内に

固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

 

＊ 1  平成 2 3 年 1 月 2 8 日付け，平成 2 1・ 1 0・ 1 6 原第 1 号

をもって原子炉設置変更許可を受けた固体廃棄物処理系

の固化装置（ 1 号，2 号，3 号，4 号及び 5 号炉共用）の

固化材の変更（プラスチックからセメント）の反映。当

該装置は，3 号，4 号，5 号炉との共用設備として，電気

事業法に基づく使用前検査合格（平成 2 5 年 2 月 1 9 日）

後から使用する（以下，「 3． 2  放射性固体廃棄物の処理

及び管理の計画」において同じ）。  

 

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液は，貯蔵し放

射能を減衰させた後，可燃性固体廃棄物焼却炉で焼却するか，

又は必要に応じて固化材（セメント）＊ 1 と混合し，ドラム缶

内に固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。焼却灰はド

ラム缶に詰めて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は雑

固体廃棄物溶融処理装置で溶融した後，ドラム缶に入れて固

体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は固型化材（モルタル）

を充填してドラム缶内に固型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保

管する。  

 

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系の粉末樹脂

は貯蔵タンクに貯蔵するが，固化材（セメント）と混合し，

ドラム缶内に固化することも考慮する。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
1
0
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

B． 2 号炉  

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

濃縮廃液は，固化材（セメント）＊ 1 と混合し，ドラム缶内

に固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

 

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂は，貯蔵し放射

能を減衰させた後，可燃性固体廃棄物焼却炉で焼却するか，

又は必要に応じて固化材（セメント）＊ 1 と混合し，ドラム缶

内に固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。焼却灰はド

ラム缶に詰めて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は雑

固体廃棄物溶融処理装置で溶融した後，ドラム缶に入れて固

体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は固型化材（モルタル）

を充填してドラム缶内に固型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保

管する。  

クラッドセパレータから発生するクラッドセパレータ廃液

は，貯蔵槽に貯蔵し放射能を減衰させた後，可燃性固体廃棄

物焼却炉で焼却するか，又は必要に応じて固化材（セメント）
＊ 1 と混合し，ドラム缶内に固化し，固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵

保管する。焼却灰はドラム缶に詰めて固体廃棄物貯蔵庫に貯

蔵保管するか，又は雑固体廃棄物溶融処理装置で溶融した後，

ドラム缶に入れて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は

固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固型化し固体

廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

 

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系の粉末樹脂

は貯蔵槽に貯蔵するが，固化材（セメント）と混合し，ドラ

ム缶内に固化することも考慮する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
0
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂は，貯蔵し放射能を減衰させた後，可燃性固体

廃棄物焼却炉で焼却するか，又は必要に応じて固化材（セメ

ント）＊ 1 と混合し，ドラム缶内に固化し，固体廃棄物貯蔵庫

に貯蔵保管する。焼却灰はドラム缶に詰めて固体廃棄物貯蔵

庫に貯蔵保管するか，又は雑固体廃棄物溶融処理装置で溶融

した後，ドラム缶に入れて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する

か，又は固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固型

化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

 

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

フィルタスラッジは，貯蔵槽に貯蔵するが，固化材（セメ

ント）と混合し，ドラム缶内に固化することも考慮する。  

 

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

可燃性雑固体廃棄物は焼却し，焼却灰は，ドラム缶に詰め

て固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は雑固体廃棄物溶

融処理装置で溶融した後，ドラム缶に入れて固体廃棄物貯蔵

庫に貯蔵保管するか，又は固型化材（モルタル）を充填して

ドラム缶内に固型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

 

⑦  不燃性雑固体廃棄物  

不燃性雑固体廃棄物は放射性物質が飛散しないような措置

を講じて廃棄物減容処理装置建屋内の雑固体廃棄物保管室に

貯蔵保管するか，ドラム缶等に詰めて固体廃棄物貯蔵庫に貯

蔵保管するか，固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内

に固型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は雑固体

廃棄物溶融処理装置で溶融した後，ドラム缶に入れて固体廃

棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，又は固型化材（モルタル）を

充填してドラム缶内に固型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管

する。  

 

⑧  使用済制御棒，使用済燃料チャンネルボックス等の放射化さ

れた機器  

使用済制御棒等は，燃料プール又はサイトバンカに貯蔵す

る。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
0
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

⑨  系統除染に伴い発生する使用済樹脂等  

系統除染に伴い発生する使用済樹脂等は，燃料プール系粉

末樹脂貯蔵槽，雑固体廃棄物保管室，サイトバンカ等に貯蔵

する。  

 

⑩  新燃料の譲渡しに伴い発生する燃料部品等  

使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料の譲渡しに伴い

発生する燃料部品，チャンネルボックス等は，固体廃棄物貯

蔵庫，燃料プール，サイトバンカ等に貯蔵する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（ 2）第 2 段階中  

第 2 段階中，放射性固体廃棄物は「六 廃止措置期間中に性能

を維持すべき施設」及び「添付書類六 性能維持施設及びその性

能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に示す設備

の機能を維持し，廃棄物の種類・性状等に応じて「原子炉設置許

可申請書」に記載の方法に準じ，以下の「 A．1 号炉①～⑨」，「B．

2 号炉①～⑩」のとおり適切に処理及び管理を行う（ 3 号， 4 号

又は 5 号炉との共用施設での処理及び管理を含む）。 1 号及び 2

号炉の放射性固体廃棄物の処理フローを図 1 0－ 5 及び図 1 0－ 6

に示す。放射性廃棄物処理設備を設置し， 3 号， 4 号又は 5 号炉

と共用で使用する場合には，必要に応じて原子炉設置変更許可等

を受ける。  

（ 2）第 2 段階中  

第 2 段階中，放射性固体廃棄物は「六 廃止措置期間中に性能

を維持すべき施設」及び「添付書類六 性能維持施設及びその性

能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に示す設備

の機能を維持し，廃棄物の種類・性状等に応じて「原子炉設置許

可申請書」に記載の方法に準じ，以下の「①～⑨」のとおり適切

に処理及び管理を行う（ 3 号，4 号又は 5 号炉との共用施設での

処理及び管理を含む）。 1 号炉の放射性固体廃棄物の処理フロー

を図 1 0－ 5 及び図 1 0－ 6 に示す。放射性廃棄物処理設備を設置

し， 3 号， 4 号又は 5 号炉と共用で使用する場合には，必要に応

じて原子炉設置変更許可等を受ける。  

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
1
1
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

A． 1 号炉  

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系の粉末樹脂

は貯蔵タンクに貯蔵する。必要な法手続きを行った後，当該

廃棄物等を処理する処理設備を設置して処理する。固化装置

（セメント固化式）は，解体撤去する。  

 

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

固化装置（セメント固化式）は解体撤去する。フィルタス

ラッジは，貯蔵タンクに貯蔵するとともに，処理方法を決定

し，廃止措置計画に反映して変更認可を受けた後，処理を行

う。  

 

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

 

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系の粉末樹脂

は貯蔵タンクに貯蔵する。必要な法手続きを行った後，当該

廃棄物等を処理する処理設備を設置して処理する。固化装置

（セメント固化式）は，解体撤去する。  

 

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

固化装置（セメント固化式）は解体撤去する。フィルタス

ラッジは，貯蔵タンクに貯蔵するとともに，処理方法を決定

し，廃止措置計画に反映して変更認可を受けた後，処理を行

う。  

 

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
1
1
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

B． 2 号炉  

①  液体廃棄物処理系の廃液濃縮器濃縮廃液  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

②  復水ろ過脱塩装置から発生する使用済樹脂及びクラッドセ

パレータから発生するクラッドセパレータ廃液  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

③  原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩

装置から発生する使用済樹脂  

原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系の粉末樹脂

は貯蔵槽に貯蔵する。必要な法手続きを行った後，当該廃棄

物等を処理する処理設備を設置して処理する。固化装置（セ

メント固化式）は，解体撤去する。  

 

④  復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系の脱塩装置から発生す

る使用済樹脂  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

⑤  液体廃棄物処理系のろ過装置から発生するフィルタスラッ

ジ  

固化装置（セメント固化式）は解体撤去する。フィルタス

ラッジは，貯蔵槽に貯蔵するとともに，処理方法を決定し，

廃止措置計画に反映して変更認可を受けた後，処理を行う。  

 

⑥  可燃性雑固体廃棄物  

第 1 段階中と同様，処理及び管理を行う。  

 

  

-　
1
1
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

⑦  不燃性雑固体廃棄物  

不燃性雑固体廃棄物のうち，第 2 段階中に実施する解体撤

去及び汚染の除去に係る工事等の廃止措置により発生する不

燃性雑固体廃棄物は，必要に応じて，分別又は除染処理を行

い，可能な限り放射性廃棄物として扱う必要のないものとす

るか，汚染の分離により可能な限り放射性廃棄物でないもの

とする。除染処理は，対象物に応じて機械的除染法又は化学

的除染法を適用して行う。放射性物質として扱う必要のない

ものと推定されるものは，異物の混入を防止する措置を講じ

て管理区域内で貯蔵保管し，「原子炉等規制法」に定める所定

の手続き及び確認を経て施設から搬出する。分別，除染によ

り放射性廃棄物として扱う必要のないものとすることが困難

な不燃性雑固体廃棄物及び汚染の分離により放射性廃棄物で

ないものとすることが困難な不燃性雑固体廃棄物は，放射性

物質が飛散しないような措置を講じて，タービン建家内及び

原子炉建家内の保管区域に貯蔵保管するか，廃棄物減容処理

装置建屋内の雑固体廃棄物保管室に貯蔵保管するか，ドラム

缶等に詰めて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管するか，固型化材

（モルタル）を充填してドラム缶内に固型化し固体廃棄物貯

蔵庫に貯蔵保管するか，又は雑固体廃棄物溶融処理装置で溶

融した後，ドラム缶に入れて固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管す

るか，又は固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固

型化し固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。  

減容機（ 1 号， 2 号， 3 号， 4 号及び 5 号炉共用，既設）

は，必要な法手続きを行った後，解体撤去する。  

 

⑧  使用済制御棒，使用済燃料チャンネルボックス等の放射化さ

れた機器  

第 1 段階中と同様，管理を行う。  

 

⑨  系統除染に伴い発生する使用済樹脂等  

第 1 段階中と同様，管理を行う。  

 

⑩  新燃料の譲渡しに伴い発生する燃料部品等  

「⑦不燃性雑固体廃棄物」と同じ管理を行う。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

-　
1
1
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
1
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
1
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
1
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
1
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
1
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
1
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
2
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
2
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
2
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
2
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
2
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

-　
1
2
5
　
-



 

 

十一 廃止措置の工程 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

 

 

  

-　126　-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十一】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

十一 廃止措置の工程  

廃止措置は，「原子炉等規制法」に基づく本廃止措置計画の認可以降，

この廃止措置計画に基づき実施し， 1 号及び 2 号原子炉施設ともに

2 0 3 6 年度までに完了する予定である。廃止措置工程を表 1 1－ 1 に示

す。  

なお，廃止措置は長期にわたるものであるため，表 1 1－ 1 の工程表

の終了時期以外の時間軸は，図 5－ 1 に記載した工事の順序を遵守し

て，各段階毎に管理しつつ工事を実施していく。  
 

十一 廃止措置の工程  

廃止措置は，「原子炉等規制法」に基づく本廃止措置計画の認可以降，

この廃止措置計画に基づき実施し，2 0 3 6 年度までに完了する予定であ

る。廃止措置工程を表 1 1－ 1 に示す。  

 

なお，廃止措置は長期にわたるものであるため，表 1 1－ 1 の工程表

の終了時期以外の時間軸は，図 5－ 1 に記載した工事の順序を遵守し

て，各段階毎に管理しつつ工事を実施していく。  
 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
1
2
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【本文十一】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

-　
1
2
8
　
-



 

 

 

 

 

添 付 書 類 

 

  



 

 

 今回の変更申請に係る浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止

措置計画変更認可申請書の添付書類は以下のとおりである。 

 

添付書類一 既に使用済燃料を原子炉の炉心から取り出していることを明ら

かにする資料 

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作

業区域図 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書  

添付書類四 廃止措置中の過失，機械又は装置の故障，地震，火災等があつ

た場合に発生すると想定される事故の種類，程度，影響等に

関する説明書 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に

関する説明書 

添付書類七 廃止措置に要する資金の額及びその調達計画に関する説明書 

添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書 

  



 

 

添付書類一 既に使用済燃料を原子炉の炉心から取り出していることを明ら

かにする資料 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付一】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

Ａ． 1 号炉  

使用済燃料は平成 1 7 年 1 1 月 1 1 日に原子炉の炉心から取り出す作

業を完了し，これを「実用炉規則（昭和 5 3 年 1 2 月 2 8 日通商産業省

令第 7 7 号。ただし，平成 2 5 年 6 月 2 8 日原子力規制委員会規則第 4

号改正前のもの。）」第７条の規定に基づく記録（浜岡 1 号機 炉心配

置図）に記載している。本記録は燃料体の配置又は配置替えの都度作成

することとなっており，１号炉については，平成 1 7 年 1 1 月 1 1 日以

降，  新たな炉心配置図は作成していない。空白は燃料が装荷されてい

ない状態を示す。  

平成 2 1 年 2 月 5 日から 2 月 6 日にかけて，「原子炉等規制法」第

6 8 条第 1 項の規定に基づき，原子力安全・保安院による立入検査が実

施され，原子炉内に燃料が装荷されていないこと，「保安規定」に基づ

く「原子炉運転終了に伴う措置」として原子炉内に燃料を装荷しないこ

と等が遵守されていることの確認を受けた。  

 

 

使用済燃料は平成 1 7 年 1 1 月 1 1 日に原子炉の炉心から取り出す作

業を完了し，これを「実用炉規則（昭和 5 3 年 1 2 月 2 8 日通商産業省

令第 7 7 号。ただし，平成 2 5 年 6 月 2 8 日原子力規制委員会規則第 4

号改正前のもの。）」第７条の規定に基づく記録（浜岡 1 号機 炉心配

置図）に記載している。本記録は燃料体の配置又は配置替えの都度作成

することとなっており，１号炉については，平成 1 7 年 1 1 月 1 1 日以

降，  新たな炉心配置図は作成していない。空白は燃料が装荷されてい

ない状態を示す。  

平成 2 1 年 2 月 5 日から 2 月 6 日にかけて，「原子炉等規制法」第

6 8 条第 1 項の規定に基づき，原子力安全・保安院による立入検査が実

施され，原子炉内に燃料が装荷されていないこと，「保安規定」に基づ

く「原子炉運転終了に伴う措置」として原子炉内に燃料を装荷しないこ

と等が遵守されていることの確認を受けた。  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

Ｂ． 2 号炉  

使用済燃料は平成 1 6 年 3 月 1 日に原子炉の炉心から取り出す作業

を完了し，これを「実用炉規則（昭和 5 3 年 1 2 月 2 8 日通商産業省令

第 7 7 号。ただし，平成 2 5 年 6 月 2 8 日原子力規制委員会規則第 4 号

改正前のもの。）」第７条の規定に基づく記録（浜岡２号機  炉心配置図）

に記載している。本記録は燃料体の配置又は配置替えの都度作成する

こととなっており，2 号炉については，平成 1 6 年 3 月 1 日以降，新た

な炉心配置図は作成していない。空白は燃料が装荷されていない状態

を示す。  

平成 2 1 年 2 月 5 日から 2 月 6 日にかけて，「原子炉等規制法」第

6 8 条第 1 項の規定に基づき，原子力安全・保安院による立入検査が実

施され，原子炉内に燃料が装荷されていないこと，「保安規定」に基づ

く「原子炉運転終了に伴う措置」として原子炉内に燃料を装荷しないこ

と等が遵守されていることの確認を受けた。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

（中略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-　
1
-1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付一】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

-　
1
-2
　
-



 

 

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作

業区域図 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付二】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

 

 

 

 

 

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

本頁は、核物質防護に関わる情報のため、公開しないこととしております。  

-　
2
-1
　
-



 

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書  

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付三】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

1 号及び 2 号原子炉施設の廃止措置中における放射線管理の方法を

示すとともに，想定される被ばく線量評価を実施することにより，1 号

及び 2 号原子炉施設の廃止措置に伴う被ばくが合理的に達成可能な限

り低いことを確認する。  

1 号原子炉施設の廃止措置中における放射線管理の方法を示すとと

もに，想定される被ばく線量評価を実施することにより，1 号原子炉施

設の廃止措置に伴う被ばくが合理的に達成可能な限り低いことを確認

する。  

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

（中略）  （中略）  

 

2． 1． 4  直接線及びスカイシャイン線による周辺公衆の被ばく評価  

1 号及び 2 号炉原子炉運転中において，人が居住する可能性のあ

る周辺監視区域境界外における直接線量及びスカイシャイン線量

は，空気カーマで 5 0 μ G y／ y を下回る。  

第 1 段階中は，廃止措置対象施設内において放射性物質によって

汚染された区域の解体工事を行わず原子炉運転中の定期点検時と

同等の状態が継続する。また，既存の建屋及び構築物等を維持する。 

原子炉運転中，直接線及びスカイシャイン線に主に寄与するター

ビン建屋からの線量は，主蒸気中に含まれる N - 1 6 を線源としてい

る。1 号及び 2 号炉は，ともに運転を停止してから長期間が経過し

ていること，N - 1 6 の半減期は約 7 秒であることから，タービン建

家からの線量は無視できる。  

 

2． 1． 4  直接線及びスカイシャイン線による周辺公衆の被ばく評価  

1 号及び 2 号炉原子炉運転中において，人が居住する可能性のあ

る周辺監視区域境界外における直接線量及びスカイシャイン線量

は，空気カーマで 5 0 μ G y／ y を下回る。  

第 1 段階中は，廃止措置対象施設内において放射性物質によって

汚染された区域の解体工事を行わず原子炉運転中の定期点検時と

同等の状態が継続する。また，既存の建屋及び構築物等を維持する。 

原子炉運転中，直接線及びスカイシャイン線に主に寄与するター

ビン建家からの線量は，主蒸気中に含まれる N - 1 6 を線源としてい

る。1 号及び 2 号炉は，ともに運転を停止してから長期間が経過し

ていること，N - 1 6 の半減期は約 7 秒であることから，タービン建

家からの線量は無視できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一） 

 

 

 

（中略）  （中略）  

 

2． 2． 1  放射性気体廃棄物の放出による被ばく  

（ 1）放射性気体廃棄物の推定放出量  

①  評価前提  

a．評価対象設備  

第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する

設備を対象とする。  

 

 

2． 2． 1  放射性気体廃棄物の放出による被ばく  

（ 1）放射性気体廃棄物の推定放出量  

①  評価前提  

a．評価対象設備  

第 2 段階対象設備を対象とする。  

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一） 

 

（中略）  （中略）  
 

-　
3
-1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付三】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

②  推定放出量  

汚染設備の解体撤去工事に伴う粒子状放射性物質の放出量

は，解体対象物切断部分の存在量に，切断作業に伴う粒子状放

射性物質の気中移行割合を乗じ，建屋排気フィルタ等の捕集効

率及び仮設の汚染拡大防止囲いからの漏えい割合を考慮して

求め，第 2 段階で解体又は解体に着手する対象設備を解体撤去

した場合に伴う累積放出量として求める。また，切断方法は，

気中機械的切断として評価する。  

被ばく評価に用いる放射性物質の放射能量は，「添付書類五  

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」

で評価する平成 2 7 年 4 月 1 日時点のものとし，解体撤去工事

の工程による放射能減衰を考慮せず，保守的に評価する。  

 

②  推定放出量  

汚染設備の解体撤去工事に伴う粒子状放射性物質の放出量

は，解体対象物切断部分の存在量に，切断作業に伴う粒子状放

射性物質の気中移行割合を乗じ，建屋排気フィルタ等の捕集効

率及び仮設の汚染拡大防止囲いからの漏えい割合を考慮して

求め，第 2 段階対象設備を解体撤去した場合に伴う累積放出量

として求める。また，切断方法は，気中機械的切断として評価

する。  

被ばく評価に用いる放射性物質の放射能量は，「添付書類五  

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」

で評価する平成 2 7 年 4 月 1 日時点のものとし，解体撤去工事

の工程による放射能減衰を考慮せず，保守的に評価する。  

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一） 

 

 

 

 

（中略）  （中略）  
 

解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質の環境への

放出量評価に使用するパラメータを表 3－ 3 に示す。パラメー

タのうち汚染拡大防止囲いフィルタの捕集効率 ( 𝐷𝐹2)を考慮す

る場合に加え汚染拡大防止囲いフィルタの捕集効率 ( 𝐷𝐹2)を考

慮しない場合を想定するとともに，解体撤去工事における放射

性核種 𝑖の排気中移行率 ( 𝐹𝐴𝑖)の設定において欠損容積率及び欠

損面積率のばらつきを考慮し，粒子状放射性物質の環境への放

出量の変動を想定する。  

切断作業時の建屋からの漏えいは，換気設備を維持管理する

ことから，漏えいの可能性は低いため無視する。  

以上より，解体撤去工事に伴う粒子状放射性物質の環境への

推定放出量は，表 3－ 4 のとおり 1 号炉約 2 . 2 × 1 0 6  B q～約

3 . 6 × 1 0 8  B q，2 号炉約 1 . 5 × 1 0 6  B q～約 2 . 5 × 1 0 8  B q となる。 

 

解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質の環境への

放出量評価に使用するパラメータを表 3－ 3 に示す。パラメー

タのうち汚染拡大防止囲いフィルタの捕集効率 ( 𝐷𝐹2)を考慮す

る場合に加え汚染拡大防止囲いフィルタの捕集効率 ( 𝐷𝐹2)を考

慮しない場合を想定するとともに，解体撤去工事における放射

性核種 𝑖の排気中移行率 ( 𝐹𝐴𝑖)の設定において欠損容積率及び欠

損面積率のばらつきを考慮し，粒子状放射性物質の環境への放

出量の変動を想定する。  

切断作業時の建屋からの漏えいは，換気設備を維持管理する

ことから，漏えいの可能性は低いため無視する。  

以上より，解体撤去工事に伴う粒子状放射性物質の環境への

推定放出量は，表 3－ 4 のとおり 1 号炉約 2 . 2 × 1 0 6  B q～約

3 . 6 × 1 0 8  B q となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付三】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 3）線量評価結果  

粒子状放射性物質の放出による周辺公衆の実効線量の評価結

果を表 3－ 5 に示す。  

1 号及び 2 号炉の粒子状放射性物質による実効線量の最大値

は， 4 号排気筒の西北西約 9 1 0 m の周辺監視区域境界において，

合計値約 2 . 5 × 1 0 − 2  μ S v／ y ~約 4 . 2  μ S v／ y となる。（第 2 段階

中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備の全てを 1

年間で解体撤去するとした時の評価値。）  

この値は，廃止措置の基本方針としている「原子炉設置許可申

請書」に記載の値約 1 2 μ S v／ y（ 1 号及び 2 号炉からの放射性希

ガスの γ 線に起因する実効線量）を下回る。  

放射性気体廃棄物の放出にあたっては，放射性気体廃棄物によ

る周辺公衆の影響が約 1 2 μ S v／ y を下回るようにする。放射性気

体廃棄物の放出経路の排気口への切替完了までは排気筒におい

て，放射性気体廃棄物の放出経路の排気口への切替完了後は新た

に設ける排気口において粒子状放射性物質を測定し，「線量告示」

に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないよ

うにするとともに，放出管理目標値を設定し，これを超えないよ

うに努める。  

第 2 段階中の放出管理目標値は，粒子状放射性物質の環境への

放出量の変動を考慮し，1 号及び 2 号炉合計 3 . 7 × 1 0 8  B q／ y（C o -

6 0）と設定する。  

 

（ 3）線量評価結果  

粒子状放射性物質の放出による周辺公衆の実効線量の評価結

果を表 3－ 5 に示す。  

1 号及び 2 号炉の粒子状放射性物質による実効線量の最大値

は， 4 号排気筒の西北西約 9 1 0 m の周辺監視区域境界において，

合計値約 2 . 5 × 1 0 − 2  μ S v／ y ~約 4 . 2  μ S v／ y となる。（第 2 段階

対象設備の全てを 1 年間で解体撤去するとした時の評価値。）  

この値は，廃止措置の基本方針としている「原子炉設置許可申

請書」に記載の値約 1 2 μ S v／ y（ 1 号及び 2 号炉からの放射性希

ガスの γ 線に起因する実効線量）を下回る。  

放射性気体廃棄物の放出にあたっては，放射性気体廃棄物によ

る周辺公衆の影響が約 1 2 μ S v／ y を下回るようにする。放射性気

体廃棄物の放出経路の排気口への切替完了までは排気筒におい

て，放射性気体廃棄物の放出経路の排気口への切替完了後は新た

に設ける排気口において粒子状放射性物質を測定し，「線量告示」

に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないよ

うにするとともに，放出管理目標値を設定し，これを超えないよ

うに努める。  

第 2 段階中の放出管理目標値は，粒子状放射性物質の環境への

放出量の変動を考慮し，1 号及び 2 号炉合計 3 . 7 × 1 0 8  B q／ y（C o -

6 0）と設定する。  
 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一） 

 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付三】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

表 3－ 3  解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質の環境への  

放出量評価に使用するパラメータ（第 2 段階）  

パラメータ  単位  数値  備考  

𝐹𝐴𝑖：解体撤去工事によ

る放射性核種 𝑖の排気

中移行率  

－  

8 . 0 × 1 0 － 6  * 1  
放射化機器の気中

切断時  
2 . 0 × 1 0 － 5  * 2  

－  

1 . 2 × 1 0 － 2  * 1  
汚染機器の気中切

断時  
3 . 0 × 1 0 － 2  * 2  

𝐷𝐹1：局所回収設備フ

ィルタの捕集効率   
－  0    

𝐷𝐹2：汚染拡大防止囲

いフィルタの捕集効率   
－  

0 . 9 9  * 3  

考慮する場合（高

性能粒子フィルタ

を使用）  

0   考慮しない場合  

𝐷𝐹3：建屋排気フィル

タの捕集効率   
－  0 . 9 9   高性能粒子フィル

タを使用  

𝑟1：局所回収設備によ

る吸引割合   
－  0    

𝑟2：汚染拡大防止囲い

内で粒子状放射性物質

が付着・沈着を逃れる

割合   

－  1    

𝑟3：汚染拡大防止囲い

の漏えい率   
－  0 . 0 0 5  * 3   

𝑟4：建屋の漏えい率   －  0    

*1 欠損容積率又は欠損面積率を 4%と設定し、粒子飛散率（*3）を組み合わせた 

*2 欠損容積率又は欠損面積率を 10%と設定し、粒子飛散率（*3）を組み合わせた 

*3 財団法人電力中央研究所:「廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次版）」 

（平成 19 年）から引用 

 

 

表 3－ 3  解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質の環境への  

放出量評価に使用するパラメータ（第 2 段階）  

パラメータ  単位  数値  備考  

𝐹𝐴𝑖：解体撤去工事によ

る放射性核種 𝑖の排気

中移行率  

－  

8 . 0 × 1 0 － 6  * 1  
放射化機器の気中

切断時  
2 . 0 × 1 0 － 5  * 2  

－  

1 . 2 × 1 0 － 2  * 1  
汚染機器の気中切

断時  
3 . 0 × 1 0 － 2  * 2  

𝐷𝐹1：局所回収設備フ

ィルタの捕集効率   
－  0    

𝐷𝐹2：汚染拡大防止囲

いフィルタの捕集効率   
－  

0 . 9 9  * 3  

考慮する場合（高

性能粒子フィルタ

を使用）  

0   考慮しない場合  

𝐷𝐹3：建屋排気フィル

タの捕集効率   
－  0 . 9 9   高性能粒子フィル

タを使用  

𝑟1：局所回収設備によ

る吸引割合   
－  0    

𝑟2：汚染拡大防止囲い

内で粒子状放射性物質

が付着・沈着を逃れる

割合   

－  1    

𝑟3：汚染拡大防止囲い

の漏えい率   
－  0 . 0 0 5  * 3   

𝑟4：建屋の漏えい率   －  0    

*1 欠損容積率又は欠損面積率を 4%と設定し，粒子飛散率（*3）を組み合わせた 

*2 欠損容積率又は欠損面積率を 10%と設定し，粒子飛散率（*3）を組み合わせた 

*3 財団法人電力中央研究所:「廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次版）」 

（平成 19 年）から引用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付三】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

表 3－ 4  解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質 *の環境への  

推定放出量（第 2 段階）  

 単位  

数値  

欠損容積率又は  

欠損面積率  
4 %  

欠損容積率又は  

欠損面積率  
1 0 %  

汚染拡大防止囲いフィ

ルタ  
有  

汚染拡大防止囲いフィ

ルタ  
無  

1 号炉  B q  

C o - 6 0  約 1 . 3 × 1 0 6  C o - 6 0  約 2 . 2 × 1 0 8  

C m - 2 4 4  約 2 . 7 × 1 0 2  C m - 2 4 4  約 4 . 6 × 1 0 4  

P u - 2 4 1  約 4 . 8 × 1 0 3  P u - 2 4 1  約 8 . 1 × 1 0 5  

P u - 2 3 8  約 9 . 5 × 1 0 1  P u - 2 3 8  約 1 . 6 × 1 0 4  

P u - 2 3 9  約 5 . 7 × 1 0 1  P u - 2 3 9  約 9 . 5 × 1 0 3  

C - 1 4  約 2 . 7 × 1 0 5  C - 1 4  約 4 . 5 × 1 0 7  

N i - 6 3  約 5 . 9 × 1 0 5  N i - 6 3  約 9 . 9 × 1 0 7  

合計  約 2 . 2 × 1 0 6  合計  約 3 . 6 × 1 0 8  

2 号炉  B q  

C o - 6 0  約 1 . 0 × 1 0 6  C o - 6 0  約 1 . 7 × 1 0 8  

C m - 2 4 4  約 1 . 7 × 1 0 2  C m - 2 4 4  約 2 . 9 × 1 0 4  

P u - 2 4 1  約 3 . 1 × 1 0 3  P u - 2 4 1  約 5 . 2 × 1 0 5  

P u - 2 3 8  約 5 . 6 × 1 0 1  P u - 2 3 8  約 9 . 4 × 1 0 3  

P u - 2 3 9  約 3 . 3 × 1 0 1  P u - 2 3 9  約 5 . 5 × 1 0 3  

C - 1 4  約 1 . 4 × 1 0 5  C - 1 4  約 2 . 4 × 1 0 7  

N i - 6 3  約 3 . 5 × 1 0 5  N i - 6 3  約 5 . 8 × 1 0 7  

C s - 1 3 7  約 2 . 3 × 1 0 3  C s - 1 3 7  約 3 . 9 × 1 0 5  

合計  約 1 . 5 × 1 0 6  合計  約 2 . 5 × 1 0 8  

*  評価対象核種はそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（90％以上）寄与する核種  

 

 

表 3－ 4  解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質 *の環境への  

推定放出量（第 2 段階）  

 単位  

数値  

欠損容積率又は  

欠損面積率  
4 %  

欠損容積率又は  

欠損面積率  
1 0 %  

汚染拡大防止囲いフィ

ルタ  
有  

汚染拡大防止囲いフィ

ルタ  
無  

1 号炉  B q  

C o - 6 0  約 1 . 3 × 1 0 6  C o - 6 0  約 2 . 2 × 1 0 8  

C m - 2 4 4  約 2 . 7 × 1 0 2  C m - 2 4 4  約 4 . 6 × 1 0 4  

P u - 2 4 1  約 4 . 8 × 1 0 3  P u - 2 4 1  約 8 . 1 × 1 0 5  

P u - 2 3 8  約 9 . 5 × 1 0 1  P u - 2 3 8  約 1 . 6 × 1 0 4  

P u - 2 3 9  約 5 . 7 × 1 0 1  P u - 2 3 9  約 9 . 5 × 1 0 3  

C - 1 4  約 2 . 7 × 1 0 5  C - 1 4  約 4 . 5 × 1 0 7  

N i - 6 3  約 5 . 9 × 1 0 5  N i - 6 3  約 9 . 9 × 1 0 7  

合計  約 2 . 2 × 1 0 6  合計  約 3 . 6 × 1 0 8  

*  評価対象核種はそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（90％以上）寄与する核種  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号炉の号炉分

割に伴う変更  

 

-　
3
-5
　
-



 

 

添付書類四 廃止措置中の過失，機械又は装置の故障，地震，火災等があつ

た場合に発生すると想定される事故の種類，程度，影響等に

関する説明書 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

1 号及び 2 号原子炉施設の廃止措置に関連して，過失，機械若しくは

装置の故障又は地震，火災その他の災害があった場合に放射性物質の放

出を伴う事故とその影響を選定し，周辺監視区域境界外における周辺公

衆の実効線量を評価する。  

 

1 号原子炉施設の廃止措置に関連して，過失，機械若しくは装置の故障

又は地震，火災その他の災害があった場合に放射性物質の放出を伴う事

故とその影響を選定し，周辺監視区域境界外における周辺公衆の実効線

量を評価する。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

1． 2  事故の想定  

1 号及び 2 号炉における炉心からの燃料の取り出しは既に完了し

ており，第 1 段階は，「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載の

とおり，一部期間において使用済燃料を貯蔵していること，廃止措置

対象施設内において放射性物質によって汚染された区域の解体工事

を行わず原子炉運転中の定期点検時と同等の状態が継続することか

ら，第 1 段階中に想定すべき事故は，「原子炉設置許可申請書 添付

書類十」における事故時評価のうち，定期点検中の代表事象として評

価されている「燃料集合体の落下」を参考に，使用済燃料貯蔵施設内

での燃料集合体の落下を想定する。  

地震は，「原子炉設置許可申請書」に記載の耐震設計が考慮された

原子炉施設（建屋及び設備）のうち必要な機能を必要な期間継続して

維持管理することから，事故の誘引になることはないと考えられ，起

因事象としては想定しない。  

火災は，火災防護対策が考慮された原子炉施設のうち必要な機能を

必要な期間継続して維持管理することから，事故の誘引になることは

ないと考えられ，起因事象としては想定しない。  

 

1． 2  事故の想定  

1 号炉における炉心からの燃料の取り出しは既に完了しており，第

1 段階は，「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載のとおり，一

部期間において使用済燃料を貯蔵していること，廃止措置対象施設内

において放射性物質によって汚染された区域の解体工事を行わず原

子炉運転中の定期点検時と同等の状態が継続することから，第 1 段

階中に想定すべき事故は，「原子炉設置許可申請書 添付書類十」に

おける事故時評価のうち，定期点検中の代表事象として評価されてい

る「燃料集合体の落下」を参考に，使用済燃料貯蔵施設内での燃料集

合体の落下を想定する。  

地震は，「原子炉設置許可申請書」に記載の耐震設計が考慮された

原子炉施設（建屋及び設備）のうち必要な機能を必要な期間継続して

維持管理することから，事故の誘引になることはないと考えられ，起

因事象としては想定しない。  

火災は，火災防護対策が考慮された原子炉施設のうち必要な機能を

必要な期間継続して維持管理することから，事故の誘引になることは

ないと考えられ，起因事象としては想定しない。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

2  第 2 段階中  

2． 1  事故時における周辺公衆の被ばく評価  

第 2 段階中の事故時における発電所周辺公衆の被ばく評価は，旧

原子力安全委員会指針「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考

え方」にもとづき，想定する起因事象から放射性物質の放出量が最大

である事故を想定し，旧原子力安全委員会指針「発電用原子炉施設の

安全解析に関する気象指針」の拡散式を用いて，放射性物質の放出量

を算出した上で，放出放射性物質に起因する実効線量を評価する。  

評価にあたっては，以下を考慮する。  

・旧原子力安全委員会指針「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標

値に対する評価指針」  

・旧原子炉安全基準専門部会報告書「発電用軽水型原子炉施設の安全

審査における一般公衆の線量評価について」  

・「学会標準 2 0 0 9」  

 

第 1 段階中に実施した汚染状況の調査結果「添付書類五 核燃料物

質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」及び第 2 段階

における解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質を考慮する。 

 

2  第 2 段階中  

2． 1  事故時における周辺公衆の被ばく評価  

第 2 段階中の事故時における発電所周辺公衆の被ばく評価は，旧

原子力安全委員会指針「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考

え方」に基づき，想定する起因事象から放射性物質の放出量が最大で

ある事故を想定し，旧原子力安全委員会指針「発電用原子炉施設の安

全解析に関する気象指針」の拡散式を用いて，放射性物質の放出量を

算出した上で，放出放射性物質に起因する実効線量を評価する。  

評価にあたっては，以下を考慮する。  

・旧原子力安全委員会指針「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標

値に対する評価指針」  

・旧原子炉安全基準専門部会報告書「発電用軽水型原子炉施設の安全

審査における一般公衆の線量評価について」  

・「学会標準 2 0 0 9」  

 

第 1 段階中に実施した汚染状況の調査結果「添付書類五 核燃料物

質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」及び第 2 段階

における解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質を考慮する。 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（表現の統一） 

 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 9）地震  

「原子炉設置許可申請書」に記載の耐震設計を考慮している原子

炉施設 (建屋及び設備 )のうち必要な機能を必要とする期間継続し

て維持管理すること，第 1 段階中に 1 号及び 2 号炉から，全ての

燃料の搬出を完了したことから，地震が周辺公衆の被ばくに大きな

影響を与える事故の誘因となることはないため，起因事象として想

定しない。  

 

以上から，「（ 1）火災」，「（ 4）動的機器の機能停止」，「（ 5）弁の

誤開閉」，「（ 6）異常切断」及び「（ 7）外部電源の喪失」の事象が想

定できる。しかし，「（ 4）動的機器の機能停止」，「（ 5）弁の誤開閉」，

「（ 6）異常切断」及び「（ 7）外部電源の喪失」の事象は，事故が発

生した時点で作業を中断することにより，粒子状放射性物質の大気

放出を制限できるため，放出源となる放射性物質の移動・挙動が同

一になる「（ 1）火災」の「①汚染拡大防止囲いフィルタの破損」に

包絡される。  

「（ 1）火災」のうち，「①汚染拡大防止囲いフィルタの破損」で

は，火災によって作業環境中に放出された粒子状放射性物質は，建

屋排気フィルタを通して大気に放出されることから「②建屋排気フ

ィルタの破損事故」に包絡される。したがって，最も影響の大きい

事故として「②建屋排気フィルタの破損事故」を選定する。  

 

（ 9）地震  

「原子炉設置許可申請書」に記載の耐震設計を考慮している原子

炉施設 (建屋及び設備 )のうち必要な機能を必要とする期間継続し

て維持管理すること，第 1 段階中に 1 号及び 2 号炉から，全ての

燃料の搬出を完了したことから，地震が周辺公衆の被ばくに大きな

影響を与える事故の誘因となることはないため，起因事象として想

定しない。  

 

以上から，「（ 1）火災」，「（ 4）動的機器の機能停止」，「（ 5）弁の

誤開閉」，「（ 6）異常切断」及び「（ 7）外部電源の喪失」の事象が想

定できる。しかし，「（ 4）動的機器の機能停止」，「（ 5）弁の誤開閉」，

「（ 6）異常切断」及び「（ 7）外部電源の喪失」の事象は，事故が発

生した時点で作業を中断することにより，粒子状放射性物質の大気

放出を制限できるため，放出源となる放射性物質の移動・挙動が同

一になる「（ 1）火災」の「①汚染拡大防止囲いフィルタの破損」に

包絡される。  

「（ 1）火災」のうち，「①汚染拡大防止囲いフィルタの破損」で

は，火災によって作業環境中に放出された粒子状放射性物質は，建

屋排気フィルタを通して大気に放出されることから「②建屋排気フ

ィルタの破損」に包絡される。したがって，最も影響の大きい事故

として「②建屋排気フィルタの破損」を選定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（表現の統一） 

 

（中略）  （中略）  

 

2． 3． 1  粒子状放射性物質の大気中への放出量  

（ 1）評価前提  

a．第 2 段階中に実施又は着手する工事において，「汚染設備」の

解体撤去工事によって発生する粒子状放射性物質が飛散し，汚

染拡大防止囲いフィルタ及び建屋排気フィルタに回収される

ものとする。作業途中の汚染拡大防止囲いフィルタ及び建屋排

気フィルタの交換は考慮せず，保守的に評価する。  

 

2． 3． 1  粒子状放射性物質の大気中への放出量  

（ 1）評価前提  

a．第 2 段階対象設備の工事において，「汚染設備」の解体撤去工

事によって発生する粒子状放射性物質が飛散し，汚染拡大防止

囲いフィルタ及び建屋排気フィルタに回収されるものとする。

作業途中の汚染拡大防止囲いフィルタ及び建屋排気フィルタ

の交換は考慮せず，保守的に評価する。  

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一） 

 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 2）評価結果  

上記の前提条件に基づいて計算した粒子状放射性物質の大気

中への放出量は表 4－ 4 のとおり 1 号炉約 8 . 9 × 1 0 7  B q， 2 号炉

約 6 . 8 × 1 0 7  B q となる。  

（ 2）評価結果  

上記の前提条件に基づいて計算した粒子状放射性物質の大気

中への放出量は表 4－ 4 のとおり 1 号炉約 1 . 5 × 1 0 1 0  B q とな

る。  

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

・記載の適正化  

（ 記 載 内 容 の

整合）  

（中略）  （中略）  

 

（ 2）評価結果  

上記の評価方法に基づき周辺監視区域境界外の実効線量を評

価した結果を表 4－ 5 に示す。最大の実効線量は，1 号炉で約 1 . 3

× 1 0 － 1  m S v， 2 号炉で約 8 . 6× 1 0 － 2  m S v であり，いずれも旧

原子力安全委員会指針「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関

する審査指針」に記載された事故時評価の判断基準である 5 m S v

を下回る。なお，評価対象核種としてそれぞれの被ばく経路ごと

に実効線量へ大きく（ 9 0％以上）寄与する核種以外の残り 1 0％

に相当する核種の寄与分を考慮して 1 . 2 倍しても 1 号炉で約 1 . 6

× 1 0 － 1  m S v，2 号炉で約 1 . 1× 1 0 － 1  m S v であり，5 m S v を下

回る。  

 

（ 2）評価結果  

上記の評価方法に基づき周辺監視区域境界外の実効線量を評

価した結果を表 4－ 5 に示す。最大の実効線量は， 1 号炉で約

1 . 3 × 1 0 － 1  m S v であり，旧原子力安全委員会指針「発電用軽水

型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」に記載された事故時

評価の判断基準である 5 m S v を下回る。なお，評価対象核種とし

てそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（ 9 0％以上）寄

与する核種以外の残り 1 0％に相当する核種の寄与分を考慮して

1 . 2 倍しても 1 号炉で約 1 . 6 × 1 0 － 1  m S v であり， 5 m S v を下回

る。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  

 

表 4－ 1  核分裂生成物放出量（第 1 段階）  

 核分裂生成物放出量（B q）  

1 号炉  2 号炉  

希ガス（Kr-85） 

（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算値） 
約 3 . 3 × 1 0 1 1  約 3 . 8 × 1 0 1 1  

よう素（I-129） 約 2 . 7 × 1 0 6  約 2 . 7 × 1 0 6  
 

表 4－ 1  核分裂生成物放出量（第 1 段階）  

 
核分裂生成物放出量（B q）  

希ガス（Kr-85） 

（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算値） 
約 3 . 3 × 1 0 1 1  

よう素（I-129） 約 2 . 7 × 1 0 6  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 2  実効線量（第 1 段階）  

 
実  効  線  量（m S v）  

1 号炉  2 号炉  

希ガスの γ線外部被ばくによる実効線量 約 5 . 0 × 1 0 － 5  約 5 . 8 × 1 0 － 5  

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 2 . 5 × 1 0 － 7  約 2 . 5 × 1 0 － 7  

合 計 約 5 . 0 × 1 0 － 5  約 5 . 8 × 1 0 － 5  

 

表 4－ 2  実効線量（第 1 段階）  

 実  効  線  量（m S v）  

希ガスの γ線外部被ばくによる実効線量 約 5 . 0 × 1 0 － 5  

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 2 . 5 × 1 0 － 7  

合 計 約 5 . 0 × 1 0 － 5  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

表 4－ 3  解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質の環境への  

放出量評価に使用するパラメータ（第 2 段階）  

パラメータ 単位 数値 備考 

𝐴𝑅𝑖：事故 R に係わる設備中の 

放射性核種𝑖の存在量 

（1 号炉） 

Bq 

Co-60 約 5.0×1011 

*1 

*2 

タービン建家内の 

「汚染設備」 

Cm-244 約 1.1×108 

Pu-238 約 3.7×107 

Pu-241 約 1.9×109 

Pu-239 約 2.2×107 

𝐴𝑅𝑖：事故 R に係わる設備中の 

放射性核種𝑖の存在量 

（2 号炉） 

Bq 

Co-60 約 3.8×1011 

*1 

*2 

タービン建家内の 

「汚染設備」 

Cm-244 約 6.5×107 

Pu-238 約 2.1×107 

Pu-241 約 1.2×109 

𝐹𝑅𝑖：事故 R における放射性核種𝑖の 

飛散・漏出率 
－ 3.0×10-2 *3 気中機械的切断 

𝐷𝐹1：局所回収設備フィルタの捕集 

効率 
－ 0   

𝐷𝐹2：汚染拡大防止囲いフィルタの 

捕集効率  
－ 0   

𝐷𝐹3：建屋排気フィルタの捕集効率 － 0.99  高性能粒子フィルタ 

を使用 

𝑟1：局所回収設備による吸引割合  － 0   

𝑟2：汚染拡大防止囲い内で粒子状 

放射性物質が付着・沈着を逃 

れる割合  

－ 1   

𝑟3：汚染拡大防止囲いの漏えい率  － 0.005 *4  

𝑟4：建屋の漏えい率  － 0   

*1 評価対象核種はそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（90％以上）寄与する核種 

*2 第 2 段階で解体撤去する対象物から算出 

*3 欠損容積率又は欠損面積率を 10％と設定し、粒子飛散率(*4)を組み合わせた 

*4 財団法人電力中央研究所:「廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次版）」（平成 19 年）から

引用 

表 4－ 3  解体撤去工事に伴い発生する粒子状放射性物質の環境への  

放出量評価に使用するパラメータ（第 2 段階）  

パラメータ  単位  数値  備考  

𝐴𝑅𝑖：事故 R に係わる設備中の  

放射性核種 𝑖の存在量  
B q  

C o - 6 0  約 5 . 0 × 1 0 1 1  

* 1  

* 2  

タービン建家内の  

「汚染設備」  

C m - 2 4 4  約 1 . 1 × 1 0 8  

P u - 2 3 8  約 3 . 7 × 1 0 7  

P u - 2 4 1  約 1 . 9 × 1 0 9  

P u - 2 3 9  約 2 . 2 × 1 0 7  

𝐹𝑅𝑖：事故 R における放射性核種 𝑖の  

飛散・漏出率  
－  3 . 0 × 1 0 - 2  * 3  気中機械的切断  

𝐷𝐹1：局所回収設備フィルタの捕集  

効率  
－  0    

𝐷𝐹2：汚染拡大防止囲いフィルタの  

捕集効率   
－  0    

𝐷𝐹3：建屋排気フィルタの捕集効率  －  0 . 9 9   高性能粒子フィルタ  

を使用  

𝑟1：局所回収設備による吸引割合   －  0    

𝑟2：汚染拡大防止囲い内で粒子状  

放射性物質が付着・沈着を逃  

れる割合   

－  1    

𝑟3：汚染拡大防止囲いの漏えい率   －  0 . 0 0 5  * 4   

𝑟4：建屋の漏えい率   －  0    

*1 評価対象核種はそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（90％以上）寄与する核種 

*2 第 2 段階対象設備から算出 

*3 欠損容積率又は欠損面積率を 10％と設定し，粒子飛散率(*4)を組み合わせた 

*4 財団法人電力中央研究所:「廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次版）」（平成 19 年）から

引用 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（用語の統一，

表現の統一）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付四】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 4－ 4  粒子状放射性物質 *の大気中への放出量（第 2 段階）  
 単位  数値  合計  

1 号炉  B q  

C o - 6 0  約 1 . 5 × 1 0 1 0  

約 1 . 5 × 1 0 1 0  

C m - 2 4 4  約 3 . 1 × 1 0 6  

P u - 2 3 8  約 1 . 1 × 1 0 6  

P u - 2 4 1  約 5 . 6 × 1 0 7  

P u - 2 3 9  約 6 . 5 × 1 0 5  

2 号炉  B q  

C o - 6 0  約 1 . 1 × 1 0 1 0  

約 1 . 1 × 1 0 1 0  
C m - 2 4 4  約 1 . 9 × 1 0 6  

P u - 2 3 8  約 6 . 3 × 1 0 5  

P u - 2 4 1  約 3 . 5 × 1 0 7  

* 評価対象核種はそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（90％以上）寄

与する核種 

表 4－ 4  粒子状放射性物質 *の大気中への放出量（第 2 段階）  
 単位  数値  合計  

1 号炉  B q  

C o - 6 0  約 1 . 5 × 1 0 1 0  

約 1 . 5 × 1 0 1 0  

C m - 2 4 4  約 3 . 1 × 1 0 6  

P u - 2 3 8  約 1 . 1 × 1 0 6  

P u - 2 4 1  約 5 . 6 × 1 0 7  

P u - 2 3 9  約 6 . 5 × 1 0 5  

* 評価対象核種はそれぞれの被ばく経路ごとに実効線量へ大きく（90％以上）寄

与する核種 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

表 4－ 5  実効線量の評価結果 *（第 2 段階）  

 
実 効 線 量（mSv） 

1 号炉 2 号炉 

放射性雲からの外部被ばく 約 1.0×10－4 約 7.7×10－5 

吸入摂取による内部被ばく 約 1.3×10－1 約 8.6×10－2 

合 計 約 1.3×10－1 約 8.6×10－2 

*  それぞれの被ばく経路ごとの実効線量の値は，実効線量へ大き

く（ 9 0％以上）寄与する核種の合計値。  

 

表 4－ 5  実効線量の評価結果 *（第 2 段階）  

 実 効 線 量（mSv） 

放射性雲からの外部被ばく 約 1.0×10－4 

吸入摂取による内部被ばく 約 1.3×10－1 

合 計 約 1.3×10－1 

*  それぞれの被ばく経路ごとの実効線量の値は，実効線量へ大き

く（ 9 0％以上）寄与する核種の合計値。  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

-　
4
-6
　
-



 

 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）  

 

 

放射能レベル区分  考え方  

L1 区分値の上限  「原子炉等規制法施行令」第 31 条に定め

る放射能濃度  

L1 と L2 の区分値  「核燃料物質又は核燃料物質によって汚

染された物の第二種廃棄物埋設の事業に

関する規則」（以下，「第二種廃棄物埋設規

則」という。）別表第 1 に定める放射能濃

度の 10 分の 1  

L2 と L3 の区分値  「第二種廃棄物埋設規則」別表第 2 に定

める放射能濃度の 10 分の 1  

L3 と CL の区分値  「製錬事業者等における工場等において

用いた資材その他の物に含まれる放射性

物質の放射能濃度についての確認等に関

する規則」別表第 1 第 1 欄の 33 種類の

放射性物質の放射能濃度を別表第 1 第 2

欄の放射能濃度で除した割合の合計値と

して 0.5  
 

 

放射能レベル区分  考え方  

L1 区分値の上限  「原子炉等規制法施行令」第 31 条に定め

る放射能濃度  

L1 と L2 の区分値  「核燃料物質又は核燃料物質によつて汚

染された物の第二種廃棄物埋設の事業に

関する規則」（以下，「第二種廃棄物埋設規

則」という。）別表第 1 に定める放射能濃

度の 10 分の 1  

L2 と L3 の区分値  「第二種廃棄物埋設規則」別表第 2 に定

める放射能濃度の 10 分の 1  

L3 と CL の区分値  「製錬事業者等における工場等において

用いた資材その他の物に含まれる放射性

物質の放射能濃度についての確認等に関

する規則」別表第 1 第 1 欄の 33 種類の

放射性物質の放射能濃度を別表第 1 第 2

欄の放射能濃度で除した割合の合計値と

して 0.5  
 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（表現の統一） 

 

 

（中略）  （中略）  

 

3． 2  第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備  

第 2 段階中に解体撤去を実施する又は解体撤去に着手する設備（以

下，「第 2 段階対象設備」という。）の放射能量を核種ごとに放射化汚

染及び二次的な汚染に分けて評価した結果を表 5－ 4 に示す。  

第 2 段階対象設備の物量を放射能レベル区分ごとに整理した結果

を表 5－ 5 に示す。  

 

3． 2  第 2 段階対象設備  

第 2 段階対象設備の放射能量を核種ごとに放射化汚染及び二次的

な汚染に分けて評価した結果を表 5－ 4 に示す。  

第 2 段階対象設備の物量を放射能レベル区分ごとに整理した結果

を表 5－ 5 に示す。  

 

・記載の適正化  

（用語の統一，

用 語 定 義 の

記 載 位 置 変

更）  

（中略）  （中略）  

 

-　
5
-1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5－2（1） 廃止措置対象施設全体の放射能量評価結果（1 号炉）（1／2）  

平成 2 7 年 4 月 1 日時点（単位：B q）  

No. 核種名  放射化汚染  二次的な汚染  合計  

1  H - 3  2 . 4 E + 1 3  3 . 6 E + 1 0  2 . 4 E + 1 3  

2  B e - 1 0  2 . 6 E + 0 8  2 . 1 E + 0 3  2 . 6 E + 0 8  

3  C - 1 4  4 . 6 E + 1 2  2 . 7 E + 1 1  4 . 8 E + 1 2  

4  S - 3 5  5 . 0 E + 0 1  1 . 8 E - 0 9  5 . 0 E + 0 1  

5  C l - 3 6  1 . 4 E + 0 9  1 . 1 E + 0 7  1 . 4 E + 0 9  

6  C a - 4 1  1 . 4 E + 1 0  4 . 0 E + 0 4  1 . 4 E + 1 0  

7  S c - 4 6  3 . 6 E + 0 3  8 . 6 E - 0 9  3 . 6 E + 0 3  

8  M n - 5 4  1 . 8 E + 1 0  8 . 6 E + 0 7  1 . 8 E + 1 0  

9  F e - 5 5  1 . 4 E + 1 5  5 . 2 E + 1 1  1 . 4 E + 1 5  

1 0  F e - 5 9  1 . 0 E + 0 0  1 . 8 E - 2 1  1 . 0 E + 0 0  

1 1  C o - 5 8  8 . 4 E + 0 1  2 . 0 E - 0 8  8 . 4 E + 0 1  

1 2  C o - 6 0  3 . 3 E + 1 5  5 . 1 E + 1 2  3 . 3 E + 1 5  

1 3  N i - 5 9  2 . 4 E + 1 3  2 . 1 E + 1 0  2 . 4 E + 1 3  

1 4  N i - 6 3  2 . 6 E + 1 5  2 . 3 E + 1 2  2 . 6 E + 1 5  

1 5  Z n - 6 5  1 . 6 E + 0 8  8 . 9 E + 0 4  1 . 6 E + 0 8  

1 6  S e - 7 9  5 . 4 E + 0 7  5 . 9 E + 0 3  5 . 4 E + 0 7  

1 7  S r - 9 0  1 . 4 E + 0 8  2 . 8 E + 1 0  2 . 8 E + 1 0  

1 8  Z r - 9 3  5 . 7 E + 0 5  2 . 6 E + 0 5  8 . 3 E + 0 5  

1 9  N b - 9 4  6 . 3 E + 1 0  1 . 1 E + 0 9  6 . 4 E + 1 0  

2 0  N b - 9 5  1 . 5 E - 0 1  5 . 3 E - 3 1  1 . 5 E - 0 1  

2 1  M o - 9 3  3 . 3 E + 1 0  5 . 7 E + 0 6  3 . 3 E + 1 0  

2 2  T c - 9 9  5 . 5 E + 0 9  1 . 4 E + 0 8  5 . 6 E + 0 9  

2 3  R u - 1 0 6  1 . 1 E + 0 4  1 . 6 E + 0 7  1 . 6 E + 0 7  

2 4  A g - 1 0 8 m  4 . 5 E + 1 0  1 . 2 E + 0 6  4 . 5 E + 1 0  

2 5  A g - 1 1 0 m  3 . 8 E + 0 7  3 . 9 E + 0 4  3 . 8 E + 0 7  

2 6  C d - 1 1 3 m  7 . 8 E + 1 1  2 . 0 E + 0 6  7 . 8 E + 1 1  

2 7  S n - 1 2 6  1 . 7 E + 0 3  7 . 4 E + 0 4  7 . 6 E + 0 4  

2 8  S b - 1 2 4  1 . 1 E + 0 1  9 . 1 E - 1 5  1 . 1 E + 0 1  

2 9  S b - 1 2 5  1 . 2 E + 1 0  4 . 2 E + 0 7  1 . 2 E + 1 0  

3 0  T e - 1 2 3 m  1 . 7 E + 0 2  1 . 1 E - 0 2  1 . 7 E + 0 2  

3 1  T e - 1 2 5 m  3 . 0 E + 0 9  1 . 4 E - 1 7  3 . 0 E + 0 9  

3 2  I - 1 2 9  2 . 9 E + 0 7  3 . 6 E + 0 5  3 . 0 E + 0 7  
 

表 5－ 2  廃止措置対象施設全体の放射能量評価結果（ 1／ 2）  

平成 2 7 年 4 月 1 日時点（単位：B q）  

No. 核種名  放射化汚染  二次的な汚染  合計  

1  H - 3  2 . 4 E + 1 3  3 . 6 E + 1 0  2 . 4 E + 1 3  

2  B e - 1 0  2 . 6 E + 0 8  2 . 1 E + 0 3  2 . 6 E + 0 8  

3  C - 1 4  4 . 6 E + 1 2  2 . 7 E + 1 1  4 . 8 E + 1 2  

4  S - 3 5  5 . 0 E + 0 1  1 . 8 E - 0 9  5 . 0 E + 0 1  

5  C l - 3 6  1 . 4 E + 0 9  1 . 1 E + 0 7  1 . 4 E + 0 9  

6  C a - 4 1  1 . 4 E + 1 0  4 . 0 E + 0 4  1 . 4 E + 1 0  

7  S c - 4 6  3 . 6 E + 0 3  8 . 6 E - 0 9  3 . 6 E + 0 3  

8  M n - 5 4  1 . 8 E + 1 0  8 . 6 E + 0 7  1 . 8 E + 1 0  

9  F e - 5 5  1 . 4 E + 1 5  5 . 2 E + 1 1  1 . 4 E + 1 5  

1 0  F e - 5 9  1 . 0 E + 0 0  1 . 8 E - 2 1  1 . 0 E + 0 0  

1 1  C o - 5 8  8 . 4 E + 0 1  2 . 0 E - 0 8  8 . 4 E + 0 1  

1 2  C o - 6 0  3 . 3 E + 1 5  5 . 1 E + 1 2  3 . 3 E + 1 5  

1 3  N i - 5 9  2 . 4 E + 1 3  2 . 1 E + 1 0  2 . 4 E + 1 3  

1 4  N i - 6 3  2 . 6 E + 1 5  2 . 3 E + 1 2  2 . 6 E + 1 5  

1 5  Z n - 6 5  1 . 6 E + 0 8  8 . 9 E + 0 4  1 . 6 E + 0 8  

1 6  S e - 7 9  5 . 4 E + 0 7  5 . 9 E + 0 3  5 . 4 E + 0 7  

1 7  S r - 9 0  1 . 4 E + 0 8  2 . 8 E + 1 0  2 . 8 E + 1 0  

1 8  Z r - 9 3  5 . 7 E + 0 5  2 . 6 E + 0 5  8 . 3 E + 0 5  

1 9  N b - 9 4  6 . 3 E + 1 0  1 . 1 E + 0 9  6 . 4 E + 1 0  

2 0  N b - 9 5  1 . 5 E - 0 1  5 . 3 E - 3 1  1 . 5 E - 0 1  

2 1  M o - 9 3  3 . 3 E + 1 0  5 . 7 E + 0 6  3 . 3 E + 1 0  

2 2  T c - 9 9  5 . 5 E + 0 9  1 . 4 E + 0 8  5 . 6 E + 0 9  

2 3  R u - 1 0 6  1 . 1 E + 0 4  1 . 6 E + 0 7  1 . 6 E + 0 7  

2 4  A g - 1 0 8 m  4 . 5 E + 1 0  1 . 2 E + 0 6  4 . 5 E + 1 0  

2 5  A g - 1 1 0 m  3 . 8 E + 0 7  3 . 9 E + 0 4  3 . 8 E + 0 7  

2 6  C d - 1 1 3 m  7 . 8 E + 1 1  2 . 0 E + 0 6  7 . 8 E + 1 1  

2 7  S n - 1 2 6  1 . 7 E + 0 3  7 . 4 E + 0 4  7 . 6 E + 0 4  

2 8  S b - 1 2 4  1 . 1 E + 0 1  9 . 1 E - 1 5  1 . 1 E + 0 1  

2 9  S b - 1 2 5  1 . 2 E + 1 0  4 . 2 E + 0 7  1 . 2 E + 1 0  

3 0  T e - 1 2 3 m  1 . 7 E + 0 2  1 . 1 E - 0 2  1 . 7 E + 0 2  

3 1  T e - 1 2 5 m  3 . 0 E + 0 9  1 . 4 E - 1 7  3 . 0 E + 0 9  

3 2  I - 1 2 9  2 . 9 E + 0 7  3 . 6 E + 0 5  3 . 0 E + 0 7  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
5
-2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5－2（1） 廃止措置対象施設全体の放射能量評価結果（1 号炉）（2／2）  

平成 27 年 4 月 1 日時点 （単位：Bq）  

No. 核種名  放射化汚染  二次的な汚染  合計  

3 3  C s - 1 3 4  9 . 4 E + 1 3  9 . 8 E + 0 7  9 . 4 E + 1 3  

3 4  C s - 1 3 7  2 . 8 E + 0 8  3 . 8 E + 0 9  4 . 1 E + 0 9  

3 5  B a - 1 3 3  1 . 7 E + 1 2  3 . 9 E + 0 7  1 . 7 E + 1 2  

3 6  L a - 1 3 7  2 . 8 E + 0 5  1 . 2 E + 0 1  2 . 8 E + 0 5  

3 7  C e - 1 4 4  3 . 0 E + 0 3  1 . 1 E + 0 6  1 . 1 E + 0 6  

3 8  P m - 1 4 7  1 . 4 E + 1 2  9 . 7 E + 0 8  1 . 4 E + 1 2  

3 9  S m - 1 5 1  4 . 8 E + 1 1  1 . 2 E + 0 8  4 . 8 E + 1 1  

4 0  E u - 1 5 2  1 . 7 E + 1 1  7 . 1 E + 0 5  1 . 7 E + 1 1  

4 1  E u - 1 5 4  3 . 2 E + 1 2  4 . 6 E + 0 8  3 . 2 E + 1 2  

4 2  T b - 1 6 0  5 . 2 E + 0 2  4 . 6 E - 1 0  5 . 2 E + 0 2  

4 3  H o - 1 6 6 m  3 . 5 E + 0 9  6 . 3 E + 0 6  3 . 5 E + 0 9  

4 4  L u - 1 7 6  2 . 1 E + 0 7  9 . 4 E - 0 2  2 . 1 E + 0 7  

4 5  T a - 1 8 2  1 . 5 E + 0 4  1 . 5 E + 0 0  1 . 5 E + 0 4  

4 6  I r - 1 9 2 m  2 . 1 E + 1 1  9 . 4 E + 0 7  2 . 1 E + 1 1  

4 7  P t - 1 9 3  1 . 2 E + 1 4  2 . 8 E + 0 9  1 . 2 E + 1 4  

4 8  U - 2 3 4  3 . 3 E + 0 8  2 . 9 E + 0 5  3 . 4 E + 0 8  

4 9  U - 2 3 5  1 . 5 E + 0 7  1 . 0 E + 0 4  1 . 5 E + 0 7  

5 0  U - 2 3 6  4 . 6 E + 0 2  3 . 0 E + 0 4  3 . 0 E + 0 4  

5 1  U - 2 3 8  3 . 3 E + 0 8  3 . 4 E + 0 5  3 . 3 E + 0 8  

5 2  N p - 2 3 7  1 . 1 E + 0 2  3 . 0 E + 0 4  3 . 0 E + 0 4  

5 3  P u - 2 3 8  1 . 4 E + 0 6  3 . 8 E + 0 8  3 . 8 E + 0 8  

5 4  P u - 2 3 9  3 . 1 E + 0 6  2 . 2 E + 0 8  2 . 3 E + 0 8  

5 5  P u - 2 4 0  7 . 7 E + 0 5  1 . 5 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  

5 6  P u - 2 4 1  3 . 0 E + 0 7  1 . 9 E + 1 0  1 . 9 E + 1 0  

5 7  P u - 2 4 2  1 . 6 E + 0 3  7 . 0 E + 0 5  7 . 0 E + 0 5  

5 8  A m - 2 4 1  1 . 3 E + 0 6  4 . 1 E + 0 7  4 . 2 E + 0 7  

5 9  A m - 2 4 2 m  1 . 9 E + 0 4  1 . 7 E + 0 6  1 . 7 E + 0 6  

6 0  A m - 2 4 3  1 . 2 E + 0 4  9 . 8 E + 0 6  9 . 8 E + 0 6  

6 1  C m - 2 4 2  1 . 5 E + 0 4  1 . 4 E + 0 1  1 . 5 E + 0 4  

6 2  C m - 2 4 4  6 . 8 E + 0 5  1 . 1 E + 0 9  1 . 1 E + 0 9  
 

表 5－ 2  廃止措置対象施設全体の放射能量評価結果（ 2／ 2）  

平成 2 7 年 4 月 1 日時点 （単位：B q）  

N o  核種名  放射化汚染  二次的な汚染  合計  

3 3  C s - 1 3 4  9 . 4 E + 1 3  9 . 8 E + 0 7  9 . 4 E + 1 3  

3 4  C s - 1 3 7  2 . 8 E + 0 8  3 . 8 E + 0 9  4 . 1 E + 0 9  

3 5  B a - 1 3 3  1 . 7 E + 1 2  3 . 9 E + 0 7  1 . 7 E + 1 2  

3 6  L a - 1 3 7  2 . 8 E + 0 5  1 . 2 E + 0 1  2 . 8 E + 0 5  

3 7  C e - 1 4 4  3 . 0 E + 0 3  1 . 1 E + 0 6  1 . 1 E + 0 6  

3 8  P m - 1 4 7  1 . 4 E + 1 2  9 . 7 E + 0 8  1 . 4 E + 1 2  

3 9  S m - 1 5 1  4 . 8 E + 1 1  1 . 2 E + 0 8  4 . 8 E + 1 1  

4 0  E u - 1 5 2  1 . 7 E + 1 1  7 . 1 E + 0 5  1 . 7 E + 1 1  

4 1  E u - 1 5 4  3 . 2 E + 1 2  4 . 6 E + 0 8  3 . 2 E + 1 2  

4 2  T b - 1 6 0  5 . 2 E + 0 2  4 . 6 E - 1 0  5 . 2 E + 0 2  

4 3  H o - 1 6 6 m  3 . 5 E + 0 9  6 . 3 E + 0 6  3 . 5 E + 0 9  

4 4  L u - 1 7 6  2 . 1 E + 0 7  9 . 4 E - 0 2  2 . 1 E + 0 7  

4 5  T a - 1 8 2  1 . 5 E + 0 4  1 . 5 E + 0 0  1 . 5 E + 0 4  

4 6  I r - 1 9 2 m  2 . 1 E + 1 1  9 . 4 E + 0 7  2 . 1 E + 1 1  

4 7  P t - 1 9 3  1 . 2 E + 1 4  2 . 8 E + 0 9  1 . 2 E + 1 4  

4 8  U - 2 3 4  3 . 3 E + 0 8  2 . 9 E + 0 5  3 . 4 E + 0 8  

4 9  U - 2 3 5  1 . 5 E + 0 7  1 . 0 E + 0 4  1 . 5 E + 0 7  

5 0  U - 2 3 6  4 . 6 E + 0 2  3 . 0 E + 0 4  3 . 0 E + 0 4  

5 1  U - 2 3 8  3 . 3 E + 0 8  3 . 4 E + 0 5  3 . 3 E + 0 8  

5 2  N p - 2 3 7  1 . 1 E + 0 2  3 . 0 E + 0 4  3 . 0 E + 0 4  

5 3  P u - 2 3 8  1 . 4 E + 0 6  3 . 8 E + 0 8  3 . 8 E + 0 8  

5 4  P u - 2 3 9  3 . 1 E + 0 6  2 . 2 E + 0 8  2 . 3 E + 0 8  

5 5  P u - 2 4 0  7 . 7 E + 0 5  1 . 5 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  

5 6  P u - 2 4 1  3 . 0 E + 0 7  1 . 9 E + 1 0  1 . 9 E + 1 0  

5 7  P u - 2 4 2  1 . 6 E + 0 3  7 . 0 E + 0 5  7 . 0 E + 0 5  

5 8  A m - 2 4 1  1 . 3 E + 0 6  4 . 1 E + 0 7  4 . 2 E + 0 7  

5 9  A m - 2 4 2 m  1 . 9 E + 0 4  1 . 7 E + 0 6  1 . 7 E + 0 6  

6 0  A m - 2 4 3  1 . 2 E + 0 4  9 . 8 E + 0 6  9 . 8 E + 0 6  

6 1  C m - 2 4 2  1 . 5 E + 0 4  1 . 4 E + 0 1  1 . 5 E + 0 4  

6 2  C m - 2 4 4  6 . 8 E + 0 5  1 . 1 E + 0 9  1 . 1 E + 0 9  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
5
-3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
5
-4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
5
-5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5－ 3  汚染状況の調査結果（廃止措置対象施設全体）  

平成 2 7 年 4 月 1 日時点 (単位：トン )  

放射能レベル区分  1 号炉  2 号炉  合計値  

低レベル  

放射性廃棄

物  

L 1  
約 40  

[約 40 ]  

約 50  

[約 50 ]  

約 100  

[約 100 ]  

L 2  
約 1 ,360  

[約 370 ]  

約 1 ,740  

[約 570 ]  

約 3 ,100  

[約 1 ,000 ]  

L 3  
約 12 ,26 0  

[約 9 ,990 ]  

約 15 ,53 0  

[約 8 ,860 ]  

約 27 ,80 0  

[約 18 ,900 ]  

C L  
約 30 ,79 0  

[約 34 ,050 ]  

約 35 ,75 0  

[約 43 ,580 ]  

約 66 ,60 0  

[約 77 ,700 ]  

放射性廃棄物でないもの  

（管理区域外から発生した  

ものを含む）  

約 155 ,5 00  約 198 ,2 00  約 353 ,7 00  

合計値  
約 199 ,9 00  

[約 199 ,900 ]  

約 251 ,3 00  

[約 251 ,300 ]  

約 451 ,2 00  

[約 451 ,200 ]  

 

1．推定発生量 

・十トン単位で切り上げ，「放射性廃棄物でないもの（管理区域外から発生したものを含む）」と「合

計値」は百トン単位で切り上げた値である。（端数処理のため合計値が一致しないことがある。） 

・［   ］は，解体後除染処理後の物量を示す。（除染係数を 100 とした。） 

・推定発生量には付随廃棄物を含んでいない。  

 

2．評価条件 

・運転期間・放射能減衰期間は，運転開始から平成 27 年 4 月 1 日までの期間における，原子炉起

動停止の運転履歴を基に設定した。 

・放射能濃度は，設計情報を基に設定した。  

 

3．放射能レベル区分値は，以下のとおり。  

・L1 の区分値の上限は，「原子炉等規制法施行令」第 31 条に定める放射能濃度 

・L1 と L2 の区分値は，「第二種廃棄物埋設規則」別表第 1 に定める放射能濃度の 10 分の 1 

・L2 と L3 の区分値は，「第二種廃棄物埋設規則」別表第 2 に定める放射能濃度の 10 分の 1 

・L3 と CL の区分値は，「製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に含まれる

放射性物質の放射能濃度についての確認等に関する規則」別表第 1 第 1 欄の 33 種類の放射性物

質の放射能濃度を，別表第 1 第 2 欄の放射能濃度で除した割合の合計値として 0.5 

 

表 5－ 3  汚染状況の調査結果（廃止措置対象施設全体）  

平成 2 7 年 4 月 1 日時点 (単位：トン )  

放射能レベル区分  1 号炉  2 号炉  合計値  

低レベル  

放射性廃棄物  

L1 
約 40 

[約 40] 

約 50 

[約 50] 

約 100 

[約 100] 

L2 
約 1,360 

[約 370] 

約 1,740 

[約 570] 

約 3,100 

[約 1,000] 

L3 
約 12,260 

[約 9,990] 

約 15,530 

[約 8,860] 

約 27,800 

[約 18,900] 

CL 
約 30,790 

[約 34,050] 

約 35,750 

[約 43,580] 

約 66,600 

[約 77,700] 

放射性廃棄物でないもの  

（管理区域外から発生した  

ものを含む）  

約 155,500 約 198,200 約 353,700 

合計値  

約 199,900 

[約

199,900] 

約 251,300 

[約 251,300] 

約 451,200 

[約 451,200] 

 

1．推定発生量 

・十トン単位で切り上げ，「放射性廃棄物でないもの（管理区域外から発生したものを含む）」と「合

計値」は百トン単位で切り上げた値である。（端数処理のため合計値が一致しないことがある。） 

・［   ］は，解体後除染処理後の物量を示す。（除染係数を 100 とした。） 

・推定発生量には付随廃棄物を含んでいない。  

 

2．評価条件 

・運転期間・放射能減衰期間は，運転開始から平成 27 年 4 月 1 日までの期間における，原子炉起

動停止の運転履歴を基に設定した。 

・放射能濃度は，設計情報を基に設定した。  

 

3．放射能レベル区分値は，以下のとおり。 

・L1 の区分値の上限は，「原子炉等規制法施行令」第 31 条に定める放射能濃度 

・L1 と L2 の区分値は，「第二種廃棄物埋設規則」別表第 1 に定める放射能濃度の 10 分の 1 

・L2 と L3 の区分値は，「第二種廃棄物埋設規則」別表第 2 に定める放射能濃度の 10 分の 1 

・L3 と CL の区分値は，「第二種廃棄物埋設規則」別表第 2 に定める放射能濃度の 10 分の 1 

・L3 と CL の区分値は，「製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に含まれる

放射性物質の放射能濃度についての確認等に関する規則」別表第 1 第 1 欄の 33 種類の放射性物

質の放射能濃度を，別表第 1 第 2 欄の放射能濃度で除した割合の合計値として 0.5 

 

 

・記載の適正化  

（ 不 要 な 記 載

の削除）  

 

⑤  

 

-　
5
-6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5－4（1） 第 2 段階対象設備の放射能量評価結果（1 号炉）（1／2）  

平成 27 年 4 月 1 日時点 （単位：Bq）  

No. 核種名  
放射能量（ B q）  

放射化汚染  二次的な汚染  合計  

1  H - 3  8 . 1 E + 0 7  1 . 7 E + 1 0  1 . 7 E + 1 0  

2  B e - 1 0  1 . 2 E + 0 3  3 . 4 E + 0 2  1 . 5 E + 0 3  

3  C - 1 4  7 . 9 E + 0 6  1 . 5 E + 1 1  1 . 5 E + 1 1  

4  S - 3 5  1 . 8 E - 1 0  2 . 8 E - 1 0  4 . 6 E - 1 0  

5  C l - 3 6  1 . 6 E + 0 5  1 . 4 E + 0 6  1 . 6 E + 0 6  

6  C a - 4 1  2 . 6 E + 0 3  5 . 7 E + 0 3  8 . 3 E + 0 3  

7  S c - 4 6  6 . 2 E - 0 8  1 . 2 E - 0 9  6 . 3 E - 0 8  

8  M n - 5 4  3 . 6 E + 0 4  1 . 2 E + 0 7  1 . 2 E + 0 7  

9  F e - 5 5  7 . 7 E + 0 9  7 . 4 E + 1 0  8 . 2 E + 1 0  

1 0  F e - 5 9  0 . 0 E + 0 0  2 . 5 E - 2 2  2 . 5 E - 2 2  

1 1  C o - 5 8  0 . 0 E + 0 0  2 . 8 E - 0 9  2 . 8 E - 0 9  

1 2  C o - 6 0  5 . 2 E + 0 9  7 . 2 E + 1 1  7 . 2 E + 1 1  

1 3  N i - 5 9  3 . 9 E + 0 7  2 . 9 E + 0 9  2 . 9 E + 0 9  

1 4  N i - 6 3  3 . 9 E + 0 9  3 . 3 E + 1 1  3 . 4 E + 1 1  

1 5  Z n - 6 5  2 . 4 E + 0 2  1 . 3 E + 0 4  1 . 3 E + 0 4  

1 6  S e - 7 9  6 . 7 E + 0 1  8 . 5 E + 0 2  9 . 1 E + 0 2  

1 7  S r - 9 0  4 . 8 E + 0 3  3 . 9 E + 0 9  3 . 9 E + 0 9  

1 8  Z r - 9 3  5 . 3 E + 0 0  3 . 7 E + 0 4  3 . 7 E + 0 4  

1 9  N b - 9 4  1 . 0 E + 0 5  1 . 5 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  

2 0  N b - 9 5  0 . 0 E + 0 0  7 . 5 E - 3 2  7 . 5 E - 3 2  

2 1  M o - 9 3  4 . 1 E + 0 5  8 . 2 E + 0 5  1 . 2 E + 0 6  

2 2  T c - 9 9  7 . 4 E + 0 4  2 . 0 E + 0 7  2 . 0 E + 0 7  

2 3  R u - 1 0 6  1 . 3 E - 0 1  2 . 3 E + 0 6  2 . 3 E + 0 6  

2 4  A g - 1 0 8 m  3 . 6 E + 0 5  1 . 7 E + 0 5  5 . 3 E + 0 5  

2 5  A g - 1 1 0 m  1 . 2 E + 0 1  5 . 6 E + 0 3  5 . 6 E + 0 3  

2 6  C d - 1 1 3 m  8 . 0 E + 0 7  2 . 9 E + 0 5  8 . 0 E + 0 7  

2 7  S n - 1 2 6  2 . 5 E - 0 2  1 . 1 E + 0 4  1 . 1 E + 0 4  

2 8  S b - 1 2 4  0 . 0 E + 0 0  1 . 3 E - 1 5  1 . 3 E - 1 5  

2 9  S b - 1 2 5  8 . 9 E + 0 5  6 . 0 E + 0 6  6 . 9 E + 0 6  

3 0  T e - 1 2 3 m  4 . 1 E - 0 5  1 . 6 E - 0 3  1 . 6 E - 0 3  

3 1  T e - 1 2 5 m  2 . 2 E + 0 5  2 . 0 E - 1 8  2 . 2 E + 0 5  

3 2  I - 1 2 9  1 . 3 E + 0 2  5 . 0 E + 0 4  5 . 0 E + 0 4  
 

表 5－4 第 2 段階対象設備の放射能量評価結果（1／2）  

平成 27 年 4 月 1 日時点 （単位：Bq）  

No. 核種名  放射化汚染  二次的な汚染  合計  

1  H - 3  8 . 1 E + 0 7  1 . 7 E + 1 0  1 . 7 E + 1 0  

2  B e - 1 0  1 . 2 E + 0 3  3 . 4 E + 0 2  1 . 5 E + 0 3  

3  C - 1 4  7 . 9 E + 0 6  1 . 5 E + 1 1  1 . 5 E + 1 1  

4  S - 3 5  1 . 8 E - 1 0  2 . 8 E - 1 0  4 . 6 E - 1 0  

5  C l - 3 6  1 . 6 E + 0 5  1 . 4 E + 0 6  1 . 6 E + 0 6  

6  C a - 4 1  2 . 6 E + 0 3  5 . 7 E + 0 3  8 . 3 E + 0 3  

7  S c - 4 6  6 . 2 E - 0 8  1 . 2 E - 0 9  6 . 3 E - 0 8  

8  M n - 5 4  3 . 6 E + 0 4  1 . 2 E + 0 7  1 . 2 E + 0 7  

9  F e - 5 5  7 . 7 E + 0 9  7 . 4 E + 1 0  8 . 2 E + 1 0  

1 0  F e - 5 9  0 . 0 E + 0 0  2 . 5 E - 2 2  2 . 5 E - 2 2  

1 1  C o - 5 8  0 . 0 E + 0 0  2 . 8 E - 0 9  2 . 8 E - 0 9  

1 2  C o - 6 0  5 . 2 E + 0 9  7 . 2 E + 1 1  7 . 2 E + 1 1  

1 3  N i - 5 9  3 . 9 E + 0 7  2 . 9 E + 0 9  2 . 9 E + 0 9  

1 4  N i - 6 3  3 . 9 E + 0 9  3 . 3 E + 1 1  3 . 4 E + 1 1  

1 5  Z n - 6 5  2 . 4 E + 0 2  1 . 3 E + 0 4  1 . 3 E + 0 4  

1 6  S e - 7 9  6 . 7 E + 0 1  8 . 5 E + 0 2  9 . 1 E + 0 2  

1 7  S r - 9 0  4 . 8 E + 0 3  3 . 9 E + 0 9  3 . 9 E + 0 9  

1 8  Z r - 9 3  5 . 3 E + 0 0  3 . 7 E + 0 4  3 . 7 E + 0 4  

1 9  N b - 9 4  1 . 0 E + 0 5  1 . 5 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  

2 0  N b - 9 5  0 . 0 E + 0 0  7 . 5 E - 3 2  7 . 5 E - 3 2  

2 1  M o - 9 3  4 . 1 E + 0 5  8 . 2 E + 0 5  1 . 2 E + 0 6  

2 2  T c - 9 9  7 . 4 E + 0 4  2 . 0 E + 0 7  2 . 0 E + 0 7  

2 3  R u - 1 0 6  1 . 3 E - 0 1  2 . 3 E + 0 6  2 . 3 E + 0 6  

2 4  A g - 1 0 8 m  3 . 6 E + 0 5  1 . 7 E + 0 5  5 . 3 E + 0 5  

2 5  A g - 1 1 0 m  1 . 2 E + 0 1  5 . 6 E + 0 3  5 . 6 E + 0 3  

2 6  C d - 1 1 3 m  8 . 0 E + 0 7  2 . 9 E + 0 5  8 . 0 E + 0 7  

2 7  S n - 1 2 6  2 . 5 E - 0 2  1 . 1 E + 0 4  1 . 1 E + 0 4  

2 8  S b - 1 2 4  0 . 0 E + 0 0  1 . 3 E - 1 5  1 . 3 E - 1 5  

2 9  S b - 1 2 5  8 . 9 E + 0 5  6 . 0 E + 0 6  6 . 9 E + 0 6  

3 0  T e - 1 2 3 m  4 . 1 E - 0 5  1 . 6 E - 0 3  1 . 6 E - 0 3  

3 1  T e - 1 2 5 m  2 . 2 E + 0 5  2 . 0 E - 1 8  2 . 2 E + 0 5  

3 2  I - 1 2 9  1 . 3 E + 0 2  5 . 0 E + 0 4  5 . 0 E + 0 4  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

・記載の適正化  

（ 不 要 な 記 載

の削除）  

-　
5
-7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

表 5－4（1） 第 2 段階対象設備の放射能量評価結果（1 号炉）（2／2）  

平成 27 年 4 月 1 日時点 （単位：Bq）  

No. 核種名  
放射能量（ B q）  

放射化汚染  二次的な汚染  合計  

3 3  C s - 1 3 4  1 . 3 E + 0 8  3 . 4 E + 0 7  1 . 6 E + 0 8  

3 4  C s - 1 3 7  5 . 1 E + 0 3  1 . 3 E + 0 9  1 . 3 E + 0 9  

3 5  B a - 1 3 3  3 . 6 E + 0 6  5 . 6 E + 0 6  9 . 2 E + 0 6  

3 6  L a - 1 3 7  2 . 9 E + 0 0  1 . 8 E + 0 0  4 . 7 E + 0 0  

3 7  C e - 1 4 4  1 . 0 E - 0 1  1 . 5 E + 0 5  1 . 5 E + 0 5  

3 8  P m - 1 4 7  6 . 3 E + 0 6  1 . 4 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  

3 9  S m - 1 5 1  1 . 7 E + 0 7  1 . 7 E + 0 7  3 . 4 E + 0 7  

4 0  E u - 1 5 2  1 . 4 E + 0 7  1 . 0 E + 0 5  1 . 4 E + 0 7  

4 1  E u - 1 5 4  9 . 4 E + 0 5  6 . 6 E + 0 7  6 . 7 E + 0 7  

4 2  T b - 1 6 0  5 . 5 E - 1 1  6 . 6 E - 1 1  1 . 2 E - 1 0  

4 3  H o - 1 6 6 m  2 . 3 E + 0 4  9 . 0 E + 0 5  9 . 2 E + 0 5  

4 4  L u - 1 7 6  7 . 4 E + 0 6  1 . 4 E - 0 2  7 . 4 E + 0 6  

4 5  T a - 1 8 2  1 . 9 E - 0 3  2 . 1 E - 0 1  2 . 1 E - 0 1  

4 6  I r - 1 9 2 m  7 . 4 E + 0 6  1 . 3 E + 0 7  2 . 1 E + 0 7  

4 7  P t - 1 9 3  2 . 4 E + 0 7  3 . 9 E + 0 8  4 . 2 E + 0 8  

4 8  U - 2 3 4  5 . 9 E + 0 5  4 . 1 E + 0 4  6 . 3 E + 0 5  

4 9  U - 2 3 5  2 . 7 E + 0 4  1 . 4 E + 0 3  2 . 8 E + 0 4  

5 0  U - 2 3 6  3 . 4 E - 0 2  4 . 2 E + 0 3  4 . 2 E + 0 3  

5 1  U - 2 3 8  5 . 7 E + 0 5  4 . 9 E + 0 4  6 . 2 E + 0 5  

5 2  N p - 2 3 7  2 . 3 E - 0 3  4 . 2 E + 0 3  4 . 2 E + 0 3  

5 3  P u - 2 3 8  6 . 2 E - 0 6  5 . 3 E + 0 7  5 . 3 E + 0 7  

5 4  P u - 2 3 9  2 . 2 E + 0 2  3 . 2 E + 0 7  3 . 2 E + 0 7  

5 5  P u - 2 4 0  2 . 0 E - 0 4  2 . 2 E + 0 7  2 . 2 E + 0 7  

5 6  P u - 2 4 1  6 . 3 E - 0 9  2 . 7 E + 0 9  2 . 7 E + 0 9  

5 7  P u - 2 4 2  0 . 0 E + 0 0  9 . 9 E + 0 4  9 . 9 E + 0 4  

5 8  A m - 2 4 1  3 . 1 E - 1 0  5 . 8 E + 0 6  5 . 8 E + 0 6  

5 9  A m - 2 4 2 m  0 . 0 E + 0 0  2 . 3 E + 0 5  2 . 3 E + 0 5  

6 0  A m - 2 4 3  0 . 0 E + 0 0  1 . 4 E + 0 6  1 . 4 E + 0 6  

6 1  C m - 2 4 2  0 . 0 E + 0 0  1 . 9 E + 0 0  1 . 9 E + 0 0  

6 2  C m - 2 4 4  0 . 0 E + 0 0  1 . 5 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  
 

表 5－ 4  第 2 段階対象設備の放射能量評価結果（ 2／ 2）  

平成 2 7 年 4 月 1 日時点 （単位：B q）  

N o  核種名  放射化汚染  二次的な汚染  合計  

3 3  C s - 1 3 4  1 . 3 E + 0 8  3 . 4 E + 0 7  1 . 6 E + 0 8  

3 4  C s - 1 3 7  5 . 1 E + 0 3  1 . 3 E + 0 9  1 . 3 E + 0 9  

3 5  B a - 1 3 3  3 . 6 E + 0 6  5 . 6 E + 0 6  9 . 2 E + 0 6  

3 6  L a - 1 3 7  2 . 9 E + 0 0  1 . 8 E + 0 0  4 . 7 E + 0 0  

3 7  C e - 1 4 4  1 . 0 E - 0 1  1 . 5 E + 0 5  1 . 5 E + 0 5  

3 8  P m - 1 4 7  6 . 3 E + 0 6  1 . 4 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  

3 9  S m - 1 5 1  1 . 7 E + 0 7  1 . 7 E + 0 7  3 . 4 E + 0 7  

4 0  E u - 1 5 2  1 . 4 E + 0 7  1 . 0 E + 0 5  1 . 4 E + 0 7  

4 1  E u - 1 5 4  9 . 4 E + 0 5  6 . 6 E + 0 7  6 . 7 E + 0 7  

4 2  T b - 1 6 0  5 . 5 E - 1 1  6 . 6 E - 1 1  1 . 2 E - 1 0  

4 3  H o - 1 6 6 m  2 . 3 E + 0 4  9 . 0 E + 0 5  9 . 2 E + 0 5  

4 4  L u - 1 7 6  7 . 4 E + 0 6  1 . 4 E - 0 2  7 . 4 E + 0 6  

4 5  T a - 1 8 2  1 . 9 E - 0 3  2 . 1 E - 0 1  2 . 1 E - 0 1  

4 6  I r - 1 9 2 m  7 . 4 E + 0 6  1 . 3 E + 0 7  2 . 1 E + 0 7  

4 7  P t - 1 9 3  2 . 4 E + 0 7  3 . 9 E + 0 8  4 . 2 E + 0 8  

4 8  U - 2 3 4  5 . 9 E + 0 5  4 . 1 E + 0 4  6 . 3 E + 0 5  

4 9  U - 2 3 5  2 . 7 E + 0 4  1 . 4 E + 0 3  2 . 8 E + 0 4  

5 0  U - 2 3 6  3 . 4 E - 0 2  4 . 2 E + 0 3  4 . 2 E + 0 3  

5 1  U - 2 3 8  5 . 7 E + 0 5  4 . 9 E + 0 4  6 . 2 E + 0 5  

5 2  N p - 2 3 7  2 . 3 E - 0 3  4 . 2 E + 0 3  4 . 2 E + 0 3  

5 3  P u - 2 3 8  6 . 2 E - 0 6  5 . 3 E + 0 7  5 . 3 E + 0 7  

5 4  P u - 2 3 9  2 . 2 E + 0 2  3 . 2 E + 0 7  3 . 2 E + 0 7  

5 5  P u - 2 4 0  2 . 0 E - 0 4  2 . 2 E + 0 7  2 . 2 E + 0 7  

5 6  P u - 2 4 1  6 . 3 E - 0 9  2 . 7 E + 0 9  2 . 7 E + 0 9  

5 7  P u - 2 4 2  0 . 0 E + 0 0  9 . 9 E + 0 4  9 . 9 E + 0 4  

5 8  A m - 2 4 1  3 . 1 E - 1 0  5 . 8 E + 0 6  5 . 8 E + 0 6  

5 9  A m - 2 4 2 m  0 . 0 E + 0 0  2 . 3 E + 0 5  2 . 3 E + 0 5  

6 0  A m - 2 4 3  0 . 0 E + 0 0  1 . 4 E + 0 6  1 . 4 E + 0 6  

6 1  C m - 2 4 2  0 . 0 E + 0 0  1 . 9 E + 0 0  1 . 9 E + 0 0  

6 2  C m - 2 4 4  0 . 0 E + 0 0  1 . 5 E + 0 8  1 . 5 E + 0 8  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

・記載の適正化  

（ 不 要 な 記 載

の削除）  

-　
5
-8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
5
-9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

-　
5
-1
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付五】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）  

 

   

 

 

 

 

・記載の適正化  

（ 凡 例 記 載 の

見直し）  

 

-　
5
-1
1
　
-



 

 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に

関する説明書 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）  

 

（建屋・構築物）  

機能  性能維持施設  

【 1号炉】  

放射性物質漏え

い防止機能  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

希ガスホールドアップ装置建家  

復水ろ過脱塩装置建家  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

放射線遮へい機

能  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

希ガスホールドアップ装置建家  

復水ろ過脱塩装置建家  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

原子炉容器外側の壁  

ドライウェル外周の壁（原子炉ウェル上の遮へいプラグを

除く）  

【 2号炉】  

放射性物質漏え

い防止機能  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

放射線遮へい機

能  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

原子炉容器外側の壁  

ドライウェル外周の壁（原子炉ウェル上の遮へいプラグを

除く）  
 

（建屋・構築物）  

機能  性能維持施設  

放射性物質漏え

い防止機能  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

希ガスホールドアップ装置建家  

復水ろ過脱塩装置建家  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

放射線遮へい機

能  

原子炉建家  

廃棄物処理建家  

タービン建家  

希ガスホールドアップ装置建家  

復水ろ過脱塩装置建家  

原子炉建家外壁  

廃棄物処理建家外壁  

原子炉容器外側の壁  

ドライウェル外周の壁（原子炉ウェル上の遮へいプラグを

除く）  
 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 2）放射性廃棄物の廃棄施設  

ａ．放射性気体廃棄物の廃棄設備  

放射性気体廃棄物を適切に放出するため，「放出経路確保機能」

を有する廃棄設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は以下

のとおり。  

 

（ 2）放射性廃棄物の廃棄施設  

ａ．放射性気体廃棄物の廃棄設備  

放射性気体廃棄物を適切に放出するため，「放出経路確保機能」

を有する廃棄設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は以下

のとおり。  

 

 

（放射性気体廃棄物の廃棄設備）  

機能  性能維持施設  

放出経路確保機能  排気口（ 1号炉及び 2号炉）  
 

（放射性気体廃棄物の廃棄設備）  

機能  性能維持施設  

放出経路確保機能  排気口  
 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（放射性液体廃棄物の廃棄設備） 

機能 性能維持施設 

【1号炉】 

放射性廃棄物処理機能 

機器ドレン処理系 

機器ドレン収集タンク 

機器ドレン清水槽 

機器ドレンサンプルタンク 

廃液サージタンク 

ろ過装置（常用） 

    （予備） 

脱塩装置 

床ドレン処理系 

床ドレン収集タンク 

床ドレンサンプルタンク（再使用

系） 

床ドレンサンプルタンク（放出

系） 

ろ過装置 

脱塩装置 

再生廃液処理系 
廃液中和タンク 

廃液濃縮器 

シャワードレン系（1号

及び2号炉共用） 
シャワードレンタンク 

放出経路確保機能 復水器冷却水放水路 

【2号炉】 

放射性廃棄物処理機能 

機器ドレン処理系 

機器ドレン収集槽 

機器ドレン清水槽 

機器ドレンサンプル槽 

機器ドレンサージ槽 

ろ過装置（常用） 

    （予備） 

脱塩装置 

床ドレン処理系 

床ドレン収集タンク 

床ドレンサンプルタンク（再使用

系） 

床ドレンサンプルタンク（放出

系） 

ろ過装置 

脱塩装置 

化学廃液処理系 

雑廃液サージ槽 

再生廃液収集タンク 

廃液濃縮器 

シャワードレン系（1号

及び2号炉共用） 
シャワードレンタンク 

放出経路確保機能 復水器冷却水放水路 
 

（放射性液体廃棄物の廃棄設備） 
 

機能 性能維持施設 

放射性廃棄物処理機能 

機器ドレン処理系 

機器ドレン収集タンク 

機器ドレン清水槽 

機器ドレンサンプルタンク 

廃液サージタンク 

ろ過装置（常用） 

    （予備） 

脱塩装置 

床ドレン処理系 

床ドレン収集タンク 

床ドレンサンプルタンク（再

使用系） 

床ドレンサンプルタンク（放

出系） 

ろ過装置 

脱塩装置 

再生廃液処理系 
廃液中和タンク 

廃液濃縮器 

シャワードレン系（1号

及び2号炉共用） 
シャワードレンタンク 

放出経路確保機能 復水器冷却水放水路 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）  

 

ｃ．放射性固体廃棄物の廃棄設備  

放射性固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，「放射性

廃棄物処理機能」を有する廃棄設備を維持管理する。具体的な性能

維持施設は以下のとおり。  

 

ｃ．放射性固体廃棄物の廃棄設備  

放射性固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，「放射性

廃棄物処理機能」を有する廃棄設備を維持管理する。具体的な性能

維持施設は以下のとおり。  

 

 

（放射性固体廃棄物の廃棄設備） 

機能 性能維持施設 

【1号炉】 

放射性廃棄物処理機能 

濃縮廃液系 濃縮廃液貯蔵タンク 

使用済樹脂系 

原子炉冷却材浄化系粉末樹

脂貯蔵タンク 

燃料プール冷却浄化系粉末

樹脂貯蔵タンク 

使用済樹脂貯蔵タンク 

復水系粉末樹脂貯蔵槽 

フィルタスラッジ系 
フィルタスラッジ貯蔵タン

ク 

【2号炉】 

放射性廃棄物処理機能 

濃縮廃液系 濃縮廃液貯蔵タンク 

使用済樹脂系 

原子炉冷却材浄化系粉末樹

脂貯蔵槽 

燃料プール冷却浄化系粉末

樹脂貯蔵槽 

使用済樹脂貯蔵槽 

復水系粉末樹脂貯蔵槽 

フィルタスラッジ系 フィルタスラッジ貯蔵槽 
 

（放射性固体廃棄物の廃棄設備） 

機能  性能維持施設  

放射性廃棄物処理機能  

濃縮廃液系  濃縮廃液貯蔵タンク  

使用済樹脂系  

原子炉冷却材浄化系粉末

樹脂貯蔵タンク  

燃料プール冷却浄化系粉

末樹脂貯蔵タンク  

使用済樹脂貯蔵タンク  

復水系粉末樹脂貯蔵槽  

フィルタスラッジ系  
フィルタスラッジ貯蔵タ

ンク  
 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

（中略）  （中略）  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 3）放射線管理施設  

ａ．原子炉施設内外の放射線監視  

管理区域内で人が常時立ち入る代表的なエリア又は放射線レベ

ルが変動する可能性のあるエリアの放射線を監視するため，「放射

線監視機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設

は以下のとおり。  

原子炉施設外の放射線監視の機能は，「ｂ．環境への放射性物質

の放出管理」に含む。  

 

（ 3）放射線管理施設  

ａ．原子炉施設内外の放射線監視  

管理区域内で人が常時立ち入る代表的なエリア又は放射線レベ

ルが変動する可能性のあるエリアの放射線を監視するため，「放射

線監視機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設

は以下のとおり。  

原子炉施設外の放射線監視の機能は，「ｂ．環境への放射性物質

の放出管理」に含む。  

 

 

（原子炉施設内外の放射線監視） 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 エリア・モニタ（1号炉及び2号炉） 

 

（原子炉施設内外の放射線監視） 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 エリア・モニタ 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

「原子力発電所放射線モニタリング指針（ J E A G 4 6 0 6 - 2 0 0 3）」

を基に，「人の駐在」「放射線レベルの変動」「人の立ち入り」の観

点から選定した放射線監視機能を維持する放射線管理施設の必要

台数は， 1 号炉においては原子炉建家で 7 台，廃棄物処理建家で

3 台，復水ろ過脱塩装置建家で 4 台，2 号炉においては原子炉建家

で 8 台，廃棄物処理建家で 5 台となる。  

「放射線監視機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとお

りである。  

・線量当量率を測定できる状態であること。  

・警報設定値において警報が発信できる状態であること。  

 

「原子力発電所放射線モニタリング指針（ J E A G 4 6 0 6 - 2 0 0 3）」

を基に，「人の駐在」「放射線レベルの変動」「人の立ち入り」の観

点から選定した放射線監視機能を維持する放射線管理施設の必要

台数は，原子炉建家で 7 台，廃棄物処理建家で 3 台，復水ろ過脱

塩装置建家で 4 台となる。  

 

「放射線監視機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとお

りである。  

・線量当量率を測定できる状態であること。  

・警報設定値において警報が発信できる状態であること。  

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

ｂ．環境への放射性物質の放出管理  

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の環境への放出を管理

するため，「放射線監視機能」及び「放出管理機能」を有する設備

を維持管理する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。  

ｂ．環境への放射性物質の放出管理  

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の環境への放出を管理

するため，「放射線監視機能」及び「放出管理機能」を有する設備

を維持管理する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。  

 

 

（環境への放射性物質の放出管理） 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 

放出管理機能 

排気口ダストモニタ（1号炉及び2号炉） 

排気サンプリング装置（1号炉及び2号炉） 

排水モニタ（1号炉及び2号炉） 

排水のサンプリング装置（1号炉及び2号炉） 

プロセス系液体モニタ 

・原子炉機器冷却水系モニタ（1号炉及び2号炉） 

・原子炉機器冷却系海水モニタ（1号炉及び2号炉） 

・タービン建家海水ドレンサンプモニタ（1号炉及び2号炉） 
 

（環境への放射性物質の放出管理） 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 

放出管理機能 

排気口ダストモニタ 

排気サンプリング装置 

排水モニタ 

排水のサンプリング装置 

プロセス系液体モニタ 

・原子炉機器冷却水系モニタ 

・原子炉機器冷却系海水モニタ 

・タービン建家海水ドレンサンプモニタ 
 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（中略）  （中略）   

（換気設備）  

機能  性能維持施設  

【 1号炉】  

換気機能  

原子炉建家常用換気系  

タービン建家換気系  

廃棄物処理建家換気系  

希ガスホールドアップ装置建家換気系  

復水ろ過脱塩装置建家換気系  

【 2号炉】  

換気機能  

原子炉建家常用換気系  

タービン建家換気系  

廃棄物処理建家換気系  
 

（換気設備）  

機能  性能維持施設  

換気機能  

原子炉建家常用換気系  

タービン建家換気系  

廃棄物処理建家換気系  

希ガスホールドアップ装置建家換気系  

復水ろ過脱塩装置建家換気系  
 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

換気機能を維持する換気設備の必要台数は，給気ファン 1 台（ 2

号炉タービン建家換気系給気ファンは 2 台），排気ファン 1 台，高

性能粒子フィルタ 1 個となる。  

「換気機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりであ

る。  

・放射線障害を防止するために必要な換気ができる状態である

こと。  

 

換気機能を維持する換気設備の必要台数は，給気ファン 1 台，

排気ファン 1 台，高性能粒子フィルタ 1 個となる。  

「換気機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりであ

る。  

・放射線障害を防止するために必要な換気ができる状態である

こと。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

ｂ．その他の安全確保上必要な設備  

（ a）照明設備  

商用電源が喪失した際，放射線業務従事者が建屋から安全に

避難するため，「照明機能」を有する設備を維持管理する。具体

的な性能維持施設は以下のとおり。  

ｂ．その他の安全確保上必要な設備  

（ a）照明設備  

商用電源が喪失した際，放射線業務従事者が建屋から安全に

避難するため，「照明機能」を有する設備を維持管理する。具体

的な性能維持施設は以下のとおり。  

 

 

（照明設備） 

機能 性能維持施設 

照明機能 
安全確保上必要な照明設備（誘導灯） 

（1号炉及び2号炉） 
 

（照明設備） 

機能 性能維持施設 

照明機能 安全確保上必要な照明設備（誘導灯） 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

「照明機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりであ

る。  

・安全確保上必要な照明設備（誘導灯）が点灯できる状態である

こと。  

「照明機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりであ

る。  

・安全確保上必要な照明設備（誘導灯）が点灯できる状態である

こと。  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ b）原子炉機器冷却系  

放射性液体廃棄物を希釈・放出するため，「放出経路確保機能」

を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は以下の

とおり。  

 

（ b）原子炉機器冷却系  

放射性液体廃棄物を希釈・放出するため，「放出経路確保機能」

を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は以下の

とおり。  

 

 

（原子炉機器冷却系） 

機能 性能維持施設 

放出経路確保機能 原子炉機器冷却海水系（1号炉及び2号炉） 

 

（原子炉機器冷却系）  

機能 性能維持施設 

放出経路確保機能 原子炉機器冷却海水系 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

（中略）  （中略）  
 

（ 6）その他の安全対策  

その他の安全対策として以下の措置を講じる  

 

ａ．管理区域は，放射線被ばく等の可能性の程度に応じてこれを適

切に区分し，保安のための措置を講じるとともに，放射線業務従

事者の不必要な被ばくを防止するため，これらの区域に対する

立入りを制限する措置を講じる。  

 

ｂ．周辺環境へ放出される放射性物質の管理が適切に行われてい

ることを確認するため，解体中の原子炉施設からの放出の管理

に係る放射線モニタリング及び周辺環境に対する放射線モニタ

リングを適確に行う。  

 

ｃ．廃止措置では，火気作業や可燃物を取り扱うことから，消火を

行うために必要な「消火機能」を有する消火装置を維持管理す

る。具体的な性能維持施設は以下のとおり。  

 

（ 6）その他の安全対策  

その他の安全対策として以下の措置を講じる。  

 

ａ．管理区域は，放射線被ばく等の可能性の程度に応じてこれを適

切に区分し，保安のための措置を講じるとともに，放射線業務従

事者の不必要な被ばくを防止するため，これらの区域に対する

立入りを制限する措置を講じる。  

 

ｂ．周辺環境へ放出される放射性物質の管理が適切に行われてい

ることを確認するため，解体中の原子炉施設からの放出の管理

に係る放射線モニタリング及び周辺環境に対する放射線モニタ

リングを適確に行う。  

 

ｃ．廃止措置では，火気作業や可燃物を取り扱うことから，消火を

行うために必要な「消火機能」を有する消火装置を維持管理す

る。具体的な性能維持施設は以下のとおり。  

 

・記載の適正化  

（脱字訂正）  

（消火装置） 

機能 性能維持施設 

消火機能 
消火栓（1号炉及び2号炉） 

移動形消火器（1号炉及び2号炉） 
 

（消火装置） 

機能 性能維持施設 

消火機能 
消火栓 

移動形消火器 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

「消火機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりであ

る。  

・消火栓及び移動形消火器が使用できる状態であること。  

また，可燃性物質が保管される場所にあっては，火災が生ずる

ことのないよう適切な防護措置を講じる。  

 

「消火機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりであ

る。  

・消火栓及び移動形消火器が使用できる状態であること。  

また，可燃性物質が保管される場所にあっては，火災が生ずる

ことのないよう適切な防護措置を講じる。  

 

 

-　
6
-7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

2  性能維持施設の維持期間  

  性能維持施設に係る維持期間について以下に示す。  

 

2  性能維持施設の維持期間  

  性能維持施設に係る維持期間について以下に示す。  

 

 

（ 1）建屋・構築物  

原子炉建家，廃棄物処理建家，タービン建家，希ガスホールドア

ップ装置建家（ 1 号炉のみ），復水ろ過脱塩装置建家（ 1 号炉のみ），

原子炉建家外壁及び廃棄物処理建家外壁の「放射性物質漏えい防

止機能」 ,「放射線遮へい機能」及び性能は，当該建家内の管理区

域解除完了まで維持する。  

原子炉容器外側の壁及びドライウェル外周の壁（原子炉ウェル

上の遮へいプラグを除く）の「放射線遮へい機能」及び性能は，炉

心支持構造物等の解体が完了するまで維持する。  

 

（ 1）建屋・構築物  

原子炉建家，廃棄物処理建家，タービン建家，希ガスホールドア

ップ装置建家，復水ろ過脱塩装置建家，原子炉建家外壁及び廃棄物

処理建家外壁の「放射性物質漏えい防止機能」 ,「放射線遮へい機

能」及び性能は，当該建家内の管理区域解除完了まで維持する。  

原子炉容器外側の壁及びドライウェル外周の壁（原子炉ウェル

上の遮へいプラグを除く）の「放射線遮へい機能」及び性能は，炉

心支持構造物等の解体が完了するまで維持する。  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

（中略）  （中略）   

-　
6
-8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
8
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-1
9
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
0
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

・記載の適正化  

（表現の統一）  

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

-　
6
-2
2
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
3
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
4
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
5
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
6
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

-　
6
-2
7
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付六】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

  ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉 分

割に伴う変更  

 

-　
6
-2
8
　
-



 

 

添付書類七 廃止措置に要する資金の額及びその調達計画に関する説明書 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

  



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付七】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

1  廃止措置に要する費用  

1 号原子炉施設の原子力発電施設解体引当金制度に基づく積立ての

最終年度である平成 2 0 年度末の原子力発電施設解体に要する費用見

積総額は，約 3 7 9 億円である。 2 号原子炉施設の原子力発電施設解体

引当金制度に基づく積立ての最終年度である平成 2 0 年度末の原子力

発電施設解体に要する費用見積総額は，約 4 6 2 億円である。  

 

1  廃止措置に要する費用  

1 号原子炉施設の原子力発電施設解体引当金制度に基づく積立ての

最終年度である平成 2 0 年度末の原子力発電施設解体に要する費用見

積総額は，約 3 7 9 億円である。  
 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

費用見積額  （単位：億円）  

項  目  
見積額  

1 号原子炉施設  2 号原子炉施設  

施設解体費  約 2 5 3  約 3 0 2  

解体廃棄物処理処分費  約 1 2 6  約 1 6 0  

合  計  約 3 7 9  約 4 6 2  

 
 

費用見積額  （単位：億円）  

項  目  見積額  

施設解体費  約 2 5 3  

解体廃棄物処理処分費  約 1 2 6  

合  計  約 3 7 9  

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

2  資金調達計画  

全額自己資金（引当金を含む。）により賄う。なお，原子力発電施設

解体引当金制度による 1 号原子炉施設の最終積立年度である平成 2 0

年度末の原子力発電施設解体引当金累積積立額（過年度分を含む。）は，

約 1 8 4 億円である。 2 号原子炉施設の最終積立年度である平成 2 0 年

度末の原子力発電施設解体引当金累積積立額（過年度分を含む。）は，

約 2 5 0 億円である。また， 1 号原子炉施設及び 2 号原子炉施設の解体

に要する費用のうち，前述の原子力発電施設解体引当金以外に，平成

2 0 年末においてそれぞれ約 1 9 4 億円，約 2 1 2 億円を原子力発電所運

転終了関連損失引当金として積み立てている。  

 

2  資金調達計画  

全額自己資金（引当金を含む。）により賄う。なお，原子力発電施設

解体引当金制度による 1 号原子炉施設の最終積立年度である平成 2 0

年度末の原子力発電施設解体引当金累積積立額（過年度分を含む。）は，

約 1 8 4 億円である。また，1 号原子炉施設の解体に要する費用のうち，

前述の原子力発電施設解体引当金以外に，平成 2 0 年末において約 1 9 4

億円を原子力発電所運転終了関連損失引当金として積み立てている。  
 

 

 

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

引当金  （単位：億円）  

項  目  
引当金  

1 号原子炉施設  2 号原子炉施設  

原子力発電施設解体引当金  約 1 8 4  約 2 5 0  

原子力発電所運転終了関連損失

引当金（解体費用充当額）  
約 1 9 4  約 2 1 2  

合  計  約 3 7 9  約 4 6 2  

（端数処理のため合計値が一致しないことがある。）  

 

引当金  （単位：億円）  

項  目  引当金  

原子力発電施設解体引当金  約 1 8 4  

原子力発電所運転終了関連損失

引当金（解体費用充当額）  
約 1 9 4  

合  計  約 3 7 9  

（端数処理のため合計値が一致しないことがある。）  

 

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

-　
7
-1
　
-



 

 

添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書 

 

記述の一部を，浜岡原子力発電所 1 号原子炉及び 2 号原子炉廃止措置計

画認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

 



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

1  廃止措置の実施体制  

1 号及び 2 号原子炉施設の廃止措置の実施体制については，「原子炉

等規制法（昭和 3 2 年 6 月 1 0 日法律第 1 6 6 号。ただし，平成 2 4 年 6

月 2 7 日法律第 4 7 号改正前のもの。）」第 3 7 条及び「実用炉規則（昭

和 5 3 年 1 2 月 2 8 日通商産業省令第 7 7 号。ただし，平成 2 5 年 6 月

2 8 日原子力規制委員会規則第 4 号改正前のもの。）」第 1 6 条第 3 項に

基づき，「保安規定」において保安管理体制を定め，本店及び浜岡原子

力発電所において廃止措置を専門に行う組織を設置した上で，廃止措

置の業務に係る各職位とその職務内容を記載し，それぞれの役割分担

を明確にするとともに，保安管理上重要な事項を審議するための委員

会の設置及び審議事項を規定する。また，廃止措置における保安の監督

を行う者の任命に関する事項及びその職務を明確にし，その者に各職

位の業務を総括的に監督させることとする。  

これらの体制を確立することにより，廃止措置に関する保安管理業

務を円滑かつ適切に実施する。  
 

1  廃止措置の実施体制  

1 号原子炉施設の廃止措置の実施体制については，「原子炉等規制法

（昭和 3 2 年 6 月 1 0 日法律第 1 6 6 号。ただし，平成 2 4 年 6 月 2 7 日

法律第 4 7 号改正前のもの。）」第 3 7 条及び「実用炉規則（昭和 5 3 年

1 2 月 2 8 日通商産業省令第 7 7 号。ただし，平成 2 5 年 6 月 2 8 日原子

力規制委員会規則第 4 号改正前のもの。）」第 1 6 条第 3 項に基づき，

「保安規定」において保安管理体制を定め，本店及び浜岡原子力発電所

において廃止措置を専門に行う組織を設置した上で，廃止措置の業務

に係る各職位とその職務内容を記載し，それぞれの役割分担を明確に

するとともに，保安管理上重要な事項を審議するための委員会の設置

及び審議事項を規定する。また，廃止措置における保安の監督を行う者

の任命に関する事項及びその職務を明確にし，その者に各職位の業務

を総括的に監督させることとする。  

これらの体制を確立することにより，廃止措置に関する保安管理業

務を円滑かつ適切に実施する。  

 

・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（中略）  （中略）  
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8
-1
　
-



 

浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

5  2 号炉使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料の除染作業に係る安

全措置  

2 号炉使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料の燃料棒の引抜き，

除染及び燃料集合体の形状に戻す作業においては，燃料棒を安全に取

り扱うために専用の作業台を使用し，以下のとおり，燃料棒の変形及び

損傷を防止するとともに，取扱数量を燃料集合体 1 体のみかつその 1

体分の燃料棒のみに限定し，臨界を防止する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

5． 1  燃料棒の変形及び損傷の防止  

（ 1）燃料棒を引抜き，除染し，燃料集合体の形状に戻す作業は，燃料

集合体および燃料棒を横置きの作業台上で取り扱う。また，作業台

は，アンカーボルトで床に固定する。  

（ 2）燃料集合体は，下部支持板及び支持格子部分で作業台に固定する。 

（ 3）引抜いた燃料棒は，横置きの作業台で支持することで，落下しな

いようにする。  

（ 4）作業台上の燃料棒移動経路には燃料棒を変形させるおそれのある

干渉物を設置しない。  

（ 5）燃料棒を引抜き，除染し，燃料集合体の形状に戻す作業は，加工

事業者の燃料集合体組立解体工程の操作者として認定された者が

実施する。  

 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

5． 2  臨界の防止  

新燃料の臨界を防止するため，燃料棒の引抜き，除染及び燃料集合

体の形状に戻す作業は，気中で行うとともに，これらの作業中の取扱

数量を燃料集合体 1 体のみかつその 1 体分の燃料棒のみに限定する。

燃料集合体 1 体分の燃料棒 7 2 本であれば，万一水没したとしても実

効増倍率は 0 . 9 5 以下であり，臨界に達するおそれはない。未臨界性

の評価の条件及び評価結果を以下に示す。  
 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  
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浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画認可申請書変更前後比較表【添付八】 

注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

変 更 前  変 更 後  理  由  

（ 1）評価条件  

1）解析コード：K E N O - V. a  

2）稠密となる三角格子配列（図 8－

1）で燃料棒 9 1 本のピッチ（中心

間距離）を変化させる。  

3）燃料棒の軸方向は無限長さとし，

周辺は十分な厚さの水反射体を置

く。  

4）すべての燃料棒に一律濃縮度 5％

のペレットを封入することを仮定

する。  

5）ペレット密度は，理論密度 1 0 0％

とする。  

6）中性子を吸収するガドリニアを考

慮しない。  
 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

（ 2）評価結果  

燃料棒ピッチ（中心間の距離）を変動させた時の未臨界性評価結

果を図 8－ 2 に示す。実効増倍率の最大値は 0 . 9 3 0 である。  
 

 ・ 1 号炉及び 2

号 炉 の 号 炉

分 割 に 伴 う

変更  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－ 2  燃料棒ピッチ（中心間の距離）変動時の未臨界性評価結果  

  

 

図 8－ 1  三角格子配列  
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